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1

第 1章

序論

1.1 海難の現状とヒューマンエラー

旧海難審判庁の海難レポート及び海難審判所のレポート海難審判，海上保安庁の海難統計によると，

海難件数は年々減少傾向にあるが，いまだに多くの海難が発生していることが分かる 9�12)．また，海難

の中で最も多いのは衝突海難であり 9�12)，衝突海難は，人命や積荷へ大きなダメージを与える可能性が

高いだけではなく，油の流出等，環境汚染に繋がる可能性も高い海難と言える．そこで，衝突海難を減

らすための対策が望まれている．

一方，原子力発電所や医療現場をはじめ，航空機，鉄道，自動車，船舶等，様々な分野において，事

故調査や事故分析が継続して行われている．その結果，これら人間の判断や操作を伴うシステムにおけ

る主要な事故原因の一つは「ヒューマンエラー」である．船舶においても，多くの衝突海難の原因とし

て，見張り不十分や操船不適切等の「ヒューマンエラー」が指摘されている．衝突海難の原因の 79%は

ヒューマンエラー，つまり操船者のエラーである 12)．ヒューマンエラーが原因とされる事故を減少させ

るためには，システムの完全自動化，もしくはヒューマンエラーの抑制が必要である．近年，航空機の

自動操縦や自動車の自動運転等，完全自動化を目指した研究開発が進む交通システムが増加している．

船舶においても，ヨーロッパを中心に自律航行船（無人化船）の研究が始まっている 13�15)．しかし船

舶は，船橋からの見張り作業に着目すると，周囲の環境情報や他船情報の電子化，情報収集方法の自動

化は進んできているが，基本的には人間（操船者）の判断や操作が中心となって運航されている．つま

り，船舶は航空機や鉄道，自動車等の他の交通分野に比べ，人間（操船者）の専門知識や高度な操船技

術，また乗船経験に基づく操船者の行動が，より多く必要とされる交通分野である．人間の関わる部分

が多い船舶の運航システムでは，機能の自動化への課題が多く，船舶の運航が完全に自動化（無人化）

されるまでには，まだ長い年月がかかることが予想できる．したがって，現時点で衝突海難を減少させ

るためには，船舶運航におけるヒューマンエラー（操船者のエラー）を理解し，それらを抑制する対策

を行う必要がある．
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1.2 船舶運航におけるヒューマンエラーの研究 (先行研究)

船舶運航における操船者の見張り特性や操船者のエラー，避航行動や操船者のエラーが原因となった

海難分析に関し，すでに多くの先行研究がなされている．

今津らは，海難原因の解明を目的として，ヒアリハット事例（ニアミス事例）について，アンケート

及びヒアリング調査を行い，ニアミスを起こした多くのケースで，その時のワッチレベルでの対応が困

難になっていたことと，ワッチレベルが高い場合でも，チームワーク不足で能力が十分に発揮されてい

ないケースがあることを明らかにした 16,17)．村山，山崎らは，操船者が緊急な危機回避行動を要求さ

れヒヤリとする状況を未然事故と定義し，調査票による発生状況を調査し，海難審判を受けた船舶数と

比較することで，未然事故はハインリッヒの法則に近い割合で発生していることを示した 18)．また，未

然事故の調査結果と海難審判裁決録を用いて，両者の発生状況の類似性を示し，未然事故調査と同種の

海難調査を実施し，両者の事故に影響を与えた因子を抽出し比較検討する必要性を示した 19,20)．さら

に，海難別に一次クロス集計により，海難状況別に特有の要因相互関係を抽出し，多重分割表分析によ

り，二つの要因の関係へ第三の要因の関わり方を評価し，危険要因の関係を断ち切ることが海難防止に

は必要であることを示すと共に，行動形成因子（PSF：Performance Shaping Factor）に基づき，海難

におけるインシデント調査の調査項目と評価項目（評価内容）を整理し，安全対策上重要な 95因子を示

した．21,22)．乾らは，目視とレーダ・ARPA（Automatic Radar Plotting Aids）から得られる他船情

報の性質の違いに着目しシミュレータ実験を行い，視界制限状態における避航操船において，操船者に

負荷を与える要因を明らかにした 23)．この様に，実際に事故が発生していない状況においても，ニア

ミスや未然事故が発生しており，それらに着目した研究が行われている．しかし，これらの研究はアン

ケート調査に基づくものが多く，ニアミスや未然事故が起こりやすい状況やその発生頻度，一部要因の

指摘にとどまっており，それらが発生した過程や背後要因を辿る分析をしている事例は少ない．そこで，

本論文の対象は，衝突海難を引き起こしたケースと共に，ニアミスや未然事故等の実際には衝突海難を

起こしていないケースも含む船舶運航における操船者のエラーとし，それらが発生した過程や背後要因

を示すとともに，安全対策の検討と提案を行う．

操船者の見張り特性に関する研究として，遠藤らは，避航操船に関する操船者の作業過程において，

知覚と処理の過程の特性を明らかにするための操船シミュレータ実験と実船観測を行っている．昼夜の

他船知覚状況を比較分析した結果，他船の変針を知覚できない「他船変針不感帯」が，夜間にかなり大

きくなることを示し，昼間より夜間の操船が困難であるという操船者の一般的な認識に根拠を示した

24)．久保田らは，シミュレータを用いた認知実験により，航海情報を得る手段によって主観的な衝突の

おそれや避航意思決定時間が変化することを示し，学生と航海士経験者の違いについても明らかにして

いる 25)．小林らは，操船シミュレータを用いて東京湾中ノ瀬航路入り口で発生した衝突海難事例を分析
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し，その原因が操船者のエラーであることを示すと共に，航路航行義務という環境特性と操縦性能が間

接原因であることを示した．また，海難の関係因子抽出と因子間の関係を明らかにするにあたり，操船

シミュレータを用いた調査が有効であるとしている 26)．西村らは，航行環境の変化に対する操船者の見

張り特性として，視界制限状態や周囲の船舶数の増加により，見張りの範囲が狭められることと，自船

から近い船舶に見張りが集中することで，見張りの範囲が狭められることを示している 27)．金湖らは，

遭遇確率から衝突リスク削減効果を定量的に評価する手法を開発し，航行環境整備による衝突海難防止

対策を提案している 28)．また，ブリッジチームによるシミュレータ実験の発話分析から，視程の低下

や漁船群の存在する場合は，操船者は情報収集の頻度を上げることで，運航の安全を保つための現状把

握を行っていることを示し，見張り作業限界を考慮した分析から人間の特性に合ったサポートシステム

による操船者の作業限界を超えない見張り当直環境の実現の必要性について言及している 29)．さらに，

操船シミュレータを用いてランダムな交通流における操船者の発見から避航動作までの一連の作業を分

析し，避航判断の遅れが発生する要因は，航行環境に存在する可能性を示し，避航判断の遅れによる衝

突海難を防止する対策の具体例として，日本船長協会が推薦する分離通航方式の強制化を提案している

30)．これらの研究結果から，操船者の見張り特性やエラーの発生過程を分析するために，操船シミュ

レータの利用は有効であると考えられる．そこで，実船で計測することが難しい操船者の見張り特性や

エラーの発生過程を分析する手段として操船シミュレータを活用したいと考える．

井上らは，水先人養成を目的としたシミュレータ訓練において，操船実務経験者と商船系学生の見張り

作業の違いを示す有効な手法として，SAGAT(Situation Awareness Global Assessment Technique)31)

を用いている 32)．SAGATは，実験後に実験中の状況についてヒアリング調査を行うのではなく，実験

中にその場の状況に関する被験者の知識を調査する手法であり，実験後の記憶や感情に影響されない，

実験中の状況認識を計測できる特徴がある．そこで，操船シミュレータ実験における操船者の行動分析

とは別に，操船者の状況認識の詳細を分析するためには，SAGATが有効であると考える．

安藤らは，BTM(Bridge Resource Management)トレーニングの観察及び分析から船員のチーム作

業をモデル化し，シミュレーションによるワークロードの評価から，ワークロードの増加に伴ってエ

ラーモードが増加することを確認した 33)．内野らは，操船シミュレータを用いた被験者実験より，安全

運航に必要となるタスクの抽出することで，定量的に操船者のワークロードを推定している 34)．現状と

して，内航船は 1名当直が主流となる中，操船者の見張り作業におけるワークロードの増加は避けるこ

とが難しい．つまり，操船者のワークロードを抑制するような対策が，今後さらに必要となると考えら

れる．また，遭遇する船舶数もワークロードが増加する一つの原因と考えることができる．そこで本論

文では，複数の船舶に遭遇する状況において発生しやすい操船者エラーの指摘とその背後要因について

指摘する．

また，小林らの研究結果で示す様に，海難事例を用いた操船シミュレータ実験の結果を分析すること

でその事例で発生した操船者エラーやその背後要因を指摘することは可能である．一方，導入コストを
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考慮すると，発生した全ての操船者エラーの背後要因に対策をとることは不可能であり，効率の良い衝

突海難対策を選択する必要がある．しかし抽出した操船者のエラーの発生過程において，効率の良い衝

突海難対策を選択する手法は，まだ確立されていないのが現状である．そこで本論文では，海難事例を

用いた操船シミュレータ実験の結果から，抽出した操船者エラーの発生過程を分析し，効率の良い衝突

海難対策を選択・提案する手法を構築し，提案する．

さらに，西村らが提案している分離通航方式の強制化や金湖が提案する航行環境整備等，自船周囲の

地形等の環境の面から海難の防止策をとることで，それらの対策が多くの船舶に適用され，大きな効果

を期待できると考えられるが，海上交通に関わる法律の改正や，変更されたルールが操船者に浸透する

までのリスクは高いとが予想される．一方，周囲の環境や自身の経験等で変化する操船者側の意識を改

善する等，操船者（人間）側の視点から海難防止対策を検討ことも可能であると考えらる．操船シミュ

レータ実験では，実船では難しい操船者の意識を意図的にコントロールする条件を組み込むことがも可

能であり，自船周囲の環境とは別の，操船者側で取ることができる対策を視野に，研究に取り組むこと

とする．

小林らは，船舶の運動の次元を二次元，運動形態を速力制御及び方向制御とし，船舶操縦の特性と人

間の操作エラーの関係を分析し，移動体の速応性（追従性）と人間の操作エラーの関係式を示している

35)．また小林は，狭水道航行の際，情報提供の方法が操船者の負担，また操船の精度に影響することを

示し，操船者に有効な情報提供方法の検討を行っている 36)．情報提供の方法として有用であるとしてい

る，自船の運動ベクトル表示や航跡表示機能，地形情報と自船位置情報の同一画面表示機能は，現在，

すでにレーダや ECDIS(Electronic Chart Display and Information System)に組み込まれおり，研究

当初に比べ情報収集における操船者エラーは抑制されていると考えられるが，一方で，操船者エラーが

指摘されている衝突海難は，まだ多数発生しているのが現状である．したがって，操船者エラーを抑制

するための新たな情報提供の方法を検討する必要がある．

長畑は，航路における避航航跡をレーダフィルムから分析し，交通量が多い海域において，操船者の

距離感は一般的に近距離では過少に目測し，遠距離では過大視しやすい等の見張り特性を示した 37)．八

田は，実船における被験者 3名の調査から，避航開始時期は自身の経験に基づいて決まっていることを

示し 38)，渕らは，学生や水先人を含む操船実務経験者計 104名のアンケート調査結果を用いて，保持船

の動作判断時期の特徴を示した．分析結果では，実務経験にともなって避航判断時機が遅くなることや，

実務経験と共に自己技能評価が上がることが示されている 38,39)．また渕らは，アンケート調査に基づ

き船型の経験が避航判断時機だけではなく，避航判断の内容が異なることを示めしている 40)．これらの

研究より，レーダフィルムの分析やアンケート調査により，操船者の見張り特性が把握できることが分

かる．しかし，レーダフィルムの分析では実際の操船意図を読み取ることが難しく，アンケート調査は，

あくまで記憶に基づく結果であるため，実際に操船する場合とは操船者の見張り傾向が異なる可能性が

ある．そこで本論文では，操船者の見張り傾向を把握し，操船者エラーを抑制するために有効な情報提
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供を検討・提案するにあたり，実験直後等，可能な限り操船者へ直接ヒアリング調査を行うこととした．

海難の事例分析に基づく研究として，山崎は，海難審判庁裁決録において「見張り不十分」を主要因

と記載されている衝突海難のみを対象とした事例分析を行い，漁船と貨物船別の見張り不十分となった

理由等，衝突海難の実態を示した 41)．福地らは，人間ー機械システムの安全設計を目標とし，海難審判

庁の海難データを FTA(Fault Tree Analysis)を行っている．船舶の様に外部環境からの影響が大きい

人間ー機械システムにおいては，緊張ストレスの程度を考慮した事故防止対策が必要であること，また，

緊張ストレスと同様の傾向を示す環境ストレス値 42) をシステムの設計に用いることが可能であるとし

ている 43)．さらに，緊張ストレス環境下において，衝突海難に至る状態遷移を分析することで，とるべ

き対策の抽出手法を提案しており，操船者の「判断」段階の支援が効果的であることを示した 44)．篠

田らは，海難審判庁裁決録を基に VTA(Variation Tree Analysis)を用いた海難事例分析を行い，衝突

海難データベースを構築した．また，IMO(International Maritime Organization)で承認された FSA

（Formal Safety Assessment）45) に関するガイドラインに沿って，衝突海難リスク解析を行っている．

事故発生確率の算出には，Event Tree Analysis(ETA)を用いており，リスクを削減するための対策，つ

まり Risk Control Option(RCO)の検討まで行っている 46)．さらに，リスクを削減するための対策の

有効性の評価として，ベイジアンネットワークを用いた手法を提案し，漁船と大型船の衝突海難事例に

応用した結果，漁業従事者のアンケート調査から得た支払い意思額程度の安全対策であれば，漁船側に

受け入れの可能性が高いことが示されている 47)．竹本らは，Fault Tree（FT）を用いて船舶と橋との

衝突海難を分析し，船舶が橋に衝突するプロセスから，衝突発生に関連する重要な要素の組み合わせを

示した．また，ヒューマンエラーの発生過程 48) から，大きく 5つに分かれる衝突海難の分類法を提案

し，その分類に基づく事故分析の有用性を示した 49)．さらに，分類に基づき海難審判庁裁決録に記載さ

れた 190隻の衝突海難事例を分析し，操船者の情報処理過程おける 5つのエラーの発生過程の特徴を示

すと共に，数量化 III 類を用いて操船者のエラーと衝突海難の相関を，カテゴリープロット及びスコアで

表現している 50,51)．これらの研究から，衝突海難事例の分析により，その発生傾向を把握することが

可能であることが分かり，発生頻度の高い操船者エラーやその背後要因の一部を示すことが可能である

と考えられる．そこで本論文では，安全対策を検討する上で必要となる操船者エラーの一般的な背後要

因のリストアップに海難事例を用いる．
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1.3 研究目的及び概要

1.3.1 研究目的

本論文は，海難はあくまで最終的な結果であり，海難の主要な原因として指摘される操船者のエラー

は海難の背後要因の一つ過ぎず，操船者エラー背後には様々な要因があるという視点から，船舶運航に

おける操船者の一般的な状況認識の特徴を示すことを目的とする．さらに，それらの特徴に基づき，見

張り不十分が原因として指摘される衝突海難を減らすための効果的な対策を提案することを目的とする．

1.3.2 研究の概要

本論文では，まず衝突海難事例からその傾向を分析し，かつ船舶運航における人間の関わり方や自動

化の程度を整理することで，衝突海難対策を検討するためには，操船者の状況認識に着目することの

必要性について示した．次に，操船者の一般的な状況認識の特徴を明らかにするために，操船実務経験

者を被験者とした操船シミュレータ実験を行い，操船者の行動分析と SAGAT（Situation Awareness

Global Assessment Technique）31) を用いた状況認識の分析を行った．また，人間信頼性解析手法であ

る CREAM（Cognitive Reliability and Error Analysis Method）4) を用いて，衝突海難事例を分析す

る過程において，見張り作業における操船者エラーの背後要因を整理した．さらに，操船者の状況認識

を含む意思決定過程をイベントツリー表示し，重要度評価手法を適用する，衝突海難対策の検討法を提

案した．提案した手法を用いて衝突海難事例を分析した結果と，操船者の一般的な状況認識の特徴を用

いて，見張り不十分が原因とされる衝突海難の具体的な対策を提案した．本論文の構成は以下の通りで

ある．

第 1章は，本論文の大目標，操船者エラーの考え方を初めとした本論文の視点，また，衝突海難にお

ける操船者のエラーに着目した先行研究について統括的に述べるとともに，本論文の意義及び目的を述

べた．

第 2章は，衝突海難事例の分析と，船舶運航における人間の関わり方や自動化の程度について調査し，

衝突海難の発生傾向等から，現在最も対策をとるべき船舶運航における操船者エラーとして，操船者の

状況認識におけるエラーを指摘した．

第 3章は，操船者の一般的な見張り作業やその特徴を明らかにするため，操船シミュレータを用いた

操船者の行動分析及び SAGATを用いた状況認識の分析を行った．また，操船者の一般的な状況認識モ

デルを作成し，想定される背後要因の検討を行った．

第 4 章は，見張り不十分が原因とされる衝突海難対策の検討に先立ち，人間信頼性解析手法である

CREAMを用いて衝突海難事例を分析し，その過程において操船者エラーの背後要因を整理した．
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第 5章は，効率的な衝突海難対策を提案することを目的に，操船者の状況認識を含む意思決定過程を

イベントツリー表示し，重要度評価手法を適用する衝突海難対策の検討手法を提案した．また，提案し

た検討手法を用いて，衝突海難事例を分析し，手法の有効性を示した．

第 6章では，第 3章で明らかとした操船者の一般的な状況認識の特徴と，第 4章で整理した操船者エ

ラーの背後要因に基づき，第 5章で提案した検討手法と衝突海難事例を分析した結果を用いて，現実面

と効率面の両面から具体的な衝突海難対策を検討し，提案を行った．

第 7章は，本研究で得られた成果を統括するとともに，提案した衝突海難の対策を行うための今後の

課題を述べた．
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第 2章

事故防止対策の現状とヒューマンファ

クター

2.1 緒論

原子力発電所や医療現場をはじめ，航空機，鉄道，自動車，船舶，各交通分野において，事故調査や

事故分析が継続して行われている．これら人間の判断や操作を伴うシステムにおける主要な事故原因と

して「ヒューマンエラー」が指摘されており，船舶においてもその例外ではなく，多くの衝突海難の原

因として，見張り不十分や操船不適切等の操船者のエラーが指摘されている．本章では，航空機，鉄道，

自動車，船舶，各交通分野における事故調査の現状と，各分野における自動化の程度等を整理し，船舶

の運航における操船者の関わり方と事故事例分析から分かる操船者エラーの特徴を把握する．また，海

難の発生状況とヒューマンファクターの視点からの現状の海難対策について調査を行い，船舶の運航に

おける操船者エラーを抑制するための視点について整理する．さらに，過去の事故調査で指摘される原

因を調査し，発生頻度が高く，事故による人的被害や環境影響が大きい衝突海難の発生傾向から，現在

最も対策をとるべき船舶運航における操船者のヒューマンエラー（操船者エラー）を指摘する．

2.2 ヒューマンファクター及びヒューマンエラーの概念と分析方法の

進化

2.2.1 本論文で扱うヒューマンエラー（操船者エラー）の定義

ヒューマンエラーは様々な定義がされているが，Meister(1971)はヒューマンエラーを「システムか

ら要求されたパフォーマンスからの逸脱」と定義し，Swain(1980)は「システムによって定義された許

容限界を超えないことと実際の行動の差」をヒューマンエラーと定義している．また芳賀は，ヒューマ

ンエラーとは「ヒューマン・マシン・システムのパフォーマンスを阻害し，事故やトラブルを引き起こ
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す人間の決定，行動であり，通常はシステムの中で働く人が，意図せずにおかしてしまう失敗を指す」

としている．また，違反や不安全行動のような意図的に行われる行動でも，本人が意図しない事故やト

ラブルの原因となるため，ヒューマンエラーに含まれる可能性があることを説明している 52)．第 1章

では，操船者の引き起こすヒューマンエラーを「操船者エラー」として漠然と表現してきたが，操船者

が船舶運航において要求される判断や行動と，実際に実施したことの差を，本論文における「操船者エ

ラー」と定義する．

2.2.2 ヒューマンエラーの種類

ヒューマンエラーによって起こる事故の原因やその背後要因を明らかにするにあたり，ヒューマンエ

ラーの分類が提案されている．

(1) Swainの分類 53)

A. D. Swainは，原子力プラントの制御室のオペレーターのヒューマンファクターを分析する目

的で，下記に示す行動の類型による分類を提案した．

• Omission Error : 必要なタスクやタスクのステップを行わなかった（省略）

• Commisssion Error : タスクは行っているが，違うことをした（やり間違い）

• Extraneous Act : 本来やるべきではないタスクや行為を，タスクの中に挿入している（余計な

行為）

• Sequential Error : タスク遂行の順序が違う（順番間違え）

• Time Error : 行うべきタスクは実施しているが，行うタイミングが早すぎる，もしくは遅すぎ

る（不適切なタイミング）

操船者の見張り作業では，定期的に他船の情報収集を行うことが求められるが，書類作業等，他の

作業を行っており，しばらく周囲の監視というタスクを行わなかった場合は，Omission Errorが起

こったと考えることができ，衝突を避けるために変針を行う際，逆の方向へ舵を切ってしまった場

合は，Commission Errorが起こったと考えることができる．

(2) Reasonの分類 54)

Reason は，人間の不安全行動を，意図した場合と意図していない場合に分けた分類を提案した

（図 2.1）．基本エラーのタイプは，スリップ，ラプス，ミステイクの 3つが考えられており，スリッ

プは，見間違いや思い違い，思い込み等の錯誤のこと，ラプスは，タスクを失念（し忘れ）てしま

うこと，ミステイクは，意図した行為自体が間違っていることである．また，規則違反や規定違反

は Violationである．
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図 2.1: Reasonの不安全行為の分類 54)

2.2.3 ヒューマンファクターの定義とヒューマンエラーを考えるためのモデル

システムの種類やシステムを取り巻く人間の立ち位置によって，ヒューマンファクターの示す範囲は

変化する場合があるが，Edwards(1985)は，ヒューマンファクターは，「人間科学を体系的に利用する

ことで，システム・エンジニアリングの枠内で統合して，人間とその活動の関係を最適なものにするこ

と」と定義している 55)．また Hawkinsは，ヒューマンファクターとは「人間と機械，装置との関係，そ

の処理との関係，その環境との関係に関するもの」と定義している 56)．黒田は，ヒューマンファクター

とは「機械やシステム等からなるシステムを安全に，しかも有効に機能させるために必要とされる，人

間の能力や限界，特性などに関する知識の集合体」と定義している 57)．この様に，ヒューマンファク

ターとは人間をシステムに含まれる一つの要素と捉え，システムが安全でかつ効率よく動く際に必要と

される人間の要因である．

A. D. Swainは，ヒューマンエラーの原因究明と対策立案のためには，人間の行動がどのような要素

とその組み合わせで構成されているかを考慮すべきととしヒューマンエラーの主要要因の全てを合わせ

て，「行動形成因子 (PSF: performance shaping factor)」と定義している 53)．ヒューマンエラーの主要

要因は，一般的に SHELモデルや 4M（又は５M）として表現することができる 55)．これらのモデル

は，ヒューマンエラーの原因究明や対策の立案において，エラーを起こした「人間」だけを考えてはな

らないことを示している．つまり，ヒューマンファクターの定義にもある様に，人間をシステムに含ま
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れる一つの要素と捉えたアプローチが必要である．

(1) 4M (5M)55)

ヒューマンエラーの要因，つまりヒューマンエラーを防止するための対策の訴求先として，4M

というモデルがあり，下記の 4つの要素から構成される．

• Man 作業者本人，作業指示や命令を行う上司や，作業を一緒に行う同僚等，人的な要素

• Machine 作業に使われる道具，機器や設備等，ハード的な要素

• Media 照明や騒音，温度や湿度等の物理的環境要素，手順等の情報環境や同僚等の人間環境な

ど，様々な環境要素

• Management 使役条件，精度や管理体制等，管理的な要素

4つの要素の他に，作業目的や目標に関する要素（Mission）を付加してものが 5Mと呼ばれる．

(2) SHELLモデル 58)

ヒューマンファクターを考えるための一般的なモデルとして，Edwardが提案した基本モデルを

基に Hawkins が改良した SHEL モデルがある．Hawkins の SHEL モデルは航空機パイロットの

ヒューマンエラーを説明するために使用されてきたもので，4Mや 5Mと同様に下記に示す 4つの

要素で構成され，L（Liveware）を中心に，それぞれの要素が影響し合うことが表現されている（図

2.2）．

• S（Software）作業手順や作業指示の内容，それらが記載されている手順書や作業指示書，作業

指示の出し方や教育訓練法等，ソフトに関わる要素

• H（Hardware）作業に使われる道具，機器や設備等，ハード的な要素

• E（Environment) 証明や騒音，温度や湿度，作業空間の広さ等，作業環境に関わる要素

• L（Liveware）作業指示や命令を行う上司や，作業を一緒に行う同僚等，人的な要素

SHEL の全体を把握し，それらの関係のバランスを保つためには，マネジメントが必要であり，

東京電力のヒューマンファクターグループでは，SHELモデルに mを付加した m-SHELモデルを

提案している (図 2.3)59)．伊藤らは，船舶運航の取り巻く環境を，ホーキンズの提案する m-SHEL

モデルで分析し，アンケート調査結果を基に，操船者が安全運航に必要と考える事項の系統的分類

を行っている 60)．m-SHELモデルとは，人間の取り巻く環境を説明するモデルの一つであり，様々

な産業分野のヒューマンファクタ分析に利用されている．船舶運航を取り巻く環境は，船橋内に留

まることなく，外部の船舶や陸上からのサポート等，とても広い範囲を網羅した分析が必要であり，

広い範囲を網羅した操船者エラーの背後要因を整理して事前把握しておく必要性がある．
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図 2.2: SHELモデル 58)
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図 2.3: mSHELモデル 59)

2.2.4 ヒューマンエラーの分析法の進化

古田は，交通分野をはじめとする様々な分野でヒューマンファクターが注目される理由について，シ

ステムの複雑化とそれにともなう安全問題の変化を図 2.4 で説明している 61)．システムが複雑ではな

かった時代には，技術的な欠陥が問題であったため，事故防止対策は技術的なもので対応が可能であっ

たが，システムが複雑になるにしたがって，人間つまりヒューマンエラーによる事故が増加し，個人が

原因として指摘された．この段階では，会社での教育訓練や，従業員の選抜等で事故を防止する対策が

取られていた．次に注目されたのは，社会と技術の相互作用であり，ヒューマンエラーや技術的な問題

が発生した場合にそれらが所属する組織内で関係のある人間や，その組織の管理・技術等との相互関係

から発生する事故が目立つようになった．さらに組織の内部だけではなく，外部の関係者との関係不全

についても事故を引き起こす問題の一つとして目立つようになり，現在はそれら広範囲わたる事故対策

が求められていることが分かる．

この様に，古典的なヒューマンファクター分析では，発生したヒューマンエラーに着目し，あくまで

エラーを起こした人間が問題視される傾向にあった．しかし，ヒューマンエラーの分析が進み，各分野

の事故事例の蓄積から事例分析が行えるようになり，人間をコンピュータと同様の情報処理システムと

して捉えるようになり，現在は，人間及び人間と関わりのある機械を合わせて一つのシステムと考え，

発生したエラーはあくまで最終的な結果と捉える考え方に変化している（図 2.5）．

操船者エラーの詳細を分析するためには，操船者を船舶運航における情報処理システムの一つとして

捉えることは有効であると考えられる．しかし，海難防止対策の提案に結びつけるためには，発生した

操船者エラーの分析はもちろん，操船者が所属する組織（船内，所属企業等），操船者が関わる外部組織

（交通管制や港湾関係者等），操船者が関わる技術も考慮した上で，分析を行う必要がある．したがって，
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図 2.4: ヒューマンエラーの概念と分析方法の進化 61)

図 2.5: ヒューマンエラーの概念と分析方法の進化

本論文では操船者に着目する場合（第３章）と，操船者と操船者に関わる組織全体に着目する場合（第

４章）に分析を分けて行うこととする．
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2.3 各交通分野における人間のかかわり方

2.3.1 操縦・運転・操船する人間の特徴（職業人と非職業人）

交通機関を運転する人間を，運転を職業としている「職業人」とそれ以外の「非職業人」の 2種類に

分類すると，鉄道はほぼ 100%職業人が運転しており，航空機では，大型の航空機はもちろん，自家用

の小型飛行機であっても，一定の訓練を受けたパイロット（職業人）が操縦する場合もあるが一般的で

あり，事故による被害の大きさから考えても，職業人（パイロット）による事故に注目する必要がある．

一方，タクシーやバス等を除く自動車の大半は，非職業人（ドライバー）による運転がされていおり，

交通事故の大半は非職業人の関わるものである 62)．船舶は職業人（海技士）と非職業人（小型船操縦士

等）の操縦が混在し，特に沿岸海域や湾内では，小型漁船やプレジャーボート等，非職業人が操縦に関

わる場合が多い．ただし，航空機と同様，船舶においても，事故による被害の大きさを考えると，職業

人（海技士）の関わる事故に，まず着目する必要がある．

2.3.2 自動化（無人化・自律化）の程度

航空機，鉄道，自動車及び船舶では，人間（操縦士や操船者等）の判断や操作が必要とされる範囲や

その割合が異なる．航空機ではトラブルのない限り，通常飛行時は，ほぼシステムの自動化がなされて

おり，離陸・着陸時のみパイロットの判断に基づく操縦や，パイロットと管制官との協力作業が必要

となる．近年は，パイロットの操縦負担より，離発着数の増加による航空管制官の負担が問題視され，

ASAS(Aircraft Surveillance Applications System)等，航空機の安全間隔の維持をパイロット側に持

たせる研究も行われている 63)．衝突事故を考えた場合，他の交通分野と大きく異なるのは，他の航空機

との接近を避ける方法として，高度方向への避航が可能である点である．また，移動速度が速いため，

パイロットが避航判断をするまでの時間が短く，より遠方からの監視が必要とされる点である．

鉄道は線路に沿って運行するため，車掌は主に速度のコントロールと停車・発車の操作を行っている．

例外的に線路内の障害物に遭遇する可能性もあるが，基本的には信号や鉄道のタイムスケジュールに沿

うための運行の判断が求められる．近年は，一部区間で速度超過を検知するセンサが取り付けられ，自

動で速力制限される機能等が追加されているだけでなく，モノレールであるゆりかもめは，完全に車掌

が乗っていない自律運行（無人運行）がされている 64)．

自動車は，航空機や船舶と異なり，道路や信号によって走るべき道が明らかであり，非職業人であっ

ても簡単な判断や操作で運転することが可能である．そのため非職業人による運転割合が多く 65)，他の

交通分野に比べ事故数も多い 62)．近年，自動ブレーキ機能の搭載が増え，近い将来，自動運転する自動

車が公道を走る可能性が高い．
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船舶の運航は航空機同様に，気象海象等の自然環境に直接対峙しており，大きな影響を受ける交通分

野であると言える．船舶の運航も，情報収集方法等，徐々に電子化が進んでいるが，基本的に人間（操

船者）の見張りに基づく操船判断に従って行われているのが大きな特徴である．つまり，操船者の専門

知識や高度な操船技術，また乗船経験に基づく操船者の判断や操作がより多く必要とされる交通分野で

あると言える．海外を中心に，日本においても自律船に関わる検討が始まっているが，人間の関わる部

分が多い船舶運航では，様々な機能の自動化への課題が多く，自律船が運航されるまでには，まだ長い

時間を要すると考えられる．船舶は，沿岸や湾内に設置された航路や水深を考慮して運航する場合と，

航路等が設定されず，他船や障害物だけに注意を払って運航する場合があるが，他の交通分野に比べ，

航行速度が遅く，他船との接近時間に余裕がある場合が多い．また，船舶は航空機と同様，海上交通セ

ンターから航行指示を受ける場合があるが，船舶管制官の主な発言は，あくまで「アドバイス」の立場

であり，最終的な操船判断は操船者に委ねられる．つまり，船上で操船者（人間）が判断すべき事項が，

他の交通分に比べ多いと考えられる．

2.4 海難及び海難防止対策の現状

2.4.1 海難の定義

「海難」とは，船舶に関して発生する事故の総称であり，各種法令や統計上の用語として使用されてい

るが，海難審判法第二条では，「海難の発生」を次のように定義している 66)．

(1) 船舶に損傷を生じたとき，又は船舶の運用に関連して船舶以外の施設に損傷を生じたとき

(2) 船舶の構造，設備又は運用に関連して人に死傷を生じたとき

(3) 船舶の安全又は運航が阻害されたとき

海難審判所は，海難が海技士若しくは小型船舶操縦士又は水先人の濃い又は過失によって発生したもの

である場合に，調査及び裁決をもって懲戒処分を行う組織である（海難審判法第八条）．一方，運輸安全

委員会は，海難に限らず，航空，鉄道及び船舶の事故及び重大インシデントが発生した原因や，事故に

よる被害の原因を探求するための調査を行う組織であり，事故等の調査結果を用いて事故及インシデン

トの防止のため施策や措置について，関係者等へ勧告・意見を伝えている．重大インシデントとは，事

故が発生する恐れがあると認められる事態と定義されている 67)．

海上保安庁は「要救助海難」を「海上において下記の事態が生じた場合で，事態発生当時の救助を必

要としたと認められるもの」として下記を定義し，年に 1回，救難統計を発表している 68)．

(1) 船舶の衝突，乗揚げ，火災，爆発，浸水，転覆，行方不明

(2) 船舶の機関，推進器，舵の損傷，その他船舶の損傷
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(3) 船舶の安全が阻害された事態

また海上保安庁は，海上の安全及び治安の確保を図るため，運輸安全委員会及び海難審判書の行うも

のを除く海難の調査に関する事務を行うことになっており（海上保安長法第 5条），初動調査の際，海上

保安庁が現場の保存を行うこともある 69)．

2.4.2 海難統計に基づく現状の分析

(1) 海難審判庁及び海難審判所の統計

海難審判所（旧海難審判庁）では，船舶の大小や用途，航行海域や船籍，に関わらず，水上輸送

に用いる船舶を全て「船舶」として定義し，年１回，それらの海難の統計を発表している．「船舶」

には推進機関の有無は問われないが，サーフボードや水上スキー等，レジャーに使用されるものは

「船舶」とみなさないこととしている．「認知海難」とは，海難審判所もしくは地方海難審判所の理

事官が，関係行政機関からの報告や新聞・テレビの報道等で，海難の発生を認知した海難である．

現在，海難審判所もしくは地方海難審判所の理事官は，海難の発生を認知した際，直ちに事実関係

の調査を開始すると共に，その海難が海技士等の職務上の故意又は過失によって発生したと認めた

場合，これを事件として詳細な調査を行っている．つまり，「立件海難」とは認知海難の中で，理事

官がさらに調査を行うことを決め，詳細な調査を行った海難である．平成 19年以前の旧海難審判庁

統計では「認知海難」数を，平成 20年以降の海難審判所の統計では「立件海難」数を集計している．

平成 25年中に発生し，理事官が立件した海難（立件海難）は，1,001件 1,362隻であり，調査の

結果，海難が海技士等の職務上の故意又は過失によって発生したものであると認め，事件を管轄す

る海難審判所又は地方海難審判所に審判開始の申し立てが行行われたのは，305件 424隻であった．

以後，理事官が申し立てを行った海難を「申立海難」と呼ぶ．

平成 10年から平成 19年までの，認知海難隻数の船種別の推移を図 2.6に示す．図 2.6より，平

成 10年には 8,144隻あった認知海難隻数は，徐々に減少し，平成 19年には 5,158隻と，平成 10年

と比較して約 3分の 2の隻数へ減少していることが分かる．中でも，貨物船による立件海難隻数は

最も減少率が高く，平成 10年に 3,100隻であったが，平成 19年は 1,827隻まで減少している．

平成 20年から平成 25年までの，立件海難隻数の船種別の推移を図 2.7に示す．図 2.7より，平

成 20年には 2,915隻あった立件海難隻数は，徐々に減少し，平成 25年には 1,362隻へ減少してい

ることが分かる．

一方，我が国全体の船舶隻数の減少を続けており，単純に海難が減少したと捉えることはできな

い．例えば，国土交通省の 2014 年海事レポート 70) によると，日本周辺に多数航行している内航

船の隻数は，平成 10 年から平成 23 年にかけ，ゆるやかに減少しており，15 年間で 2,523隻減少
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していることが分かる（図 2.8）．また，農林水産省の水産白書 71�74) より，漁港に登録がされてい

る動力漁船隻数の推移を調査した結果，内航船と比較しても漁船隻数の減少率は大きく，13年間で

76,630隻減少していることが分かる（図 2.9）．海難審判所や旧海難審判庁の統計には外航船の海難

も含まれているが，統計には内航船及び漁船の船舶数の減少にともなう海難数の減少が含まれてお

り，実際の海難数は大幅には減少していないと考えることができる．

図 2.6より，平成 19年まで貨物船による海難が最も多く，次いでその他の船舶，漁船の順番で多

く発生していることがわかる．また，図 2.6より，平成 20年は貨物船による海難が最も多く立件さ

れ，次いでその他の船舶，漁船の順番で立件数が多かったが，平成 21年以降は，貨物船と漁船によ

る海難の立件数が逆転していることが分かる．平成 25年の立件海難隻数は，貨物船 216隻に対し，

漁船 462隻となっている．この様に，平成 20年以降の理事官の立件海難隻数からは，漁船による

海難防止対策から検討をする必要があると考えられるが，先に述べたような実際の海難数の減少幅

も考慮し，かつ人的被害や積荷の被害，環境影響等，海難が起こった後の様々な影響を考慮すると，

貨物船やタンカー，旅客船に対する海難の対策も平行して検討をする必要があると考えられる．
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図 2.6: 船種別，認知海難隻数の推移 (H10～H19)
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図 2.7: 船種別，立件海難隻数の推移（H20～H15）
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図 2.8: 内航船舶隻数の推移
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図 2.9: 漁港登録動力漁船隻数の推移

平成 10年から平成 19年までの，立件海難隻数の海難種類別の推移を図 2.10に示す．平成 10年

は遭難隻数が最も多く，次いで衝突，乗揚，単衝突の順番で多く発生していることが分かる．旧海

難審判庁では，「海難の原因，態様が複合していて他の海難の種類の一に分類できない場合，又は他

の海難の種類のいずれにも該当しない場合」を「遭難」と定義している．したがって，衝突の結果，

火災が発生したり沈没した場合は「遭難」に分類されることから，その数が最も多くなっている．

図 2.10より，衝突や乗揚げの認知海難隻数は緩やかに減少しているが，特に船舶同士の衝突は，図

2.8に示した船舶隻数の影響が大きいと考えられることから，大幅な減少はしていないと考えるこ
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とができる．また，遭難を除いた場合，衝突や乗揚げの認知海難隻数は他の種類の海難に比べ，常

に大きな割合を占めていることが分かる．

平成 10年から平成 19年までの，立件海難隻数の海難種類別の推移を図 2.11に示す．海難審判

所では，「海難の原因が複合する等，他の海難の種類のいずれにも該当しない場合」を「遭難」と定

義しており，旧海難審判庁での定義と大きな変更はない．ただし「遭難」には，漂流物の接触やプ

ロペラへのロープの絡み等も認知海難として扱われているため，平成 20年以降，立件される海難隻

数としては大幅に少なくなっていることに留意する必要がある．したがって，立件海難隻数，つま

り海難が海技士等の職務上の故意又は過失によって発生したと認められ，詳細な調査が行わた隻数

では，衝突が最も多く，平成 25年は 594隻発生しており，次いで乗揚げが多いことが分かる．

これらの結果から，「衝突」海難は現在最も対策を検討するべき海難であると言える．中でも，大

型船の衝突は船体及び積荷への影響が大きい海難の一つであると考えられ，船種別の立件海難隻数

の推移に関する調査でも述べたとおり，海難が起こった後の様々な影響を考慮し，貨物船やタン

カー等の衝突海難は対策を検討する必要性がとても高いと考えられる．
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図 2.10: 海難種類別，認知海難隻数の推移 (平成 10年～平成 19年)
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図 2.11: 海難種類別，立件海難隻数の推移（平成 20年～平成 25年）

理事官は立件した海難の調査の結果，その海難が海技士等の職務上の故意又は過失によって発生

したと認めた場合，その海技士等を受審人に指定して，事件を管轄する管轄する海難審判所又は地

方海難審判所に審判開始の申し立てを行う．平成 25年には，立件された 1,001件 1,362隻の内 305

件 424隻の船舶が審判の対象となった．つまり，実際に審判の対象となったのは，立件海難隻数の

約 3分の 1であることが分かる．平成 25年の立件船舶数，その中で申し立てをされた船舶（以下，

申し立て船舶）数，また，平成 25年に裁決された船舶（以下，裁決船舶）数について，船種別の比

較を図 2.12に，海難種類別の比較を図 2.13に，示す．図 2.12より，漁船による海難は立件される

こともも多く，申立てされる割合も最も多いことが分かり，貨物船は，漁船に比較し，立件された

隻数に対する申立てされた隻数が少ないことも分かる．一方，2.12では，立件された衝突船舶数の

割合に比較し，衝突海難の申立て隻数の割合は増加し，さらに裁決船舶の割合は，全体の半数以上

を占めていることが分かる．乗揚げについても，申立て船舶数の割合は立件船舶数の割合に比べ増

加していることが分かる．この様に，立件海難隻数と申立て海難隻数，裁決船舶隻数の割合には差

があることを留意しておく必要がある．
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, 594

, 211

, 240

, 138

, 56

, 28

, 214

, 99

, 84

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

[1362 ]

[424 ]

[446 ]

図 2.13: 船種別，立件海難隻数・申し立て船舶数・裁決船舶数の比較
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図 2.14に，平成 25年に裁決された 426隻に対する 472原因について，その内訳を示す．見張り

不十分は原因の 35%を占め，最も多い原因であることが分かる．海難審判庁裁決録では，他船を全

く見ていない「見張り不十分」と他船に気付いていたにも関わらず継続的な見張りを行わなかった

「動静監視不十分」を厳密に分けているが，統計上はどちらも「見張り不十分」として集計されてい

る．見張り不十分の次に多い原因は航行不遵守（11%），続いて船位不確認（8%），居眠り（8%）と

なっており，その他（13%）には，速力選定不適切や服務に対する指揮・監督の不適切，荒天措置

不適切，船体・機関・設備・資材・修理不良や不可抗力等が含まれる．船体・機関・設備・資材の不

良や不可抗力を除くと，裁決海難の 9割以上は操船者の関係するエラーが原因で発生していること

が分かる．
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図 2.14: 平成 25年の海難審判所裁決における海難原因の割合

図 2.15に，平成 25年に裁決された衝突海難の原因割合について示す．平成 25年に裁決された

衝突海難は 115件 240隻，250原因であり，見張り不十分が原因の 64%を占めていることが分か

る．さらに，航行不遵守（20%）及び船位不確認 (11%）であるため，衝突海難の原因の 9 割以上

は，見張り不十分，航行不遵守及び船位不確認が占めることが分かる．つまり衝突海難の対策を考

えるためには操船者の見張り作業において，見張り不十分に対する対策が最も必要と考えられる．

なお，裁決では 1隻の船舶に対し，複数の原因を示すことがあるため，海難隻数と原因数は一致し

ないことには，注意が必要である．

旧海難審判庁は，海難レポート 2008において，見張り不十分が原因とされた衝突海難について

詳細な分析を行っている．分析の結果，見張り不十分が原因とされた 374隻の船舶のうち，103隻
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図 2.15: 平成 25年の海難審判所裁決における衝突海難の原因割合

（27%）は見張りを行わなかったケース，153隻（41%）は相手船に気づかなかったケース，残りの

118隻（32%）は，相手船を認めたものの，その後の動静監視を行わなかったケースであるとしてい

る．また，見張りが十分でなかったケースの約 7割は，相手船の存在自体に気づかずに衝突してい

ることを示している．つまり，見張り不十分が原因とされる衝突海難の対策では，相手船の存在に

気づかせる対策が必要であるといえる．海難レポート 2008の分析では，見張り自体を行わなかっ

た 103隻をさらに細かく分類しており，73隻（71%）は不在橋，21隻 (20%)は操舵室内で他の作業

を行っていたことを示している．不在橋の 8割は，操業や漁獲物の選別等，漁船やプレジャーボー

トにおける作業であり，操舵室内では魚群探索や書類整理等を行っていたことを指摘している．

本論文では，衝突海難による影響の大きさから，漁船等の小型船ではなく，貨物船やタンカー等

の商船による衝突海難に着目し，その対策を提案することを目的としている．そのため，やむを得

ず船橋内で見張り以外の作業をしていたとしても，衝突の危険がある船舶の存在や，新たに衝突の

可能性が発生したことに気づくことができれば，それらの衝突海難は防ぐことができるのではない

かと考える．

海難レポート 2008の分析では，見張り体勢には就いていたが，衝突直前まで相手船に気づかな

かった 153 隻についても詳細な分類による分析を行っている．衝突の直前まで相手船に気づかな

かった要因は，漫然と航行（45隻，29%），死角を補う見張りを行わなかった（36隻，24%），第三

船に気を取られていた（28隻，18%）となっている．船橋内からは 360度を見渡すことが難しいた

め，死角が発生することは，通常起こりえることと考えられ，現在の船橋の構造からは，見渡すこ
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とができない範囲を補間できるような対策も考えられる．また，周囲に複数の船舶が存在する場合

に，優先的に見張りを行うべき船舶を知らせることができれば，第三船へ気を取られてことで発生

する衝突海難は予防できるのではないかと考える．

さらに，海難レポート 2008の分析では，相手船を認めたにもかかわらず，その後動静監視を行っ

ていなかった 118隻の要因について，そのまま危険ではないと思った（82隻，44%），相手船が避

けてくれると思った（31隻，26%），まだ余裕があると思った（6隻，5%）を説明している．した

がって，相手船を認めたにもかかわらず，その後動静監視を行っていなかった要因は，操船者の思

い込みや臆断によって引き起こされていると考えられる．この思い込みを抑制する方法も，衝突海

難を減らすための対策として検討が必要と考える．

(2) 海上保安庁の統計

海上保安庁では，海難の統計として「海上保安統計」と「海難の発生と救助の状況」という 2種

類の統計を発表している．「海上保安統計」では，救助が必要とされた海難（要救助海難）数が示さ

れており，「海難の発生と救助の状況」では，要救助海難に加え，海上保安庁への通報のみ等，救助

を必要としなかった海難を含む海難数が含まれている．本章では，海難の発生状況を把握する必要

があるため，平成 3年から平成 25年まで「海難の発生と救助の状況」に含まれる海難統計を用い

て，その傾向を分析した．

図 2.16は船種ごとの海難隻数の推移を示す．平成 3年に 3,196隻であった海難船舶は，平成 25

年には 2,306隻となっており，減少していることが分かる．平成 17年以降は，1年毎に隻数の上下

変動はあるもの，2,500隻を下回っている．ただし，海難審判所の海難統計と比較し，より顕著な減

少傾向を把握することは難しい．海難審判所の統計と大きく異なるのは，平成 12年以降，最も海難

が多い船種はプレジャーボートであり，船種の中で唯一，海難隻数の増加が見られる点である．ま

た，海上保安庁が調査する海難の半数以上が，プレジャーボートもしくは漁船による事故であるこ

とが分かり，漁船及びプレジャーボートを除いた場合，最も多いのは貨物船による海難であること

が分かる．これは，貨物船による海難が最も多いという海難審判所の統計とも傾向が一致する．海

難の顕著な減少が認められない中，人的被害や積荷の被害，環境影響等，海難が起こった後の様々

な影響を考慮すると，貨物船やタンカー，旅客船に対する海難の対策が，やはり必要があると考え

られる．

図 2.17は海難種類別の海難隻数の推移を示す．図 2.17より，平成 3年から平成 25年までの 22

年間連続して衝突海難が最も多いことが分かり，衝突海難は緩やかな減少傾向にあることが分かる．

しかし，船種ごとの海難隻数の推移と同様，海難審判所の海難統計と比較し，衝突海難以外は，顕

著な減少傾向を把握することは難しい．海難審判所の統計では，船舶同士の衝突と岸壁等への単衝
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突を区別していたが，海上保安庁の統計では同じ区分となっている．したがって，衝突海難には単

衝突も含まれているが，内航船の船舶隻数の推移（図 2.8）を考慮すると，やはり大幅な減少はして

いないと考えることができる．
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図 2.16: 船種別海難隻数の推移
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図 2.17: 海難種類別海難隻数の推移

図 2.18に，平成 25年に海上保安庁が調査した 2,306隻の海難の原因割合について示す．最も多

いのは見張り不十分（21%）であり，次いで操船不適切（13%），機関取扱不良（13%），船体機器

整備不良（9%）と続く．海上保安庁の調査では，海難審判所で区分があった「運航管理」は区分と

して設けられていないが，見張り不十分が最も多いという傾向は，海難審判所の統計とも一致する．
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また，海難原因の 79%が人為的要因として指摘されている．海上保安庁の統計では，海難審判所と

異なり，衝突海難のみの原因分析ではなく，衝突と乗揚げ海難を合わせてその原因を集計している．

図 2.19に，平成 25年に発生した衝突及び乗揚げ海難 1,001隻の海難の原因割合について示す．
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図 2.18: 平成 25年海上保安庁統計における海難の原因割合
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図 2.19: 平成 25年海上保安庁統計における衝突・乗揚げ海難の原因割合
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図 2.19より，見張り不十分が全体の 45%を占めており，次に多いのは操船不適切（22%），水路

調査不十分（8%），船位不確認 (7%)，居眠り運航 (6%)と続いている．さらに，この図から衝突及

び乗揚げ海難の 94%は人的要因が原因であることが分かる．衝突海難を抑制するためには，人的要

因の中でも見張り不十分に着目する必要があると考えられ，これは海難審判所の統計を分析した結

果とも一致する．

つまり，海難を減らすための対策を検討するためには，人為的要因を抑制する必要があり，中で

も操船者の見張り不十分から，その対策を検討することが一つの効果的なアプローチであると考え

られる．

2.5 ヒューマンエラーの観点からの海難防止マネジメント

2.5.1 衝突海難において注目すべきヒューマンエラー（操船者のエラー）

航空機のパイロットや鉄道の車掌，自動車のドライバーや船舶の操船者等，様々な環境下におい

て，自身の経験や知識を用いて行う意思決定を研究対象として，その理論を構築しようとするものは，

Naturalistic Decision Making（以下，NDM）と呼ばれている．NDMは，理想的な意思決定はどうあ

るべきかを示す，規範的意思決定アプローチと，人はどのように意思決定をしているかを表現する，記

述的意思決定アプローチがあり 75)，代表的な NMDモデルの一つに，図 2.20に示す Endsleyの NMD

モデルがある 76)．

Situa on

Awareness
Decisions

Performance

of

Ac ons

State of The

Environment

Feedback

図 2.20: Endsleyの NMDモデル

Endsley の NMD モデルでは，人間の意思決定過程を状況認識（Situation Awareness），意思決定

（Decisions），行動（Performance of Actions）の 3段階で表現しており，その結果がフィードバックす

る構造を持っている．また Endsleyは，状況認識（Situation Awareness）の内部について詳細に示し動

的意思決定における状況認識モデルを提案しており（図 2.21），状況認識（Situation Awareness）の内

部に，Level1から Level3までの下記に示す 3段階のプロセスがあると説明されている．

• 現在の周囲の状況から認識すべき対象を認知 (Level1)
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• 現在の周囲の状況を理解 (Level2)

• 将来の状況を予測 (Level3)

SITUATION AWARENESS

Projec!on

of Future

Status

Level3

Comprehension

of Current 

Situa!on

Level2

Percep!on 

of Elements

In Current 

Situa!on

Level1

Decision

Performance

of

Ac!ons

State of the

Environment

Feedback

図 2.21: Endsleyの動的意思決定における状況認識モデル

ここで，操船者の見張り作業を考えると，操船者は自身の目視や航海計器等の操作により，情報収集

を行うことで周囲の状況を把握している．避航行動という意思決定を行うにあたり，まずは自船周囲の

対象となる船舶を認識し，その船を含めた周囲の状況を理解した上で，対象となる船舶の将来予測に基

づき，すぐに避航動作が必要かどうかの判断を行っていると考えられる．すぐに避航が必要と判断した

場合は，避航動作を行うが，すぐに避航が必要ないと判断さした場合は，周囲の情報収集を継続してい

る．つまり，これら操船者の見張り作業とそれに基づく避航動作までの一連のプロセスは Endsley の

状況認識モデルと同等の作業であり，見張り作業は他船に対する状況認識が継続・繰り返し行われてい

るものであると考えることができる．衝突の主要な原因として指摘される「見張り不十分」は，他船を

まったく見ていない（認知していない）状況や衝突の危険がないと予測し，その後の情報収集を行わな

い状況等，さまざまな状況が含まれているが，操船者の見張り作業を，Endsleyの状況認識モデルに当

てはめて考えると，「見張り不十分」とは操船者の状況認識におけるエラーであると考えることができ

る．そこで，見張り不十分が原因とされる海難を抑制する方法を検討するにあたり，まずは操船者の見

張り作業（状況認識）の詳細を理解する必要がある．

2.5.2 海難防止マネジメント

重大な海難が発生した場合，その原因の調査が詳細に行われ，新しい機器や機能追加等のハード面か

らの対策や，分析結果の周知，安全指導等のソフト面の対策が実施されている．特にハード面につい

ては，近年，国際航海に従事する貨物船や 300 トン以上のその他の船舶，国内航海に従事する 500 ト

ン以上の全ての船舶への AIS 搭載が義務化されている．また，電子海図（ECDIS：Electronic Chart

Display and Information System）の装備や居眠りによる海難防止を目的とした船橋航海当直警報装

置（BNMAS：Bridge Navigational Alarm System）の義務化等，急速な対応がとられている．一方で
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ソフト面の対策では，ISM コード（国際安全管理コード）に基づく安全管理システムマニュアルの遵

守，訓練を含む BRM(Bridge Resource Management)の実施や，船舶輻輳海域における VTS（Vessel

Tra�c Service）による陸上からの航行支援等，対策がとられている．その結果，第 2.4章に述べたよう

に，海難数の減少に繋がっている一方，いまだに年間 500隻以上の船舶が衝突を引き起こし，かつ，そ

の約 80%は，操船者のエラーで引き起こされていることも事実である．この操船者エラーの中には，船

舶輻輳海域において，アラームが鳴りすぎることにより，レーダ ARPA機能を使わない等，操船者が有

効に活用していないことで引き起こされるものも含んでおり，ハード面の整備を進めたとしても，操船

者が適切に使うことができなければ，有効な対策とならないことが分かる．ハード面・ソフト面どちら

の面からの対策も進める必要はあるが，それらが有効に活用される仕組みも合わせて検討する必要があ

ると考えられる．

石谷ら 77) は，毎年に似通った原因で，類似的な事故が起きている海難を，「成熟系」と呼んでいる．

成熟系における値の変動は，母集団における変動ではなく，母集団の一定の確率及び確立比が年ごとに

分散もつことによる変動とされている．従来の事故防止マネジメントでは，1997年に Reasonが提唱し

た「スイスチーズモデル」54) を用いた検討が行われてきた（図 2.22）．

図 2.22: Reasonのスイスチーズモデル

このモデルは，複数の防護システムを通過する事故機会の軌跡を示しており，一時期に全ての防護で

穴が発見される軌跡の機会は少ないことが分かる．最終的な事故を防止するためには，防護壁にある穴

を小さくする，もしくは穴が重ならないような対策も，このモデル上では効果的な対策と考えることが

できる．また，このモデルから，事故に至る最終的に防護壁を強固に設定すれば，事故を防ぐことがで

きるとも考えられる．しかし，人間や機器が複雑に絡み合うシステムにおいて，まだ発生していない事

故について漏らさず防護壁の穴を見つける，予測することは不可能である．また，最終的な防護壁を強

固にするためには莫大なコストがかかることが予想されそれらの対策は現実的ではないと考えられる．

成熟系のシステムにおける事故，つまり海難をさらに減少させるためには，すでにある防護壁を強固に

する対策以外に，事故から遠い場所（潜在的な部分）に，エラーをコントロールできる新たな防護壁を設

け，エラーを事前にブレークスルーさせる対策が考えられる．そのためには，エラーをブレークスルー
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できる場所を事前に見つけておくことが必要と考えられ，本論文では，見張り不十分が原因とされる衝

突海難を抑制するために操船者の見張り作業における特徴と操船者エラーに着目し，衝突に至る前にブ

レークスルーさせる方法について検討を行う．

2.6 結論

本章では，航空機，鉄道，自動車，船舶，各運輸分野におけるヒューマンエラーを含む事故調査の現

状を調査し，船舶の運航のおける事故の特徴を整理した．また，海難審判所（旧海難審判庁）の海難レ

ポート（過去 20年分）と海上保安庁の海難統計（過去 22年分）を用いて，衝突海難の発生傾向を分析

し，以下の結論を得た．

(1) 交通機関を運転する人間を，運転を職業としている「職業人」とそれ以外の「非職業人」の 2種類

に分類すると，船舶は職業人（海技士）と非職業人（小型船操縦士等）の操縦が混在し，特に沿岸

海域や湾内では，作業船やタグボート等の職業人と，小型漁船やプレジャーボート等，非職業人の

操縦する船舶が近接して航行している．

(2) 事故による被害の大きさを考えると，小型船やプレじゃボートより，大型の船舶，つまり職業人（海

技士）の関わる事故に，まず着目する必要がある．

(3) 船舶の運航は，操船者の専門知識や高度な操船技術，また乗船経験に基づく操船者の判断や操作が

より多く必要とされる交通分野である．

(4) ヨーロッパを中心に，日本においても自律船（無人化船）に関わる検討が始まっているが，人間の

関わる部分が多い船舶運航では，様々な機能の自動化への課題が多く，自律船が運航されるまでに

は，まだ長い時間を要すると考えられる．

(5) 多くの事故対策の結果，衝突海難は，少しずつ減少傾向にあるが，ここ数年の減少幅が小さい．こ

れは，今まで行われてきた事故分析の結果に基づく対策だけでは，衝突海難の抑制に限界があるこ

との表れと考えることができる．つまり，衝突海難をさらに減少させるためには，事故分析以外の

アプローチも必要であると考えられる．

(6) 衝突海難の原因として多く指摘されるのは「見張り不十分」や「操船不適切」等，操船者のヒュー

マンエラー（操船者のエラー）であり，衝突海難の原因全体の約 80%を占める．したがって，現在

最も対策の検討が望まれる船舶運航におけるヒューマンエラーの一つである．

(7) 衝突海難の原因として多く指摘される「見張り不十分」には，まったく他船に気づいていない場合

と，他船の存在に気づいていたにも関わらず，継続的な見張りを行っていなかった場合の両方が含

まれており，海難審判裁決録や海難レポートからは，なぜ「見張り不十分」に陥ってしまったのか

という背後要因を把握することが難しい．操船者のエラーは，あくまで最終的な結果であるという
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視点から対策の検討を行う必要がある．

(8) 操船者の見張り作業を Endsleyの状況認識モデルに当てはめて考えると，「見張り不十分」とは，操

船者の状況認識におけるエラーであると考えることができる．そこで，見張り不十分が原因とされ

る衝突海難を抑制する方法を検討するためには，まず，操船者の見張り作業（状況認識）の詳細を

理解する必要がある．

(9) 本論文では，見張り不十分が原因とされる衝突海難を抑制するために操船者の見張り作業における

特徴と操船者エラーに着目し，発生頻度の高いエラーをブレークスルーできる場所を指摘し，対策

の検討を行う．
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第 3章

操船者の見張り作業におけるエラーモー

ドと状況認識の特徴 1�3)

3.1 緒論

衝突海難の主要な原因として指摘される「見張り不十分」は，状況認識における操船者エラーの一つ

であると考えられる．また，操船者の見張り作業において，海難には至らないが，海難を引き起こす可

能性のある状況が多数発生していることは一般的に知られており，海難審判所（旧海難審判庁）や海上保

安庁の統計で示されるより多くの操船者エラーが発生していると考えられる．操船者エラーが原因で引

き起こされる海難を抑制するためには，操船者の標準的な見張り作業を把握した上で，海難発生の有無

に関わらず発生している操船者エラーを把握する必要がある．事故に結びつく可能性のある人間の行動

は観察が可能であるため，それらの行動を分類したものはエラーモードと呼ばれる．本章では，操船者

の行動分析から，操船者の見張り作業の特徴やエラーモードの分析を行うと共に，SAGAT（Situation

Awareness Global Assessment Technique）31) を用いた操船者の状況認識の詳細分析を行い，複数の操

船者に共通する一般的な見張り作業の特徴を明らかにする．また，海難の発生の有無に関わらず発生し

ている一般的な操船者エラーを指摘し，その背後要因の検討を行う．

3.2 行動分析による操船者エラーの抽出と背後要因の検討

3.2.1 操船者の見張り作業におけるエラーモード

第 2章で述べた通り，衝突海難の主要な原因として指摘されるのは，操船者の「見張り不十分」であ

る．「見張り不十分」とは，衝突してしまった相手船への動静監視を怠った操船者の行動を意味し，状況

認識における操船者エラーの一つと考えられる．海難審判所（旧海難審判庁）の審判の様に，海難の責

任を明らかにするためには，実際に起こった操船者エラーを特定することが最も重要となる．しかし，
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操船者エラーが原因で引き起こされる海難を抑制するためには，海難発生の有無に関わらず，それらの

ヒューマンエラーがなぜ起こったのか，その背後要因を明らかにする必要がある．操船者の見張り作業

において，海難には至らないが，海難を引き起こす可能性のある状況が多数発生していることは一般的

に知られており，村山らは，緊急な危機回避行動が要求されヒヤリとする状況（未然事故）が，船舶の

運航においてもハインリッヒの法則に近い割合で発生していることを示した 18)．操船者の見張り作業

に着目した場合，実際には衝突海難に至っていないが，見張りを行うべき他船を見落とす等の操船者の

エラーは，日常的に発生している可能性が高い．村山らの分析では，海難審判裁決率・アンケートによ

る損傷報告率・アンケートによる無損傷報告率の 3つの値を用いている．したがって，実際に発生して

いる操船者のエラーはアンケートで報告のないものも含め，さらに多いと予想できる．

エラーモードとは，機械等で用いられる故障モードに類似したものであり，事故に結びつく可能性の

ある行為（行動）の分類である 4)．Hollnagelは，4つのカテゴリーに大きく分類される 8つのエラー

モードを定義している（図 3.1及び表 3.1）．事故に結びつく可能性のある人間の行動は，観察が可能で

あることから，しばしば分析の対象となっている．そこで本章では，まず操船者の行動分析から，衝突

海難を引き起こす可能性のある操船者の行動（操船者エラー）を特定する手法を提案する．また，見張

り作業において日常的に発生している操船者エラーを特定し，その背後要因の検討を行う．見張り作業

で日常的に起きているエラーを特定し，その背後要因を明らかにすることで，今後起こる可能性の高い

衝突海難を抑制するための対策を検討でき，特定した操船者エラーの発生率は，対策の順番を決める際

に有効な情報と考えられる．

Erroneous

ac�on

Timing

Distance

Speed

Direc on Force

Object

Sequence

Dura on

Too early, too late, omission Too long, too short

Reversal, repe  on,

commission, intrusion

Wrong ac on,

wrong object

Too far, too short

Too fast, too slow

Wrong direc on Too much,

too li"le

図 3.1: Hollnagelの定義するエラーモード 4)
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表 3.1: カテゴリー別エラーモード

Categories General E�ect Speci�c E�ects

Action at Wrong Time Timing Too early

Too late

Ommision

Duration Too long

Too short

Action at Wrong Type Force Too little

Too much

Distance Too far

Magnitude Too short

Speed Too fast

Too slow

Direction Too Wrong direction

Wrong moverment type

Action at wrong object Wrong Object Neighbour

Similar object

Unrelated object

Action in wrong place Sequence Omission

Jump forward

Jump backwards

Repetition

Reversal

Wrong action

3.2.2 操船者の一般的な見張り作業の特徴及びエラーモードの分析方法

(1) 操船者の見張り作業を分析するために用いるツール

近年，航海機器から電子化された情報が得られるようになり，それらの情報を組み合わせて活用

する INS（Integrated Navigation System）または IBS(Integrated Bridge System)が導入される

船舶も出てきた．海洋調査船や海外の船舶において，図 3.2に示すように，座っていてもある程度

周囲の見張りが可能で，コックピット型に配置された航海計器を用いて航海に必要な情報が参照で
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きる船舶も存在する．しかし，日本沿海を航行する内航船や，通常日本人船員が乗船する船舶は，

従来どおり立ったままの当直作業を行っており，航空機のパイロットや鉄道の運航士，自動車のド

ライバーによる運転・運航とは大きく異なる．自動車のドライバーの周囲監視状況を把握するため，

アイポイント（トラッカー）が活用されており，操船者の状況認識の計測にも用いられることがあ

るが，船橋内を移動しながら情報収集を行う操船者に対し精度の高いアイトラックを行うことは現

状として難しい．さらに，実海域では周囲の状況が時々刻々と変化し，同一の環境条件における操

船者の見張り作業を観察・計測することは不可能である．

そこで本章では，同一環境を繰り返し再現でき，かつビデオやマイクを利用し，操船者の目線や

航海機器の操作状況等，操船行動を計測することができる操船シミュレータを用いる．操船実務経

験を被験者としたシミュレータ実験において，被験者の見張り行動を計測し分析することで，操船

者の見張り作業の特徴を明らかとする．

図 3.2: コンテナ船の IBS(Integrated Bridge System)の一例

(2) 操船者エラーの抽出方法

本論文では，実験シナリオ作成の際，事前に見張りを行うべき船舶を定義し，それらの船舶が適

切なタイミングで監視されているかどうか評価することで，海難の有無に関わらず，実験中に発生

した操船者エラーを特定する．

(3) 操船者が見張りを行うべき船舶の選定方法

衝突の危険度を評価するための指標は，様々なものが提案されている．例えば，小林らは衝突危

険の評価量として CJ(Collision Judgement)を提案している．この指標は 1対 1の見合い関係にお

ける衝突危険度を示すことができ，自船からの距離・相対方位を用いて計算される 78)．原らが提案

する SJ(Subjective Judgement)値は，1対 1の見合い関係における，操船者の主観的衝突危険度

を表す指標である．SJ 値は，3 段階のファジー表現をされた相対方位変化率及び自船からの距離の

変化率を用いて計算される 79)．また，原らが提案した衝突危険度評価式は，複数の船舶に遭遇する

状況における衝突危険度を示す．この指標では，自船からの距離と相対方位変化率を用いて 1 隻ず
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つ衝突危険度を計算するもので，重み係数に複数の船舶に遭遇する状況が考慮されている 80)．CJ

値や SJ 値が，1 対 1 の見合い関係における衝突危険度を計算する指標であるのに対し，衝突危険

度評価式は，複数の船舶に遭遇する状況での衝突危険度を計算できる．

ここでは，複数の船舶に遭遇する状況で見張りを行うべき船舶を選定するため，原らによる衝突

危険度評価式 80) を用いる．同式では，横軸に自船からの距離，縦軸に方位変化率で定義した評価

領域を用いて衝突危険度が示され，危険領域・注意領域・安全領域の 3 つのレベルが定義されてい

る．これらのうち，危険領域及び注意領域に含まれる船舶を，本章での「見張りを行うべき船舶」

とすることとした．衝突危険度評価式を用いた評価において，危険領域に含まれる船舶は式 (3.1)，

注意領域に含まれる船舶は式 (3.2)で選定される．

ω̇ ≤ α ·Rβ (3.1)

α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ (3.2)

式 (3.1)及び式 (3.2)において，ω̇は方位変化率（deg./min.），Rは相対距離（m）を示す．また，

α, β, γ, δ は重み係数で，他船の通航状態によって，次のように定義される．

他船が自船の船首をこれから通過する場合，危険領域に含まれる船舶は，自船からの距離が

1,800m以下の範囲で選定され，注意領域に含まれる船舶は自船からの距離が 3,400m以下の範囲で

選定される．このとき，重み係数は下記の通りである．

α = 4.5× 105

β = −1.7

γ = 5.8× 105

δ = −1.7

(3.3)

他船が自船の船首を通過した場合，危険領域に含まれる船舶は，自船からの距離が 1,500m以下

の範囲で選定され，注意領域に含まれる船舶は自船からの距離が 3,700m以下の範囲で選定される．

このとき，重み係数は下記の通りである．

α = 3.0× 105

β = −1.7

γ = 1.9× 105

δ = −1.6

(3.4)

衝突危険度評価式 80) の定義では，他船が自船の船尾をこれから通過する場合と，船尾を通過し

た場合には危険領域の定義はない．他船が自船の船尾をこれから通過する場合，注意領域に含まれ
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る船舶は自船からの距離が 3,300m以下の範囲で選定される．このとき，重み係数は下記の通りで

ある．

α = 0

β = 0

γ = 5.2× 105

δ = −1.7

(3.5)

また，他船が自船の船尾を通過した場合，注意領域に含まれる船舶は自船からの距離が 2,500m

以下の範囲で選定される．このとき，重み係数は下記の通りである．

α = 0

β = 0

γ = 4.1× 105

δ = −2.1

(3.6)

(4) 操船者エラー背後要因の検討方法

行動分析の結果を用いて，第 2.5章で述べた Endsleyの状況認識モデルをベースに操船者の状況

認識モデル作成し，抽出した操船者エラーの背後要因について検討を行う．

3.2.3 操船者の一般的な見張り作業の特徴及びエラーモードの分析手順

操船者の一般的な見張り作業を把握し，操船者のエラーモード分析を行うための手順を下記に示す．

(1) 実験シナリオの作成

複数の船舶と複数のタスクを含む実験シナリオを作成する．

(2) 操船シミュレータ実験

複数の船舶に遭遇する状況での，操船者の見張り行動を観察及び記録する．

(3) 操船者の行動分析

船舶の目視発見時刻，船舶に対する情報収集の頻度，監視する船舶の時間的変化（監視リスト内部

の時間的変化），避航時刻を明らかにする．

(4) 操船者の状況認識モデルの作成

行動分析結果を用いて，操船者の状況認識モデルを作成する．

(5) 操船者のエラーの特定

見張りを行うべき船舶が，適切な時刻に監視の対象として選択され，かつ，継続的な情報収集が行
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われているかを評価する．操船者のエラーとは，見張りを行うべき船舶が適切な時刻に継続的に監

視されていない場合の，操船者の行動である．

(6) 操船者のエラーの発生過程と発生条件の検討

操船者の状況認識モデルを用いて，操船者のエラーの発生過程及び発生条件を検討する．

3.2.4 シミュレータ実験

シミュレータ実験は，通常実船では計測が難しい，当直作業における操船者の見張り行動を観察及び

計測することを目的に実施した．シミュレータ実験では，同じ状況を繰り返し再現することが可能であ

ることから，複数の被験者による見張り行動を計測する琴が可能である．具体的な実験シナリオと実験

内容は下記の通りである．

(1) 実験シナリオ

実験シナリオは，海域を含む環境条件と他船の交通によって定義する．陸上や航路が見張りに与

える影響を避けるため，海域は外海（Open Sea）とした．最も重要とされる目視による情報収集を

観察するため，時間帯は昼間を設定した．一方，実験時間が限られる中，実験開始直後から見張り

に集中する環境として，視程を 4海里とし，実験開始時に目視ではいずれの他船も確認できない環

境とした．実験では，複数の船舶に遭遇する状況における操船者の見張り行動を観察し，行動分析

により操船者の監視リスト内部の時間的変化を明らかにしやすいよう，同時に出現する他船を 6隻

とし，それらを 6海里以内に配置した．保持義務船・避航義務船による状況認識の違いについても

観察できるよう，他船の配置は左舷・右舷の両方に分散させた．複数の船舶を見張りが必要な状況

におくため，全ての他船は，一定の時間，衝突に至る見合い関係となるようにした．最後に衝突に

至る見合い関係が生じる他船は，必ず避航が必要な船舶となるようにすることで，避航行動を観察

する．以下に，他船の詳細条件を示す．

• 右舷に 3隻，左舷に 3隻配置する．

• 自船から 4から 6海里の距離から衝突の見合い関係がないコースでスタートする

• 初期船速は，8から 19knotの間に設定し，船舶は常に初期船速を保持する

• 衝突に至る見合い関係とは，最接近距離が 0海里となるコースライン上を船舶が航行している

状況とする

• 6隻中の 5隻の船舶は，実験開始から 300秒後から，1隻ずつ順次，60秒から 120秒の時間差

を持って，最接近距離が 0海里となるコースに変針し，240秒間，衝突に至る見合い関係を保

持する

• 最大で 4隻の船舶が，同時に衝突に至る見合い関係とする
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• 6隻の中の 1隻は，実験終了まで衝突の見合い関係が生じた針路を保って航行する

実験は一人の被験者が，同一日に複数の実験シナリオを用いて行う．そのため，被験者は船舶が

変針する時期や順番等の実験シナリオの傾向を記憶し，それに基づき見張り作業を行う可能性が考

えられた．極端に早い時期に避航動作を取った場合，他の被験者の見張り行動との比較が難しくな

るため，実験中は被験者の見張り作業の傾向を観察し，状況に応じて実験シナリオを追加した．例

えば，まだ衝突に至る見合い関係が生じていない状況で，左舷の横切り船に対し避航動作を取って

しまう被験者の場合，基本交通流の範囲内で左舷船のスタート位置を変更し，相対距離を延ばす等

の調整行った．実験シナリオを追加する際には，基本交通流をベースとして，自船へ接近する他船

のスタート位置，針路，速力及び衝突に至る見合い関係が生じる順番を変化させ，最終的に 14種類

の実験シナリオとした．その結果，実験シナリオ毎に，実施した被験者数にばらつきが生じた．そ

こで，被験者の 3名以上が実施した 10種類の実験シナリオ（I～X）を用いた実験ついて，被験者

の見張り行動を分析した．分析した 10種類の実験シナリオでは，主に自船の進行方向に近い船舶

や自船からの距離が近い船舶が，見張りを行うべき船舶として選定された．

図 3.3に，実験シナリオ I及び IIIの相対的な航跡を示す．黒線は実験シナリオ Iの航跡，赤線は

実験シナリオ IIIの航跡である．他船の番号は，右舷船は S，左舷船は Pを頭文字とし，左右それ

ぞれ，自船の進行方向に近い船舶から順番に 1から 3の番号を付けた．実験シナリオ I及び IIIで

は，S1は実験終了まで衝突の見合い関係が生じた針路を保っていることが分かる．図 3.4は，これ

らのシナリオにおいて，衝突に至る見合い関係が生じる時間帯を示しており，横軸に実験シナリオ

の時間，縦軸に他船番号を示す．この図より，2つのシナリオでは，S1及び P1～P3の 4隻につい

て，衝突に至る見合い関係が生じる時間帯が異なることが分かる．

000

1NM

2NM

3NM

(S1)

(S2)

(S3)

(P2)

(P1)

(P3)

090

WP1

I

III

図 3.3: 実験シナリオ I 及び III の相対的な航跡
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図 3.4: 衝突に至る見合い関係が生じる時間帯（上図：シナリオ I，下図：シナリオ III）

(2) 実験方法

実験は，操船実務経験のある 16 名の被験者を対象に，各被験者につき複数の実験シナリオを用い

て実施した．16名の被験者の乗船経験等を表 3.2に示す．実験前，全ての被験者に対し，国立研究

開発法人海上技術安全研究所，人間を対象とする実験に関する倫理及び安全管理規定 81)，並びに，

人間工学実験取扱細則 82) に則って，実験の内容や被験者の権利について説明を行い，インフォー

ムドコンセントを得た上で，実験を実施した．実験中，被験者は下記の 3 点のタスクを行う．

（a）一般的な航海計器を使用し，通常の見張り当直作業を行う

（b）目視で他船を発見した場合，他船のコンパス方位を報告する

（c）避航の必要があると判断した場合，船橋内の操舵手へ操船の指示をし，避航動作をとる

実験中の被験者の行動は，操船シミュレータ船橋内に設置した赤外線カメラで撮影し，被験者の発

話等の音声及びレーダ画像と合わせて，ビデオカメラ及び HDD/DVD レコーダで記録した．
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表 3.2: シミュレータ実験における被験者の情報

Subject 海技免状 航行している 乗船している 役職

No. 海域・航路 船種

1 一級 全海域 VLCC*1, PCC*2, GC*3, Capt.

Bulker, Product Carrier

2 一級 PG*4, 豪州 VLCC, LPG*5, Bulker, 1/O

Bulker, PCC

3 一級 PG, 豪州, 北米西岸 VLCC, LPG, Bulker, PCC Capt.

4 二級 PG VLCC, LPG -

5 一級 世界 VLCC, LPG, Bulker, Container 1/O

6 二級 PG, 豪州 VLCC, Bulker 1/O

7 二級 PG VLCC 2/O

8 一級 PG, VLCC, LPG 1/O

9 一級 全海域 VLCC, LPG, Bulker, PCC Capt.

10 二級 PG VLCC, AFLA Max*6 1/O

11 三級 - - -

12 一級 PG, 豪州 VLCC, LPG 1/O

13 二級 PG, 豪州 VLCC, Bulker 1/O

14 一級 世界 Bulker 1/O

15 一級 PG, 豪州 VLCC, LPG, Bulker 1/O

16 二級 PG, 豪州 VLCC, LPG, Bulker 1/O

3.2.5 行動分析結果

(1) 操船者の状況認識モデルの作成

図 3.5にシミュレータ実験における操船者の見張り状況の一例を示す．横軸に実験開始からの時

間，縦軸に他船の番号を表す．実験及び行動分析の詳細については次の節でで詳しく述べる．図 3.5

では，目視やレーダ，双眼鏡，コンパス等により情報収集を行った時刻を灰色の丸いシンボルで，

目視での発見報告の時刻を黒色のクロスのシンボルで示す．また，目視での発見以外の報告を黒い

色の丸いシンボルで示す．図 3.5より，監視している船舶が時間によって移り変わる様子や，同時

*1 Very Large Crude Carrier

*2 Pure Car Carrier

*3 General Cargo ship

*4 Persian Gulf

*5 Lique�ed Petroleum Gas carrier

*6 Average Freight Tate Assessment Max tanker
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に複数隻の船舶に対し，見張りが行われている状況を把握できる．被験者によって見張りの状況は

異なるが，全ての実験での被験者の行動を分析したところ，同時に見張りを行っている船舶数は最

大で 4 から 5 隻程度であることが分かった．つまり，周囲に複数の船舶が存在する場合，操船者は

それらの船舶について見張りの優先順位を決めていると考えられる．筆者らは，操船者の見張りの

優先順位を示したものを監視リストと考えると，操船者の監視対象となる船舶の変化は，監視リス

トの作成及び更新により表現できると考えた．

例えば，図 3.5の状況では，300 秒から 420 秒の間では，P1 と S2 という 2 隻が監視リストに

入っており，S2 に比べ見張り頻度の高い P1 が見張りの優先順位が高い，つまり監視リストの上

位に位置していたと考えられる．420 秒から 540 秒の間では，S1，S2，P1 の 3 隻が監視リストに

入っており，P1 に比べ S1 及び S2 の見張りの優先順位が高かったことが予想できる．

0

1

2

3

4

5

6

7

0

6
0

1
2
0

1
8
0

2
4
0

3
0
0

3
6
0

4
2
0

4
8
0

5
4
0

6
0
0

6
6
0

7
2
0

7
8
0

8
4
0

9
0
0

9
6
0

1
0
2
0

1
0
8
0

1
1
4
0

1
2
0
0

1
2
6
0

1
3
2
0

[sec.]

P3

P2

P1

S1

S2

S3

図 3.5: 操船者の見張り状況の一例

監視リストの作成・更新の流れを含む，操船者の状況認識モデルを図 3.6 に示す (5)(6)．これは

第 2章で詳しく述べた Endsley の動的意思決定における状況認識モデル（以下，Endsley モデルと

呼ぶ）76) を基に作成したもので，図 3.6 の (1) ～ (13) が Endsley モデルの状況認識（Situation

awareness）に相当する．操船者の状況認識モデルでは，見張り作業の開始や新しい船舶の出現によ

り，監視リストの作成が行われる（図 3.6 (1)～(4), (7)）．新たに船舶を発見した場合，その船舶に

対する情報収集と，将来予測を行い，監視リストの作成もしくは更新を行う（図 3.6 (3)(4)）．新た

に船舶を発見しなかった場合，監視リストを更新するために，監視リストに含まれる全船舶の情報

収集と将来予測を行う（図 3.6 (5)(6)）．新しい他船 1 隻に対する情報収集及び将来予測と，監視リ

ストに含まれる全船舶に対する情報収集及び将来予測は，作業量や対象の船舶が異なるため，別の

タスクとして分けて記述する（図 3.6 (3)～(6)）．
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図 3.6: 操船者の状況認識モデル

監視リストが固まると，監視リスト中から見張りの優先順位の高い船舶が選択され，その船舶に

対する情報収集と将来予測が行われる（図 3.6 (8)～(10)）．将来予測の結果，継続した見張りが必

要ないと判断された場合，その船舶は監視リストから外れ，ごみ箱に入れられる（図 3.6 (11)(12)）．

継続した見張りが必要と判断された場合は，直ちに避航が必要かどうか判断する（図 3.6 (11)(13)）．

直ちに避航が必要と判断されれば，避航行動を決定し，避航動作を行うが，直ちに避航を行う必要

がないと判断された場合は，将来予測の結果に基づき監視リストの更新を行う（図 3.6 (7)(13)）．

操船者の状況認識モデルは，操船者が見張り作業で行う主要なタスクとその順序を表現しているが，

多くのタスクは操船者の内的行動であり，観察が難しい．通常の操船に近い見張り作業を通し，操

船者の行動として観察できるのは，「(1)発見」「(3)(5)(9)情報収集」「(8)ターゲットの選択」であ

ると考えられる．そこで，本論文では「発見」「情報収集」「ターゲットの選択」というタスクで起

きる操船者のエラーを特定し，その発生率を示す．
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(2) 操船者エラーの抽出結果

図 3.7，図 3.8，図 3.9に，被験者のうち 3名（A，B，C）の見張り行動を時系列で示す．見張り

行動として記録したのは，操船者が目視により他船を発見した時刻（灰色のクロスのシンボル），目

視やレーダ，双眼鏡，コンパス等により他船に関する情報収集を行った時刻（灰色の丸），避航の時

刻（青色の線），目視による発見以外の報告時刻（濃い灰色の丸）である．ピンク色のシンボルは，

見張りを行うべき船舶を示している．目視による他船の発見時刻とは，目視で他船を発見し，その

他船のコンパス方位を口頭で報告した時刻，つまり被験者がタスク (b)を実施した時刻である．し

たがって，コンパス方位の報告がなかった場合，実際には目視を行っている場合でも，目視による

発見時刻がプロットされない場合がある．
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図 3.7: 被験者 Aの他船に対する見張り状況の推移（実験シナリオ III）
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図 3.8: 被験者 Bの他船に対する見張り状況の推移（実験シナリオ III)
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図 3.9: 被験者 Bの他船に対する見張り状況の推移（実験シナリオ I)

図 3.7では，S1に対する目視での発見時刻がプロットされていないが，行動分析の結果，実際に

は目視による情報収集が行われている．発見以外の報告についても同様に，被験者の報告が全くな

いケースも存在するため，報告及び情報収集を行った時刻のプロットを合わせて分析を行った．図

3.7より被験者 Aは，見張りを行うべき船舶（S1）を頻繁に監視していることが分かる．一方，図

3.8 より被験者 Bは，見張りを行うべき船舶（S1）を，しばらくの間監視しておらず，監視を開始

する時刻が遅れていることが分かる．図 3.9より，被験者 Cは，見張りを行うべき船舶（S1）を，

まったく監視していないことが分かる．この様に，操船者が他船を発見した時刻や他船に関する情

報収集を行った時刻を時系列で表現することで分かる，他船ごとの監視の時間的変化と，見張りを

行うべき船舶の発生時刻を比較したところ，見張りを行うべき船舶が監視されていない時間帯があ

ることが分かった．そこで，レーダ ARPAによる他船の動的情報の計算時間を含めた情報収集の時

間を考慮し，見張りを行うべき時間帯となってから，1分以上，見張りを行うべき船舶の監視をはじ

める時刻が遅れることを「気づき遅れ」，見張りを行うべき船舶をまったく監視しないことを「見落

とし」と定義し，これらを操船者のエラーとした．図 3.8より，被験者 Bの実験シナリオ IIIを用

いた実験では，S1に対し気付き遅れというエラーが発生したと言える．図 3.9より，被験者 Cの実

験シナリオ Iを用いた実験では，S1に対し見落としというエラーが発生したと言える．図 3.7及び

図 3.9において，S1は被験者が避航行動をとるまで，継続して見張りを行うべき船舶として選定さ

れている．一方，図 3.8では，S1は 840秒前後で見張りを行うべき船舶として選定されていない．

自船の船速は操船シミュレータで制御しているが，実験ごとに 0.5knot前後の速度差が生じる．ま

た，オートパイロットによる針路保持の誤差もあるため，同じシナリオであっても，実験ごとに自

船との距離及び相対方位変化率に差が生じる．
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図 3.10は，横軸に自船からの距離，縦軸に相対方位変化率を示し，横切り前の他船に対する危険

領域（濃い灰色の領域）及び注意領域（薄い灰色の領域）を示す．これらが見張りを行うべき船舶の

評価領域に対応している．被験者 Bの実験シナリオ IIIを用いた実験における S1に対する衝突危

険度を実線で示す．この実線より，S1は距離が近づくにつれ，一度は見張りを行うべき船舶として

判断されるが，その後，注意領域から外れ，見張りを行うべき船舶ではなくなることが分かる．自

船からの距離及び相対方位変化率の関係から，時間の経過と共に見張りを行うべき船舶として定義

されなくなるケースは，他のシナリオにおいても複数見られた．式 (1)～(4)で示され，図 3.10に表

現した注意領域及び危険領域の境界線は，あくまで，ばらつきのある観測データから得られた近似

線である．原らの論文 80) では，注意領域の境界線の外側であっても，近似線の付近に船舶の動静

がプロットされた場合，複数のケースで注意を要する船舶であると評価された結果が示されている．
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図 3.10: 被験者 B実験シナリオ IIIにおける S1に対する衝突危険度評価結果

図 3.10の様に，注意領域の境界線に密接して船舶の動静がプロットされた場合においても，より

安全サイドで見張りを行っている操船者の評価としては，「注意を要する船舶」として判断される

とことが考えられる．そこで本論文では，注意領域の境界線に密接して船舶の動静がプロットされ

た場合でも，境界内である場合は見張りを行うべき船舶として選定することとした．見張りを行う

べき船舶の選定では，1隻毎に式 (1)～(4)を用いた計算を行う．したがって，操船者の避航行動の

時刻や他船の接近する角度によって，複数の船舶が選定される場合もある．この場合も，1隻のみ

選定される場合と同様に，見張りを行うべき船舶 1隻ごとに気付き遅れ及び見落としの発生状況を

分析した．全ての被験者が行った実験結果から，気付き遅れ及び見落としの発生状況の分析を行っ

た結果について表 3.3に示す．表 3.3は，シナリオ毎の実験実施回数，分析を行った船舶数，また，

その中から見張りを行うべき船舶として選定された船舶の数，気づき遅れ及び見落としの発生件数

を示している．気づき遅れは合計 2件，見落としは合計 13件発生しており，特に見落としという
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エラーは複数のシナリオ及び複数の被験者で発生している．本論文で用いた 10種類の実験シナリ

オでは，見張りを行うべき船舶（72隻）に対し，気づき遅れ及び見落としが発生した割合（合計 15

件）は，約 21%であった．実験では，一つのシナリオを実施できる被験者に限りがある．また本実

験は，操船者が遭遇した状況の難易度に対する正確なエラー発生率を示すことを目的としていない

ため，シナリオ I～Xの合計値での評価に留めた．全ての実験において，被験者は衝突に至る前に

避航行動をとり，衝突事故は起こらなかった．したがって，突事故が起こらない場合においても，

気づき遅れや見落としというエラーは複数発生していることが分かる．

表 3.3: 見張り作業における操船者エラー（気付き遅れ及び見落とし）の発生件数

シナリオ 実験実施 分析を行った 見張りを エラーの発生件数

番号 回数 船舶数 行うべき 1⃝ 2⃝

(回) (実験回数 ×6隻) 船舶数 気付き遅れ 見落とし

(隻) （隻） （件） （件）

I 13 78 4 0 2

II 12 72 8 0 1

III 11 66 9 1 2

IV 11 66 15 0 3

V 10 60 8 0 1

VI 10 60 15 0 2

VII 7 42 4 0 1

VIII 7 42 6 1 1

IX 5 30 2 0 0

X 3 18 1 0 0

合計 89 534 72 2 13

3.2.6 操船者エラー発生要因の検討

気づき遅れや見落としが発生した 15件のケースで，その間に行われていた操船者の行動を調べた結

果，11件のケースにおいて，見張りを行うべき船舶以外の船舶に見張りが集中していることが明らかと

なった．例えば，図 3.9では，見張りを行うべき船舶（S1）ではなく，主に S2や S3に監視が集中して

いる．つまり，気付き遅れと見落としというエラーの発生要因は，見張りの優先順位，つまり操船者の

監視リストが適切ではなかったことであると考えられる．
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3.2.7 操船者エラー発生過程の検討

気づき遅れや見落としというエラーの発生過程について，図 3.6に示した操船者の状況認識モデルを

基に検討を行った．見張りの優先順位が適切ではなかった原因は，操船者の状況認識モデルから，以下

に示す 4つのケースが考えられる．

• 情報収集が不十分であった

少ない情報に基づき，他船の将来予測を行った結果，継続監視の必要性はないと判断され，見張り

を行うべき船舶の優先順位が下がった可能性がある．

• 他船の将来予測を誤った

適切な情報収集が行われ，将来予測に用いる十分な情報がある場合でも，操船者個人の認知バイア

スにより，将来予測を誤った可能性がある．将来予測を誤った結果，見張りを行うべき船舶の優先

順位が下がった可能性がある．

• 継続監視の必要性の判断を誤った

正しい将来予測がされたとしても，継続監視の必要性の判断を誤る可能性がある．

• 監視リストの更新が適切ではなかった

ある特定の船舶に対する情報収集や将来予測に時間がかかり，監視リスト全体の更新頻度が低下し

た可能性がある．

操船者のワークロードが増大した結果，気づき遅れ等のエラーが発生することは，実験で証明されて

いる 33)．操船シミュレータ実験は，複数の船舶を同時に監視することを求める内容であったため，操船

者のワークロードは常に高い状況であったと考えられる．高いワークロードの中，見張りを行うべき船

舶が監視されなかった要因は，行動分析で明らかとなった見張りを行うべき船舶がまったく監視されて

いなかった状況や，他の船舶を監視していた状況から，下記に示す 2つが挙げられる．

• 監視リストの全体の更新がされず，見張りを行うべき船舶が監視リストの下位に位置し続け，監視

対象とならなかった場合

例えば，図 3.9では，見張りを行うべき船舶（S1）は，600秒過ぎまでは継続的に監視されていた

ことが分かる．複数の船舶に対し，頻繁な情報収集や将来予測が求められる中，監視リスト全体を

更新する余裕がなく，監視リスト上位（図 3.9では S2）のみ更新がされ続けた可能性がある．つま

り操船者の状況認識モデルにおける「(8)の監視すべきターゲットの選択」が適切ではなかった可能

性がある．

• 見張りを行うべき船舶が，ある時刻に継続した見張りは必要ないと判断され，監視リストから抜け

てしまった場合
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例えば図 3.8では，見張りを行うべき船舶 (S1)は，540秒前から監視がされていなかったことが分

かる．このケースでは，複数の船舶に対し，頻繁な情報収集や将来予測が求められる中，S1 に対

し，一度継続した見張りは必要がないという判断した可能性がある．つまり，操船者の状況認識モ

デルで考えると，S1に対し「(11)継続監視の必要」はないと判断し，「(12)ごみ箱に入れる」が選

択された可能性がある．その結果，見張りを行うべき時刻になった時点で S1は監視リストに入っ

ておらず，見張りを行うべき船舶として認識することが遅れたと考えられる．

3.2.8 操船者エラー発生条件の検討

見張りを行うべき船舶以外の船舶に見張りが集中している 11件のケースについて，エラーが発生し

ている時間帯に，最も見張りが集中している船舶の特徴について分析を行った．分析を行った 11件中 6

つのケースでは，自船針路に対する進入角が 40～45度の船舶に見張りが集中していることが分かった．

表 4.3は，見張りを行うべき船舶と実際に見張りが集中していた船舶について，距離・自船針路に対す

る進入角のエラーが発生した時間帯における平均値（6ケース）を示す．ケース番号 2以外の 5ケース

では，0.16～0.90海里程度，見張りを行うべき船舶よりも距離が遠い船舶に見張りが集中している．し

たがって，進入角が 90度以上で距離の近い横切り船よりも，今後も長時間横切りの見合い関係が続く同

行ぎみの横切り船に対する見張りが優先された可能性があると言える．自船針路に対する進入角が 40～

45度という，今後も長時間横切りの見合い関係が続く船舶の存在が，本論文における気づき遅れ及び見

落としというエラーの発生条件の一つと推察する．

表 3.4: 操船者エラー発生時に見張りが集中する船舶の特徴

見張りを行うべき 最も見張りが 距離の差

船舶 集中している船舶 （NM）

距離 (NM)　 進入角 (deg.) 距離 (NM)　 進入角 (deg.) D1<D2 : +

D1 D2 D1>D2 : -

1 1.72 90 1.99 41 0.27

2 1.61 90 1.49 45 -0.12

3 1.65 90 1.94 43 0.29

4 0.87 125 1.03 40 0.16

5 0.74 135 1.57 45 0.83

6 0.73 135 1.64 45 0.90
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3.2.9 操船者の一般的な見張り作業の特徴と操船者エラー

操船シミュレータ実験及び操船者の行動分析から，見張りを行うべき船舶が適切な時刻に継続監視さ

れているかどうかを評価し，「気づき遅れ」及び「見落とし」という操船者エラーが，実際に衝突海難を

引き起こしていない場合にも発生していることを示した．また，シミュレータ実験で用いた 10種類の

シナリオでは，選定した見張りを行うべき船舶に対し，気づき遅れ及び見落としの発生率は 21%であっ

た．さらに，これらの操船者エラーが発生した要因は，見張りの優先順位，つまり操船者の監視リスト

が適切ではなかったことであると考えられる．

この様に，見張りの優先順位は，操船者エラーの背後要因の検討を行う上で，重要なテーマの一つで

あると考えられる．操船シミュレータ実験における操船者の行動分析では，見張りを行うべき船舶が監

視リストに入っているかどうかの把握は可能であり，操船者の状況認識モデルを用いることで，操船者

エラーの背後要因の予測を行うことは可能である．しかし，操船者の行動分析結果だけでは，監視リス

トに入っている船舶の見張りの優先順位を把握することは難しそこで本論文では，人間の状況認識を計

測できる手法を用いたシミュレータ実験及び見張り作業の詳細分析を実施した．
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3.3 SAGATを用いた操船者の見張り作業における状況認識の分析

Endsley は，航空機のパイロットの状況認識を計測する SAGAT(Situation Awareness Global As-

sessment Technique)31) という手法を提案している．SAGATは，実験後に実験中の状況についてヒア

リング調査を行うのではなく，実験中にその場の状況に関する被験者の知識を調査する手法であり，実

験後の記憶や感情に影響されない，実験中の状況認識を計測できる特徴がある．SAGATを用いた状況

認識の評価は，航空機のパイロットに関するものだけではなく，すでに船舶を運航する操船者について

も，水先人養成において訓練の効果を評価する手法や，操船者の技術伝承を目的とした，操船実務経験

者と商船系学生の見張り作業の違いを示す手法として用いられている．32,83) 本論文では，見張り不十分

が原因として指摘される衝突海難の抑制にあたり，操船者の状況認識に着目した対策を検討することを

目的に，SAGATを用いた操船者の見張り作業における状況認識の計測と計測に基づき操船者の状況認

識の特徴について分析を行う．

3.3.1 操船者の見張り作業における状況認識の計測方法

(1) SAGAT(Situation Awareness Global Assessment Technique)31)

SAGATは，実験後に実験中の状況についてヒアリング調査を行うのではなく，実験中にその場

の状況に関する被験者の知識を調査する手法であり，具体的に下記の方法が提案されている．

（a）パイロットにシミュレータ実験のシナリオ上のミッションを与える

（b）ランダムなタイミングで，実験シナリオを中断し，コックピットや窓の外を見えなくする

（c）パイロットの周囲の状況に対する知識を計測するため，一定時間内に，パイロットに対し一連

の質問行う

（d）実験シナリオを中断中に全ての周囲の状況について質問することはできないため，質問の一部

はランダムに選ぶ．ただし，ランダムに選択する方法は，一貫性や統計的な妥当性を考慮した

上で行うこと．

（e）質問終了後，実際に起こった状況をベースに，パイロットが回答した内容について評価を行う．

（f）これらのランダムな質問プロセスを，数人のパイロットそれぞれに対し，数回繰り返す．

SAGATは，実験後の記憶や感情に影響されない，被験者の状況認識を直接計測できるというメ

リットがある．SAGATを操船者の状況認識の計測手法として適用する具体的な方法について，次

に述べる．

(2) SAGATを用いた操船者の見張り作業における状況認識の計測方法

上記に説明したとおり，SAGATではシミュレータ実験中に実験シナリオを一時中断し，その時



3.3 SAGATを用いた操船者の見張り作業における状況認識の分析 53

に認識している周囲の状況について，被験者から直接回答を得る必要がある．しかし，周囲に複数

の船舶が存在する場合，口頭質問から得られる回答にはあいまいさを含んでおり，短時間では，認

識している船舶をリストとして書き出すには限界がある．そこで本論文では，水先人養成において

訓練の効果を評価している研究事例 32) を参考に，通常操船者が情報収集で利用しているレーダー

画面に近いレーダチャート紙に認識している船舶とその特徴（認識した船舶の相対方位距離，船首

の向いている方向）を記入する方法を採用した．

Endsleyによる SAGAT手法の検証では，シナリオ停止時間を 1分半とし，計 3回の計測を行っ

た場合と，シナリオを停止しなかった場合のパイロットの主観的評価とパフォーマンスを比較し，

その差がなかったことが示されている．シナリオの停止時間は，シナリオの流れや見張り作業の集

中を妨げないよう，可能な限り短い方が望ましいと考えられる．本論文では，レーダチャートを用

いることで，船舶の位置関係を距離及び方位の情報に基づき記録することができるため，シナリオ

停止時間は 1分以内とした．

第 3.2章で実施した操船者の行動分析を目的としたのシミュレータ実験では，1日に 1人の被験

者が実施できる実験回数を考慮し，避航行動を含め 20分前後のシナリオ用いた実験を行っており，

被験者の集中力が途切れず見張り作業が行われていることを確認している．そこで本論文では，計

測時間を含め 22分間のシナリオ作成し，計 4回の SAGAT計測を行うこととした．つまり，見張

り作業（5分～7分），シナリオの中断とレーダチャートを用いた状況認識の計測（1分以内），シナ

リオの再開というサイクルを，シナリオが終了するまで繰り返し行い，操船者の状況認識の時間的

変化を計測する．

3.3.2 操船者の見張り作業における状況認識の特徴分析手順

自船周囲に複数の船舶が存在する場合の，操船者の状況認識の特徴を把握するための手順を下記に

示す．

(1) 実験シナリオ及びヒアリング調査項目の作成

　複数の船舶と複数のタスクを含む実験シナリオを作成する．

(2) 操船シミュレータ実験及び見張り作業に関するヒアリング調査

　複数の船舶に遭遇する状況での，操船者の状況認識を SAGATにより計測・記録し，シミュレー

タ実験直後に SAGATの記録に基づき見張り作業に関するヒアリング調査を行う．

(3) 操船者の状況認識の分析

　 SAGAT計測結果を用いて複数の被験者が共通して認識している船舶の特徴を明らかとすると共

に，一般的な見張り作業に関するヒアリング調査結果を合わせて，操船者の状況認識の特徴を示す．
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3.3.3 SAGATを用いたシミュレータ実験

(1) 実験シナリオ

色々な見合い関係における見張りの特徴を計測するために，計 24隻の船舶を発生させる実験シ

ナリオを作成した．実験シナリオにおける他船の絶対航跡及び出現する他船の情報について図 3.11

及び表 3.5に示す．横切りの見合い関係における保持義務船・避航義務船による状況認識の違いを

把握するため，他船の配置は左舷・右舷の両方に分散させる配置とし，同航船や反航船も出現させ

た．船舶は通常右側航行をしているため，左右の横切り船も基本的に右舷航行を行うよう配置した．

第 3.2章の操船者の行動分析と同様，陸上や航路が見張りに与える影響を避けるため，海域は外海

（Open Sea）とした．
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図 3.11: 実験シナリオにおける他船の絶対航跡



3.3 SAGATを用いた操船者の見張り作業における状況認識の分析 55

表 3.5: 実験シナリオに出現する他船の特徴

Ship No. 見合い関係 船種 LOA(m) B(m) 初期針路 (deg.) 速力 (knot)

1 右舷横切り船 GC*7 64.6 10.0 270 12.0

2 右舷追越し船 Container 253.0 32.2 345 18.0

3 右舷横切り船 Bulker 113.3 19.4 270 11.0

4 右舷横切り船 GC 64.1 10.2 270 10.0

5 左舷横切り船 Bulker 113.3 19.4 090 13.0

6 左舷横切り船 Bulker 105.2 16.5 090 13.0

7 左舷横切り船 GC 64.1 10.2 090 9.0

8 左舷横切り船 Bulker 93.3 15.6 065 11.0

9 左舷横切り船 Bulker 105.2 16.5 090 11.0

10 右舷横切り船 GC 64.6 10.0 230 8.8

11 右舷横切り船 GC 64.6 10.0 270 8.0

12 左舷横切り船 Bulker 113.3 19.4 090 13.0

13 左舷横切り船 GC 64.6 10.0 090 12.0

14 左舷横切り船 GC 66.0 10.0 130 12.0

15 右舷横切り船 GC 66.0 10.0 310 10.0

16 右舷横切り船 GC 66.0 10.0 270 10.0

17 右舷横切り船 GC 64.1 10.2 090 13.5

18 左舷反航船 GC 190.0 28.0 180 12.0

19 右舷同航船 GC 190.0 28.0 000 12.0

20 右舷横切り船 GC 64.6 10.0 270 11.0

21 右舷反航船 Container 354.0 42.8 180 18.0

22 右舷同航船 GC 190.0 28.0 000 13.0

23 右舷反航船 Container 354.0 42.8 180 16.0

24 右舷横切り船 GC 104.5 15.6 270 13.0

*7 General Cargo ship
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(2) 実験方法

実験は，操船実務経験のある 4 名の被験者を対象に行った．4 名の被験者の乗船経験等は表 3.6

に示す．実験前，全ての被験者に対し，国立研究開発法人海上技術安全研究所，人間を対象とする

実験に関する倫理及び安全管理規定，並びに，人間工学実験取扱細則に則って，実験の内容や被験

者の権利について説明を行い，インフォームドコンセントを得た上で，実験を実施した．

実験中，被験者には，一般的な航海計器を利用した通常の見張り当直作業と，5分毎に見張り作

業を中断し，その際認識している全ての船舶を 1分以内にレーダチャート紙へ記入するタスクを課

した．実験シナリオ時間及び状況認識の計測時間について，表 3.7に示す．また，実験に使用した

レーダチャート紙（SAGAT記録用紙）について図 3.12に示す．

レーダチャート紙には，認識している船舶の位置とその特徴（認識した船舶の相対方位距離，船

首の向いている方向）を記入させた．また，本実験では，操船者の見張りの優先順位の特徴を明ら

かにすることを最終目的としているため，レーダーチャートに記入した船舶について，見張りの優

先順位の高い船舶から順に，番号の記入も合わせて指示した．したがって，レーダーチャートに記

入された船舶が，操船者の監視リストに入っている船舶であり，その中でも優先順位が高い船舶を

調査することが可能である．シナリオ停止中はシミュレータの映像を消し，ブラインド状態での回

答が好ましいが，シナリオ停止時間が短いことと，シナリオ再開をよりスムーズに行うために，本

実験では映像を消さず，被験者に対し，記憶の範囲内での回答を指示した．

表 3.6: SAGATを用いたシミュレータ実験における被験者の情報

Subject No. 海技免状 乗船している船種 役職

1 一級 LNG*8, PCC*9, GC*10, Container, Capt.

Bulker, Tanker

2 一級 実習船 Capt.

3 一級 Bulker, 油タンカー, 実習船 Capt.

4 一級 実習船 Capt.

*8 Lique�ed Natural Gas Carrier

*9 Pure Car Carrier

*10 General Cargo ship
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表 3.7: 実験シナリオ時間及び SAGATによる状況認識の計測時間

計測番号 時間 (sec.) 計測及びシナリオ操作内容

0 実験開始

1 420 シナリオ中断

(1分以内) 計測，その後シナリオ再開

2 720 シナリオ中断

(1分以内) 計測，その後シナリオ再開

3 1020 シナリオ中断

(1分以内) 計測，その後シナリオ再開

4 1320 シナリオ停止

(1分以内) 計測，その後実験終了

図 3.12: SAGAT記録用紙の例
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3.3.4 操船者の状況認識の計測結果

計測 1（t=420(sec.)）における操船者の状況認識について図 3.13に，その時の他船の位置関係につい

て図 3.14に示す．図 3.13の横軸は他船番号，縦軸は各船舶を認識をした被験者数を示す．図 3.14は，

自船の航跡を黒の破線他船の絶対航跡をカラーの破線で示す．また，計測 1（t=420(sec.）における自

船位置を黒色のひし形，他船の位置を丸付きの番号で示し，それぞれの番号が他船番号を示している．

図 3.13より，計測 1では，全ての被験者が Ship8を認識しており，Ship19も 3名が認識している．

また，Ship5,Ship9,Ship24は 2名に認識されている．Ship8は距離が 1NM程度で，自船の前方の 1NM

以内を左舷から横切る船舶である．Ship19は同航船であり，自船よりも 1knot程度速力が早いものの，

大きな速力差はない船舶である．Ship5は，Ship8同様，これらから自船の前方を左舷から横切る船舶

であり，Ship9及び Ship24は 6NM以上の遠方であるが，今後右から左へ船首を横切る可能性が高い船

舶である．一方，近距離の Ship14や Ship7，Ship1は，1名のみの認識にとどまる．つまり，今後自船

の前方を横切る見合い関係が生じる船舶と，自船と速力が近い同航船が共通して認識されており，今後

自船の前方を横切る見合い関係が生じる船舶の中では，より近距離の船舶が共通して認識されている．
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図 3.13: 認識されている船舶と認識人数（計測 1，t=420(sec.)）
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図 3.14: 他船との位置関係 （計測 1，t=420(sec.)）

計測 2（t=720(sec.)）における操船者の状況認識について図 3.15 に，その時の他船の位置関係につ

いて図 3.16に示す．図 3.15より，計測 2では，全ての被験者が Ship3を認識している．また，Ship9，

Ship19，Ship24 を 3 名が認識しており，Ship4 も 2 名が認識している．Ship24 は，計測 1 でも複数

の被験者が認識していた自船と速力が近い同航船である．その他の複数の被験者が認識している船舶

は，全て今後自船の前方を横切る，右舷からの横切り船である．計測 1で複数の被験者が認識していた

Ship5や Ship8は前方を航過し，計測 2ではほとんど認識されていない．したがって，今後自船の前方

を横切る左舷からの横切り船が認識されるのは，主に船首航過前である．計測 2で複数の被験者に認識

された右舷からの横切り船と似通った距離にある，左からの横切り船 Ship6や Ship13は，認識されて

いないため，保持船及び避航船の立場による違いがあると考えることができる．
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図 3.15: 認識されている船舶と認識人数（t=720(sec.)）
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図 3.16: 他船との位置関係 （t=720(sec.)）

計測 3（t=1020(sec.)）における操船者の状況認識について図 3.17に，その時の他船の位置関係につ

いて図 3.18に示す．図 3.17より，計測 3では計測 2に引き続き，全ての被験者が Ship3を認識してい
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る．また，計測 2でも認識されていた Ship4，Ship9，Ship19，Ship24は 2名が認識している．計測 3

では，新たに Ship2，Ship6，Ship10，Ship23が 2名の被験者によって認識されている．Ship2は自船

より早く，徐々に右舷船尾から近づいてきた同航船，Ship6は，今後船首を横切る可能性が高い左から

の横切り船，Ship10は，今後船首を横切る可能性が高い右からの横切り船であり，反航ぎみのため接近

速度が速い特徴がある．また，Ship23は約 5NM先の反航船であり，反航船は距離が約 5NM程度から

認識が必要であると考えられる．Ship6は，今までまったく認識されていなかったが，左舷からの横切

り船にもかかわらず 2NM を切っても避航が始まっていないため，認識され始めたことが考えられる．

計測 2の結果からも分かるように，保持船及び義務船の立場により，認識のタイミングに違いがあると

考えることができる．
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図 3.17: 認識されている船舶と認識人数（t=1020(sec.)）
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図 3.18: 他船との位置関係 （t=1020(sec.)）

計測 4（t=1320(sec.)）における操船者の状況認識について図 3.19に，その時の他船の位置関係につ

いて図 3.20に示す．図 3.19より，計測 3では計測 2に引き続き，全ての被験者が Ship3を認識してい

る．また，計測 3から複数の被験者によって認識され始めた Ship23も，全ての被験者が認識しており，

3NMを切った反航船は見張りを行うべき船舶であると考えることができる．1NM以下の距離に着目す

ると，右舷から追越しを行った Ship2，直後に自船船首を横切る Ship10の 2隻は 3名の被験者によっ

て認識されており，これから船尾を右から左へ横切ルカ脳性のある Ship20についても 3名の被験者が

認識している．また，計測 1から継続して複数の被験者に認識されている同航船 Ship19，及び 3NMを

切った右舷からの同航ぎみの横切り船 Ship15が，2名の被験者によって認識されている．計測 4では，

大半の横切り船が船首尾を航過する目処が立った状況であったため，船尾航過が確実な Ship20が認識

された可能性があると考えられる．
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図 3.19: 認識されている船舶と認識人数（t=1320(sec.)）
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図 3.20: 他船との位置関係 （t=1320(sec.)）
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3.3.5 操船者の状況認識の特徴

計測 1～計測 4で認識された船舶は，操船者の監視リストに入っていると考えることができ，複数の

被験者に共通して認識された船舶は，一般的な見張り作業において必ず見張りが必要な船舶であると言

える．本実験は全て船長経験のある被験者による実験である．そこで本論文では，被験者の内，1名で

も認識した船舶は，一般的な見張り作業において「継続した見張りが必要な船舶」として定義する．計

測結果より，継続した見張りが必要な船舶は，見合い関係による特徴の違いがあることが明らかとなっ

た．そこで，見合い関係別にそれらの特徴を示す．

(1) 反航船及び同航船の場合

表 3.8に，各船の距離に着目した反航船及び同航船の認識結果を示す．空欄は今回の実験では結

果を得られなかった部分である．表 3.8より，反航船の場合，航過距離が 1.0NMで距離が 1.5NM

以下，また航過距離が 0.2NM で，距離が 5NM 以下の船舶は，継続した見張りが必要な船舶であ

る．これから自船を追い越す同航船の場合，航過距離が 0.5NMで距離が 1.0NM以下，また航過距

離が 0.2NMで，距離が 2.3NM以下の船舶は継続した見張りが必要な船舶である．

表 3.8: 各船の距離に着目した反抗船及び同航船の認識結果

反航船 同航船

追越し船 　その他　

航過距離 航過距離 航過距離 航過距離

認識した人数 1.0NM 0.2NM 0.5NM 0.2NM

4 Dist=2.8NM

3 Dist=1.0NM Dist=2.3NM

2 Dist=5.0NM

1 Dist=1.5NM

(2) 右舷からの横切り船（自船が避航船）の場合

通常操船者は，衝突の可能性を判断する一つの重要な情報として方位変化率を用いている．一方，

計測結果より，見合い関係と距離に応じて認識される横切りの船舶が異なることが明らかとなった．

そこで，右舷からの横切り船と左舷からの横切り船で，その特徴を分け，かつ距離及び方位変化率

に着目した分析を行うこととした．原らが提案し，本論文の第 3.2章で見張りを行うべき船舶の指

標として用いた衝突危険度評価式（式 3.1及び式 3.2）をベースに，本実験で出現した横切り船につ

いて分析を行い，継続した見張りが必要な横切り船の特徴示す．
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図 3.21は，右舷からの船首横切り船に対する状況認識の結果をプロットしたグラフである．横軸

に距離，縦軸に方位変化率を示し，グラフの右半分は船首横切り前，グラフの左半分は船首横切り

後を示す．ピンクの範囲は，原らが定義した「危険領域」を示し，水色の範囲は「注意領域」を示

す．3.1章では，これらの領域に入った船舶を「見張りを行うべき船舶」として定義していた．実験

において，シナリオに含まれる右舷からの船首横切り船の，計 4回の計測時間における距離及び方

位変化率を丸でプロットしている．2名以上の被験者が認識した場合を赤色，1名の被験者が認識し

た場合を黄色，まったく認識されなかった場合を白色で示す．丸のプロットの中，もしくは隣に示

されている数字は，その船舶を認識した被験者数である．

図 3.21より，右舷からの船首横切り船の場合，距離に着目すると，「注意領域」はもちろん，「注

意領域」や「危険領域」に入る前の，約 4.5NMから認識されることがあり，約 3.0NMを切った時

点で，複数の被験者に着目されている．また，横切り後も横切り状況の経過を確認するために，約

0.3NMの距離になるまで，認識がされている．一方，方位変化率に着目すると，横切り前及び横切

り後のどちらの場合においても「注意領域」よりも方位変化率が大きい船舶が，複数の被験者に認

識されている．「注意領域」や「危険領域」は，あくまでレーダプロットによる被験者実験から得ら

れたデータの最小二乗法による回帰曲線である．つまり，原らの提案する式だけでは，右舷からの

船首横切り船の中で，本実験で被験者に認識された船舶，つまり継続的な見張りが必要な船舶を全

て検知することは難しいと考えられる．第 3.2章で指摘した「見落とし」「気付き遅れ」という操船

者エラーを抑制するためには，これらの船舶を検知し，対策を行う必要がある．
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図 3.21: 右舷からの船首横切り船に対する状況認識の結果
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図 3.22は，右舷からの船尾横切り船に対する状況認識の結果をプロットしたグラフである．横軸

に距離，縦軸に方位変化率を示し，グラフの右半分は船尾横切り前，グラフの左半分は船尾横切り

後を示す．右舷からの船首横切り船とは異なり，船尾横切り船は，横切り後にまったく認識がされ

ていないことが分かる．また，複数の被験者が共通して認識する船舶は，約 5.0NMから 2.0NMの

間の船舶であり，2.0NM以下ではほとんど認識がされていない．方位変化率は，右舷からの船首横

切り船と同様，「注意領域」よりも方位変化率が大きい船舶が，複数の被験者に認識されている．右

舷からの船尾横切り船が横切り前の場合でも，原らの提案する衝突危険度評価式だけでは，継続的

な見張りが必要な船舶を全て検知することは難しいと考えられる．
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図 3.22: 右舷からの船尾横切り船に対する状況認識の結果

(3) 左舷からの横切り船（自船が保持船）の場合

図 3.23は，左舷からの船首横切り船に対する状況認識の結果をプロットしたグラフである．横軸

に距離，縦軸に方位変化率を示し，グラフの左半分は船首横切り前，グラフの右半分は船首横切り

後を示す．船首横切り前は，右舷からの船首横切り船と，似通った傾向を示しているが，船首横切

り後は，ほとんど認識がされていない．図 3.23において，船首横切り後の距離 3.0NM付近で 1名

の被験者が認識している船舶が存在するが，前後でまったく認識がされていないことから，偶然こ

のタイミングで見た船舶であることが考えられるため，分析対象からは除外した．これらの分析か

ら，左舷からの船首横切り船が横切り前の場合でも，原らの提案する式だけでは，継続的な見張り

が必要な船舶を全て検知することは難しいと考えられる．
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図 3.23: 左舷からの船首横切り船に対する状況認識の結果

図 3.24は，左舷からの船尾横切り船に対する状況認識の結果をプロットしたグラフである．横軸

に距離，縦軸に方位変化率を示し，グラフの左半分は船尾横切り前，グラフの右半分は船尾横切り

後を示す．「注意領域」に入った船舶は，2名の被験者に認識されていることが分かり，「注意領域」

の外側でも，1名の被験者に認識されている船舶が存在する．したがって，左舷からの船尾横切り

船が横切り前の場合でも，他の横切り船のケースと同様に，原らが提案する式だけでは，継続的な

見張りが必要な船舶を全て検知することは難しいと考えられる．
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図 3.24: 左舷からの船尾横切り船に対する状況認識の結果
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3.4 継続した見張りが必要な横切り船

分析結果より，原らが提案する衝突危険度評価式だけでは，継続した見張りが必要な横切り船を全て

網羅することが難しいことが明らかとなった．そこで，衝突危険度評価式 (3.2)をベースに重み係数を

変化させ，図 3.21から図 3.24に示す注意領域の外側に継続した見張りが必要な船舶を定義する新たな

領域を検討した．

実験で被験者が 1名でも認識している船舶を網羅できる領域を検討した結果，横切り前の船舶につい

ては，原らが注意領域として提案する式 (3.3)及び式 (3.5)の γ を採用し，δ のみを 0.8倍とした値とす

ることで，被験者が認識している横切り船を網羅する領域を表現できることが明らかとなった．また船

首横切りの場合，横切り後もしばらくの間横切り船を注視しており，船尾横切りの場合，船尾航過後に

は，全く横切り船を注視していないことが明らかとなった．そこで，横切り後の船舶については，船首

横切り船のみ，1.0NM以下は継続した見張りが必要な船舶として定義する必要があると考えられる．

したがって本論文では，継続した見張りが必要な船舶を定義する新たな重み係数として，表 3.9に示

す重み係数を提案する．ただし本実験は，シナリオに含まれる船舶数が少なく，計測データも少ないた

め，今後，これらの重み係数の検証と調整が必要である．

表 3.9: 注視すべき横切り船を検知するための重み係数

右舷 左舷

船首 横切り前 α = 5.8× 105

β = −1.7

γ = α = 5.8× 105

δ = β × 0.8 = −1.36

(自船からの距離 4.5NM以下) (自船からの距離 2.0NM以下)

横切り後 自船からの距離 1NM以下

船尾 横切り前 α = 5.2× 105

β = −1.7

γ = α = 5.2× 105

δ = β × 0.8 = −1.36

(自船からの距離 5.0NM以下) (自船からの距離 2.5NM以下)

横切り後 注視の必要はない
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継続した見張りが必要な船舶を定義する領域は，衝突危険度評価式 (3.2)に表 3.9の重み係数を代入

し求めることができる．本論文で提案する「継続した見張りが必要な船舶」を定義する領域を図 3.25か

ら図 3.28の黄色の領域で示す．これらの図より，黄色の領域で被験者が認識している横切り船を全て網

羅していることが分かる．
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図 3.25: 右舷からの船首横切り船に対する状況認識の結果と継続した見張りが必要な船舶の定義領域
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図 3.26: 右舷からの船尾横切り船に対する状況認識の結果と継続した見張りが必要な船舶の定義領域
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図 3.27: 左舷からの船首横切り船に対する状況認識の結果と継続した見張りが必要な船舶の定義領域
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図 3.28: 左舷からの船尾横切り船に対する状況認識の結果と継続した見張りが必要な船舶の定義領域
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3.5 結論

操船船シミュレータを用いて，操船実務経験者を被験者とした実験を行い，実験における操船者の行

動分析や SAGATを用いた状況認識の計測から下記のことが明らかとなった．

(1) 操船者の見張り作業における行動分析から，見張り不十分として指摘される「見落とし」や「気づ

き遅れ」という操船者エラーを抽出し，衝突海難を引き起こしていない場合でも，それらのエラー

が複数発生していることを示した．

(2) 本論文で用いた 10種類のシミュレータ実験シナリオでは，選定した見張りを行うべき船舶に対し，

「気づき遅れ」及び「見落とし」という操船者エラーの発生率は 21%であった．

(3) 操船者は自船の周囲に複数の船舶が存在する場合，それらの船舶に対し見張りの優先順位を付けて

おり，見張り不十分として指摘される「見落とし」や「気づき遅れ」という操船者エラーは，何ら

かの背後要因によって操船者の見張りの優先順位が適切ではなくなった結果として生じる行動，つ

まりそれらの発生要因は操船者の見張りの優先順位が適切ではなかったことである．

(4) 操船者の行動分析による操船者エラーの特定と操船者の状況認識モデルを用いた操船者エラーの背

後要因の検討は，操船者エラーを把握・理解する上で有効な手法の一つである．

(5) 操船者の一般的な見張り作業として，下記に示す船舶は，継続的な見張りが必要な船舶である．

（a）反航船の場合

　航過距離 1.0NMで，距離 1.5NM以下，又は航過距離 0.2NMで，距離 5.0NM以下

（b）同航船の場合

　航過距離 0.5NMで，距離 1.0NM以下，又は航過距離 0.2NMで，距離 2.3NM以下

（c）右舷からの船首横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.8× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 4.5NM（8, 334m）)

（d）右舷からの船尾横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.2× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 5.0NM（9, 260m）)

（e）左舷からの船首横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.8× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 2.0NM（3, 704m）)

（f）左舷からの船尾横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.2× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 2.5NM（4, 630m）)

（g）右舷左舷に関わらず，船首横切り後の場合

　自船からの距離が 1.0NM以下　
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（h）右舷左舷に関わらず，船尾横切り後の場合

継続的な見張りは必要なし

(6) 上記に示す特徴を持った船舶に対し，船上において継続的な情報収集が行われるよう見張り支援を

行うことで，適切な見張りの優先順位を維持することができ，その結果として，見張り不十分とい

う操船者のエラーを抑制することができると考えられる．

(7) 適切な見張りの優先順位を維持するためには，見張りの優先順位に影響を与える，一般的な操船者

のエラーとその背後要因を事前に把握しておく必要がある．
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第 4章

CREAMを用いた衝突海難事例分析及び衝

突海難の背後要因の検討

4.1 緒論

第 3章において，操船者の見張り作業を分析した結果，操船者は自船周囲に複数の船舶が存在する場

合，それらに見張りの優先順位を付けており，見張り不十分として指摘される操船者の行動は，何らか

の背後要因によって操船者の見張りの優先順位が適切ではなくなった結果として生じるものであること

が明らかとなった．さらに，操船者の状況認識モデルを用いて操船者エラーを分析した結果，情報収集

や情報に基づく判断，情報に基づく将来予測において，複数の背後要因が考えられた．

見張り不十分が原因とされる衝突海難の抑制には，適切な見張りの優先順位を維持する対策が必要で

ある．そのためには，見張りの優先順位に影響を与える，操船者エラーとその背後要因を把握しておく

必要があると考えられる．

そこで第 4章では，原子力分野のヒューマンエラー分析に用いられる人間信頼性解析手法の一つであ

る CREAM（Cognitive Reliability and Error Analysis Method）4) を衝突海難分析に用いることがで

きるよう，Common Performance Condition（CPC）や原因ー結果リンク（背後要因の分類）を修正・

整理することで，発生する可能性のある操船者エラーの背後要因を把握した．また，CREAMによる衝

突海難事例の分析を行い，修正した CPCや原因ー結果リンクの妥当性を検証した．

4.2 CREAM（Cognitive Reliability and Error Analysis Method）4)

4.2.1 概要

第 2章で示した海難審判所や海上保安庁の統計結果のとおり，多くの海難が操船者エラーが原因とし

て指摘がされ，第 1章で述べたとおり，操船者エラーの防止を目的とした多くの研究が進められている．
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一方，原子力の分野では，ヒューマンファクターそのものに着目した人間信頼性解析（HRA ： Human

Reliability Analysis）手法が複数提案されている．第一世代の人間信頼性解析手法は，人間のスキルや

ルールベースの行動に焦点を当て，人間の行動はあくまでブラックボックスで扱う手法であった．第二

世代の人間信頼性解析手法は，第一世代で扱われていない人間が行動を決定するまでの文脈（Context）

を考慮する手法である．また，人間信頼性解析手法には，一般的に利用可能なものと，ある特定の分野

に特化し，その手順が公表されていないものがある．一般的に活用できる第二世代の代表的な人間信頼

性解析手法として，ATHEANA（A Thechnique for Human Event Analysis）と CREAM（Cognitive

Reliability and Error Analysis Method）の 2種類がある．ATHEANAは，実際には不適切な行動を

正しい行動であると判断させてしまうのは，文脈の影響であるという考えから，「過誤強制文脈（EFC：

Error Forcing Context）」を導入し，EFCが発生する確率が高い事故シナリオを見つける手法である．

一方，CREAMは事故の背後要因になる可能性のあるものを，表現型（目に見えるもの）と因子型（目

に見えないもの）に分けて分類し，その分類に基づき，背後要因を分析する手法である．本論文では，

発生し易い特定の衝突海難シナリオを見つけるのではなく，衝突海難における操船者エラーの背後要因

となりえる事項を把握することを目的としているため，CREAM手法を用いる．CREAMは，すでに

原子力発電所や鉄道における事故分析に用いられているが，海難分析に用いられた事例は少ない．そこ

で本章では，CREAM 分析に用いる CPC や原因ー結果リンクを海難に特化した表現や分類に修正を

行った．

4.2.2 CREAM分析の手順

CREAMの分析では，事故はあくまで最終的な結果として扱い，その背後には，エラーモード（事故

に結びつく可能性のある行動の分類）が存在し，さらにその背後には，推測をするしかない背後要因が

あると考える．CPCとは，人間，組織，技術の 3要素から構成される全体を Context（文脈）と捉える

概念であり，CREAMでは 9種類の CPCが定義されている．また第 3.2章でも述べたとおり，8つの

エラーモードが定義されており，それぞれのエラーモードに対し，想定できる背後要因がリストアップ

された原因ー結果リンク（原因と結果がリンクされた分類表）が用意されている．CREAMは，これら

CPC，エラーモードと原因ー結果リンクに基づいた分析手法であり，その分析手順と分析における留意

点を表 4.1に示す．また，エラーモード及び CPCと事故の関係及び，分析手順の関係を図 4.1に示す．
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表 4.1: CREAM分析の手順と分析における留意点

手順 分析における留意点

Step1 実際に発生した事柄を詳細に できる限り詳細に記述すべきであるが，

記述する 推論を行ってはならない

Step2 CPCを特定する イベント全体について行い，てきれば

主要な機能単位についても行う

Step3 大きな出来事の時間関係を 図表形式でイベントを表現して，

記述する 手早く参照できるようにする

Step4 興味のある行動を全て選出する 上手くいかなかった行動を全て選出する

Step5 各行動に関してエラーモードを 原因について考えないようにして，

特定する エラーモードを探す

Step6 各エラーモードについて関連する ここでは，複数の後ろ向きの連鎖が

原因ー結果リンクを見つける 挙げられることもある

Step7 全体を記述して，結論を出す 共通して現れる原因や状況を見つける

ようにして，特定した CPCと関連付ける

因子型 表現型
誤った行為の顕在化した様子
Error modes (エラーモード)
→ 観察可能、明確に記述可能

      Man

Technology Oarganization

Actions 
at the

“Sharp end”

 Error
Modes

・特殊な機能
・一般的な機能

・組織
・コミュニケーション

・訓練
・周辺の状況
・労働環境

・装置
・手順
・インターフェース

発生したイベントを説明することできる
ありうる原因を表すもの
→ 推論するしか方法がない
(分類スキーマへの依存性が高い）

これらから構成する全体をContext(文脈)
と捉え、Common Performance Condition
（ CPC：共通作業条件）と呼ぶ

事故

最終的な結果

Step 6 Step 5down topStep 2

Step 7

CPC

Erroneous

ac!on

Timing

Distance

Speed

Direc on Force

Object

Sequence

Dura on

Too early, too late, omission Too long, too short

Reversal, repe  on,

commission, intrusion

Wrong ac on,

wrong object

Too far, too short

Too fast, too slow

Wrong direc on Too much,

too li"le

図 4.1: エラーモード及び CPCと事故の関係及び CREAM分析手順
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4.3 海難に特化した CPC

4.2.2章に述べたとおり，CREAMでは 9種類の CPCが定義されている．定義される CPCを下記に

示す．

(1) Adequacy of organization（組織因子）

(2) Working conditions（作業環境）

(3) Adequacy of man machine interface nad operational support（マンマシンインターフェース）

(4) Availability of procedures/plans（運転手順書）

(5) Number of simulaneous goals（同時に達成する目標）

(6) Available time（時間余裕）

(7) Time of day（時間帯）

(8) Adequacy of training and expreience（訓練・経験）

(9) Crew collaboration quality（クルー協調）

CREAM は海難分析に用いられた事例は少なく CREAM を用いて海難分析を実施するためには，

CPCや原因ー結果リンクを海難に特化したものに修正する必要がある．また，CPCの評価項目をわか

りやすく表現しておくことで，操船者の行動における CPCの影響を，人間信頼性解析の専門家でなく

ても評価が可能となる．

船舶の運航は，船舶の乗組員はもちろん，船舶運航会社や VTS，タグボート等の外部サポートがあ

ることで成り立っている．つまり，CPC として定義される「(1) 組織因子」にはそれらを含める必要

があるため，「安全管理体制」という表現に修正を行った．また，衝突海難の分析においてはコミュニ

ケーションの重要性が指摘され，BRM訓練が実施されている．そこで，CPCとして定義される「(9)

クルー協調」は，「コミュニケーションと情報の共有」という表現に修正を行った．その他の CPCにつ

いても，海難分析に特化した表現に修正を行うと共に，評価項目の具体的な内容を一覧表で整理した．

海難に特化した CPCと評価項目の内容を，表 4.2に示す．



4.3 海難に特化した CPC 79

表 4.2: 海難に特化した CPCの詳細

CPC CPCの具体的な内容 詳細

1 安全管理体制 1.1 教育訓練の内容 1.1.1 船種

の妥当性 の妥当性 1.1.2 操縦性能

1.1.3 航行海域

1.1.4 航行環境

1.1.5 搭載している航海計器

1.1.6 HF

1.1.7 特殊な操縦性能

1.2 教育訓練体制 1.2.1 教育形態

の妥当性 1.2.2 インストラクターの資格

1.2.3 実施間隔

1.2.4 実施時期

1.3 当直管理体制 1.3.1 労務管理

の妥当性 1.3.2 運航管理

1.3.3 管理者の能力

1.4 外部からの支援 1.4.1 情報支援

連絡体制の妥当性 1.4.2 情報伝達・受取能力

1.4.3 VTS

1.4.4 エスコートボート

1.4.5 タグボート

1.4.6 水先人

2 航行・当直環境 2.1 自船の操縦性能 2.1.1 全長

（作業環境） 2.1.2 全幅

2.1.3 喫水

2.1.4 トリム

2.1.5 風圧面積

2.1.6 針路安定性

2.1.7 追従性能

2.1.8 旋回性能

2.1.9 停止性能

2.2 他船の操縦性能 2.2.1 全長
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CPC CPCの具体的な内容 詳細

2.2.2 全幅

2.2.3 喫水

2.2.4 風圧面積

2.2.5 旋回性能

2.2.6 停止性能

2.3 法廷機器の設置状況 2.3.1 双眼鏡

2.3.2 コンパス

2.3.3 レーダ

2.3.4 ARPA

2.3.5 ECDIS

2.3.6 AIS

2.3.7 VHF

2.3.8 汽笛

2.3.9 航海

2.3.10 操舵装置

2.3.11 オートパイロット

2.3.12 舵角指示器

2.3.13 エンジンテレグラフ

2.3.14 速力計

2.3.15 主機

2.3.16 主機回転数計

2.3.17 スラスター

2.3.18 船内電話

2.3.19 ワイパー

2.4 船橋の当直環境 2.4.1 照明

2.4.2 騒音

2.4.3 温度

3 ヒューマンマシン 3.1 航海当直に影響する 3.1.1 双眼鏡

インターフェース 航海機器の故障 3.1.2 コンパス

3.1.3 レーダ

3.1.4 ARPA
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CPC CPCの具体的な内容 詳細

3.1.5 ECDIS

3.1.6 AIS

3.1.7 VHF

3.1.8 汽笛

3.1.9 航海灯

3.1.10 操舵装置

3.1.11 オートパイロット

3.1.12 舵角指示器

3.1.13 エンジンテレグラフ

3.1.14 速力計

3.1.15 主機

3.1.16 主機回転数計

3.1.17 スラスター

3.1.18 船内電話

3.1.19 船内空調

3.1.20 船内照明

3.1.21 ワイパー

3.2 航海当直に影響する 3.2.1 コンパス

航海機器の利便性 3.2.2 レーダ

（アクセス性を含む） 3.2.3 ARPA

3.1.4 ECDIS

3.1.5 AIS

3.1.6 VHF

3.1.7 汽笛

3.1.8 航海灯制御盤

3.1.9 操舵装置

3.1.10 オートパイロット

3.1.11 舵角指示器

3.1.12 エンジンテレグラフ

3.1.13 速力計

3.1.14 主機回転数計
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CPC CPCの具体的な内容 詳細

3.1.15 スラスター制御盤

3.1.16 船内電話

4 操船マニュアルの 4.1 指揮命令系統 4.1.1 指揮命令系統

妥当性 4.2 判断基準 4.2.1 避航基準

4.3 航行環境 4.3.1 航行環境の変化への対応

4.4 HF 4.4.1 ヒューマンエラー対策の考慮

4.5 用語・表現 4.5.1 用語・表現の整合性

4.6 マニュアルの構成 4.6.1 該当部分へのアクセス性

5 同時に達成する 5.1 安全航行に関わる 5.1.1 航行海域

目標数 作業 5.1.2 河航水域の制限

(海域・輻輳度等) 5.1.3 視界による制限

5.1.4 船舶の輻輳度

5.1.5 漁船群

5.1.6 安全航行のための補助作業

5.2 航行業務に関する 5.2.1 船体の整備作業

作業 5.2.2 積荷関連作業

5.2.3 出入港関連作業

6 時間余裕 6.1 タスク以外の作業に 6.1.1 タスク以外の作業に

かけた時間 かけた時間

7 時間帯 7.1 昼間 7.1.1 航行時間帯

7.1.2 操船者のコンディション

7.2 夜間 7.2.1 航行時間帯

7.2.2 操船者のコンディション

8 操船者のリソース 8.1 教育訓練内容の理解 8.1.1 船種

8.1.2 操縦性能

8.1.3 航行海域

8.1.4 航行環境

8.1.5 搭載している航海計器

8.1.6 HF

8.1.7 特殊な操縦性能

8.2 操船者の経験・能力 8.2.1 免許の種類・資格
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CPC CPCの具体的な内容 詳細

8.2.2 乗船経験

8.2.3 当直者数

8.2.4 当直者の体調

8.2.5 安全に対する意識レベル

8.2.6 航海当直のモラル

8.3 その他 8.3.1 操船者個人の

リソースを減らす作業 作業にかけた時間

8.3.2 その他の

作業にかけた時間

9 コミュニケーション 9.1 船内コミュニ 9.1.1 船橋内

ケーションと ケーションと情報の共有 9.1.2 船長と当直者間

情報の共有 9.1.3 船橋と機関室

9.1.4 SMSマニュアル

9.1.5 船長命令簿

9.1.6 引継ぎメモ（当直者間）

9.1.7 口頭による伝達事項

9.2 他船との 9.2.1 汽笛

コミュニケーションと 9.2.2 VHF

情報の共有 9.2.3 AIS

9.2.4 灯火・形象物

（国際信号旗含む）

9.2.5 昼間信号灯

9.3 その他 9.3.1 エスコートボート

タグ

9.3.2 VTS
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4.4 海難に特化した CPCの依存関係

CREAMで定義されている CPC間には，依存関係も定義されている（表 4.3）．第 4.3章で修正した

海難に特化した CPCと同様，海難独特の CPC間の依存関係が存在すると考えられ，海難分析に用い

る前に，分析で重要視する CPCの依存関係を明らかにしておく必要がある．そこで，海難に特化した

CPCの依存関係を明らかにするための，アンケート調査を実施した．

表 4.3: Hollnagelの定義する CPCの依存関係
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1 Adequacy of organization

2 Working conditions + + + + +
3 Adequacy of MMI and operational support +
4 Availability of procedures / plans +
5 Number or simultaneous goals － － －
6 Available time + + + － + +
7 Time of day

8 Adequacy of training and experience +
9 Crew collaboration quality + +

＋：Direct, －：Indirect

4.4.1 アンケート調査方法

アンケート調査は，航海訓練所*1の協力を得て，練習船の航海士を中心に，実施した．調査票は，計

72 通りの CPC 間の依存関係を明らかにするため，設問にて各 CPC 間で影響があるかどうかを問い，

図 4.2に示すように，依存関係があると考える場合は，CPC間を実線で結び，依存関係がないと考える

場合には，CPC間の破線に ×印をつける形式とした．調査員は，訪船もしくは訪問により，アンケー

*1 独立行政法人 航海訓練所　：　帆船の日本丸，海王丸，ディーゼル船の大成丸，銀河丸，青雲丸の 5隻の練習船により，航

海訓練及び船員教育を行っている．
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ト調査表の趣旨と回答方法を説明し，インフォームドコンセントを得た上で調査票を配布し，解答用紙

は郵送によって回収した．アンケート調査表の配布部数は，合計 58部，このうち 57件の回答が得られ

た．調査期間は，2012年 12月から 2013年 2月であった．

CPC 1
安全管理体制の妥

当性

CPC 2
航海当直環境

CPC 1
安全管理体制の妥

当性

CPC 2
航海当直環境

CPC 1
安全管理体制の妥

当性

CPC 2
航海当直環境

CPC 1
安全管理体制の妥

当性

CPC 2
航海当直環境

【Case A】

CPC1 は CPC2 に影響を与えるが、

CPC2 は CPC1 に影響は与えないと考える場合

【Case B】

CPC2 は CPC1 に影響を与えるが、

CPC1 は CPC2 に影響は与えないと考える場合

【Case C】

CPC1 は CPC2 の相互で影響を与えると考える場合

記録用紙

図 4.2: アンケート調査表の記入例

4.4.2 調査結果

アンケート回答者の乗船経験や船種，また乗船中の役職について，表 4.4に示す．

CREAMでは図 4.3に示すように，19通りの依存関係を定義している．そこで，アンケート調査の

結果，依存関係があると回答された CPCの組み合わせを，回答が多い順番に並べ，上位から 19位まで

の組み合わせ（計 23通り）の依存関係を抽出した．図 4.5は，すでに定義されている CPCの依存関係

と，本調査で抽出した海難に特化した CPCの依存関係を比較した図であり，これらには，一部差があ

ることが明らかとなった．図 4.5より，すでに定義された CPCの依存関係と共通する依存関係は 11通

り抽出され，12通りの新たな依存関係が追加され，かつ，9通りの依存関係が失われた結果となった．

図 4.5 より，ヒューマンマシンインターフェースは，最も他の CPC へ影響を与える CPC である．

ヒューマンマシンインターフェースには新たな依存関係が追加されており，例えばヒューマンマシンイ

ンターフェースが良くなることで，早く他船の情報を参照でき，周囲の状況を把握できる等，操船者の

リソースが増えるケースや，コミュニケーションが取りやすくなるという影響が想定されたと考えられ

る．一方，航行当直環境や時間余裕，操船者のリソースは，他の CPCから多くの影響を受ける CPCで

ある．時間余裕は，元々航海当直環境へ影響を与えると定義されており，アンケート調査でも同様の結

果が得られている．しかし，海難の分析においては，時間余裕という CPCは，同時に達成する目標や

操船者のリソース，コミュニケーションと情報の共有等，多くの CPCへ影響を与えるものであると言
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える．つまり，操船者の見張り作業において，時間余裕は重要な条件の一つであると考えられる．

表 4.4: アンケート回答者の情報

No. 海技免状 乗船している船種 役職 No. 海技免状 乗船している船種 役職

1 二級 Cargo C/O 29 一級 練習船 1/O

2 三級 Cargo 2/O 30 二級 練習船 3/O

3 四級 回答なし 2/O 31 三級 練習船 その他

4 三級 Cargo C/O 32 一級 客船，練習船 C/O

5 四級 Cargo 2/O 33 二級 練習船 B3/O

6 一級 練習船 C/O 34 三級 練習船 B3/O

7 一級 練習船 1/O 35 三級 練習船 その他

8 二級 練習船 その他 36 二級 練習船 3/O

9 一級 練習船 C/O 37 一級 Bulker C/O

10 一級 練習船 Capt. 練習船

11 一級 練習船 1/O 38 一級 練習船 2/O

12 一級 練習船 C/O 39 三級 練習船 3/O

13 一級 練習船 C/O 40 一級 練習船 Capt.

14 一級 練習船 1/O 41 一級 練習船 1/O

15 一級 練習船 C/O 42 一級 練習船 Capt.

16 一級 練習船 1/O 43 一級 練習船 1/O

17 一級 練習船 1/O 44 三級 練習船 B3/O

18 一級 練習船 C/O 45 三級 練習船 3/O

19 一級 練習船 1/O 46 三級 練習船 B3/O

20 二級 Cargo B2/O 47 一級 練習船 B2/O

練習船 48 二級 練習船 2/O

21 一級 練習船 Capt. 49 一級 練習船 C/O

22 二級 コンテナ船 B3/O 50 一級 練習船 Capt.

タンカー 51 一級 練習船 Capt.

練習船 52 一級 練習船 2/O

23 三級 PCC*2，LNG*3 C3/O 53 三級 練習船 B3/O

練習船 54 三級 練習船 3/O

24 一級 練習船 C/O 55 三級 練習船 C3/O

25 一級 練習船 2/O 56 三級 練習船 C3/O

26 二級 練習船 3/O 57 二級 練習船 C3/O

27 二級 練習船 2/O

28 一級 練習船 Capt.

*2 Pure Car Carrier

*3 Lique�ed Natural Gas Carrier
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表 4.5: CPCの依存関係と本調査で抽出した海難に特化した CPCの依存関係の比較

1 2 3 4 5 6 7 8 9

安
全
管
理
体
制
の
妥
当
性

航
行
当
直
環
境

ヒ
ュ
ー
マ
ン
マ
シ
ン
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス

操
船
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
妥
当
性

同
時
に
達
成
す
る
目
標
数

時
間
余
裕

時
間
帯

操
船
者
の
リ
ソ
ー
ス

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
情
報
共
有

1 安全管理体制の妥当性

2 航行当直環境 ++ ++ + ++ － ++
3 ヒューマンマシンインターフェイス －
4 操船マニュアルの妥当性 － －
5 同時に達成する目標数 + － ++ － + +
6 時間余裕 + － ++ － ++ ++ + ++
7 時間帯

8 操船者のリソース ++ + + + +
9 コミュニケーションと情報共有 － + + ++

＋＋：共通項目、＋：追加項目、－：削除項目

影響を与えるCPC

影響を受けるCPC

次に操船者のリソースに着目すると，船舶運航においては，同時に達成する目標と時間余裕に影響が

あると考えられている．操船者のリソースとは，表 4.2にも示したとおり，操船者の経験や能力を含む．

そのため，複数の船舶への見張り作業，通信をしながらの見張り作業の継続等，同時に達成する目標数

や，時間余裕へ影響があると考えられる．操船者の見張り作業では，船橋内やエンジンルームとのやり

取り，VTSやタグボートとの連絡等，コミュニケーションや情報の共有が重要視されており，オペレー

タ室で色々な作業が完結される原子力分野とは異なる部分と言える．コミュニケーションと情報の共有

は，操船者のリソースに影響を与えると考えられ，かつ，使用する無線通信機器等のヒューマンマシン

インターフェースに，コミュニケーションと情報の共有が影響を受けると考えられる．
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4.5 海難分析に特化した原因ー結果リンク

第 4.2章の表 4.1に示すとおり，CREAM分析では，CPCの特定の後，Step5でエラーモードを特定

し，Step6では，定義された原因ー結果リンクに基づき，特定した各エラーモードが関連する先行条件

を辿る必要がある．原因ー結果リンクは，MTO(Man，Tchecnology，Organizaition)の観点から，い

くつかのグループ（分類）が定義され，それぞれのグループで，一般的な結果，一般的な先行条件，特

定の先行条件の 3つが整理されている．原因ー結果リンクと各グループ関係について，図 4.3に示す．

A.1

A.2

A.3

A.n

A

B.1

B.2

B.3

B.n

B

C.1

C.2

C.3

C.n

C

図 4.3: 原因ー結果リンクとグループ間の関係

図 4.3の矢印は，それぞれの先行条件が一般的な結果に結びつくリンクを示しており，グループ Bの

一般的な結果に入るリンクや，グループ Aの先行条件 A.1から出ているリンクは，この図には含まれな

い分類へのリンクを示す．一般的な先行条件は，別のグループの原因ー結果リンクの結果に結びつけら

れている．すでに定義されている原因ー結果リンクは，あくまで複数のグループで表現された一覧表で

あり，グループ間の関係を探し難いという欠点がある．また，海難に特化した先行条件があると考えら

れることから，原因ー結果リンクを，分析に使いやすいよう，グループ間の関係が分かるよう，ラベル

を付加した．また，海難に特化した先行条件として，7つのグループの特定の先行条件に，以下の条件

を追加した．

•「一時的な機能不全」グループ

管理の問題，個人の健康管理不足，習慣 ·日課，経験，他者への過信，上下関係

•「永久的な機能不全」グループ
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習慣 ·日課，経験

•「永久的なインタフェースの問題」グループ

船内空間の限界,船舶ごとに異なる機器配置

•「コミュニケーション」グループ

習慣，混乗船，上下関係

•「組織」グループ

メンテナンス計画 ·期間，メンテナンス作業者の配置，不適切な管理計画，利益優先の管理方針，不

適切な管理者の配置，利用者による意見の反映不足，コスト不足，減速運航，定時運航

•「環境状況」グループ

屋外作業，長時間の作業，管理不足，機器の老朽化，機器の故障，開口部の閉め忘れ，逆光，薄明時

等の時間帯，明るさ等のレベル調整不足

•「作業環境」グループ

社会的な圧力，船内空間の限界，配線計画の問題，混乗船
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4.6 CREAMを用いた衝突海難事例分析

CREAMを海難分析に用いるにあたり，修正を行った CPCや原因ー結果リンクの妥当性を検証する

ため，海難審判裁決録及び運輸安全委員会の船舶事故調査報告書における衝突海難に関する情報を用い

て，CREAMの手順に沿って海難事例分析を行った．分析の対象とした衝突海難と，その特徴について

表 4.6に示す．海難審判裁決録及び運輸安全委員会の船舶事故調査報告書（以下，報告書）では，調査官

の考察や所見等の中で，調査機関が認めた内容が含まれている．そこで，報告書の「第 2章 事実情報」

のみに着目し，「第 3章 分析」に記載されている事項を極力参照せず，衝突に至る事実の経過のみに基

づく分析を行った．

表 4.6: CREAMによる分析を行った衝突海難事例とその特徴

衝突海難事例 海難の特徴

事例 1 貨物船 HARMONY WISH 瀬戸内海（推薦航路：周防灘航路），

貨物船しんかずりゅう 衝突 視界制限状態

事例 2 貨物船 NORD POWERE 狭い航路（出港から，関門航路へのアプローチ），

貨物船 HAI YING 衝突 複数の関係船，水先人が 2名乗船

事例 3 自動車専用船 CYGNUS ACE 沿岸海域 （伊豆大島東方沖），

多目的船 ORCHID PIA 衝突 夜間， 油流出

4.6.1 衝突海難事例の分析 1（貨物船 HARMONY WISH 貨物船しんかずりゅう）

(1) 衝突海難事例 1の概要

衝突海難事例 1は，視界制限状態の中，推薦航路である周防灘航路で発生した，貨物船同士の衝

突海難である．本分析では，船舶事故報告書にしたがって，貨物船 HARMONY WISHを A 船，

貨物船 しんかずりゅうを B船と定義し，分析を実施する．両船とも，視界制限状態にも関わらず，

霧中信号や減速航行等を行っておらず，お互いが相手船を初認したのは，衝突の 6～7分前，距離に

して 2NM程度である．また両船とも，衝突の 2分前まで，大きな避航動作を取っていない．両船

の推定航跡と避航動作の概要を図 4.4に示す．図 4.4において，オレンジ色の線は A船の航跡，青

色の線は B船の航跡，航跡上の数字は時刻を示す．また，赤色の ×は衝突位置を示す．
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左転

減速

15°左転

13°右転

右舵

一杯
減速

右転

レーダで B船を発見

推薦航路に対し、ほぼ平行に航行

レーダで A船を発見

推薦航路に対し、横切る姿勢で航行

図 4.4: 推定航跡と避航動作（衝突海難事例 1）

(2) CPC評価

表 4.7: CPC評価結果（衝突海難事例 1，A船）

影響の 影響のない 悪影響のある CPCの評価理由

ある 作業環境 作業環境

作業環境

安全管理体制 非常に 効果的 効果的 非 視界制限状態になった場合に，船長への報告を指示

の妥当性 効果的 でない 効果的 していたが，見張り員の増員はしていない．

航海・当直環境 好都合 合っている 合っていない 不適切な照明や雑音の存在はなかったと考えられる．

MMIの 有効 適切 我慢 不適切 レーダを適切に設定・使用できていなかったことが

妥当性 できる 想定される

手順・計画 適切 受容可能 効果的 非 霧中航行中の作業（汽笛・灯火の使用，減速航行等）

の妥当性 でない 効果的 を一切行っていなかった．

同時に達成 許容 許容と 許容を越える 霧中航行は通常想定できる状況であり，周囲の船舶が

する目標 未満 同じ 多かったという記述もない

時間余裕 十分 一時的に 常時 情報収集に時間を取られ，霧中航行中に行うべき作業や

不十分 不十分 船長への報告のタイミングを逃したことが想定できる．

時間帯 日中 夜間 事故は日中（通常当直時間中）に起こっている．

（適合） （不適合）

操船者の 非常に 良い 良くない 霧中航行中の作業を一切行っていない．

リソース 良い 視界制限状態にも関わらず，左転を選択している．

コミュニ 非常に 効果的 効果的 非 Q/M とのコミュニケーションが取れていなかったことが

ケーションと 効果的 でない 効果的 想定される

情報の共有
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表 4.8: CPC評価結果（衝突海難事例 1，B船）

影響の 影響のない 悪影響のある CPCの評価理由

ある 作業環境 作業環境

作業環境

安全管理体制 非常に 効果的 効果的 非 視界制限状態になることが想定されたため，船長から

の妥当性 効果的 でない 効果的 Watch Level を上げる指示が出されていた．（機関長昇橋）

航海・当直環境 好都合 合っている 合っていない 不適切な照明や雑音の存在はなかったと考えられる．

MMIの 有効 適切 我慢 不適切 レーダを適切に設定・使用できていなかったことが

妥当性 できる 想定される．

手順・計画 適切 受容可能 効果的 非 霧中航行中の作業を一切行っていなかった．

の妥当性 でない 効果的 推薦航路にも関わらず斜航していた．

同時に達成 許容 許容と 許容を越える 霧中航行は通常ありえる状況であり，周囲の船舶が

する目標 未満 同じ 多かったという記述もない．

時間余裕 十分 一時的に 常時 情報収集に時間を取られ，霧中作業のタイミングを逃した

不十分 不十分 と考えられる．

時間帯 日中 夜間 事故は日中（通常当直作業中）に起こっている．

（適合） （不適合）

操船者の 非常に 良い 良くない 霧中作業を一切行っていない．

リソース 良い

コミュニ 非常に 効果的 効果的 非 機関長とのコミュニケーションの記述が一切なく，

ケーションと 効果的 でない 効果的 情報の共有がされていなかったことが想定できる．

情報の共有

船舶事故調査報告書 (MA2012-2)に記載されている事故の経緯を踏まえ，A船と B船それぞれに

ついて，CPCの評価を行った．CPCの評価結果を，表 4.7及び表 4.8に示す．A船，B船共に同

じ評価結果となり，悪影響のある作業環境として，MMIの妥当性や手順・計画の妥当性，操船者の

リソース，またコミュニケーションと情報の共有の 4つの CPCが抽出された．

(3) エラーモードの特定

悪影響のある作業環境として評価された CPC に着目して，エラーモード分析を行った．まず，

衝突海難事例 1における大きな出来事の時間的変化を理解するため，時系列に衝突海難事例 1の関

係者の行動等を整理した（表 4.9）．表 4.9は，衝突海難事例 1にの関係者を列，時刻を行，ある時

刻に関係者が取った行動等を示している．表 4.9の中から，興味のある行動を選出し，エラーモー

ドを特定した結果を，表 4.10と表 4.11に示す．本事例では，A船 B船それぞれで，4つのエラー

モードを特定した．
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表 4.9: 各船におけるイベントの時間的変化（衝突海難事例 1）

A船 B船

Capt. 2/O Q/M Capt. C/O

5/20 阪神港を出港，瀬戸内経由，中国寧波へ

5/21

09:00 船橋当直

12:00 福岡県苅田を出港，福山港へ

12:30 引継ぎ 昇橋，引継ぎ 単 独 当 直 ，針

路 093°，対水

11knot　

13:00 視程が悪いので見
張りを慎重に行う
こと等を指示し，当
直交代．自室で休
息．

船橋当直，霧中信号行わず，レー
ダ�3NMレンジ，周防灘を西進（針
路 282°），対水 10knot

手 動

操舵

14:25 時々視界が悪くな
るので注意するよ
うにと指示し，当直
交代．降橋の際，機
関室にて機関長に
船橋での見張りを
手伝うよう指示し
た後，自室で休息．

船橋当直．周防灘航路の

中央線を南側から北側へ

向けて横切る姿勢で斜航．

針路 093°（進路 095），

自動操舵．

14:30

頃

周防灘航路の中央線の南側か
ら北側に向けて横切りながら
東進

14:49 霧のため視程が 100mになる

霧中信号行わず，自動操

舵

14:52 周防灘航路の中央線右側を，針
路 282° (進路 279° )，速力
10.1knotで航行．レーダで B船
を探知 (左舷船首 010，2.5NM)．
AIS で B 船の動静を確認（B 船
の情報が表示されていなかった）．

14:53

頃

3NM レンジとしたレーダに
より，A 船を探知（右舷船首
008，2.0NM）．A 船は周防
灘航路を北側から南側に斜航
しているものと思い込み，針
路保持．

14:54 A 船が周防灘航路の中央線右側，
B 船が左側を航行していいるの
で，両船が互いに左舷を対して通
過することになると思い，通過距
離を広げるため，約 13 度右転し，
針路 295° (進路 292) に変針．

時 間

不明

B 船と左舷を対して通過する状況
であると思い込んで，B 船はレー
ダのみで探知していたが，B 船と
著しく接近することとなるかどう
か又は衝突するおそれがあるかど
うかを適正に判断せず，速力を保
持．
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A船 B船

Capt. 2/O Q/M Capt. C/O

14:56

頃

B 船のレーダ映像が A 船の正船
首 0.92NM を右方に横切り，互
いに右舷を対して通過する姿勢と
なったので，通過距離を広げよう
と約 15度左転し，針路 285° (進
路 280° ) に変針．B 船のレーダ
映像がA船に接近してくるのを認
めた．

14:57

頃

B船と衝突の危険を感じ左転．

微速力前進に減速．

A船のレーダ映像が B船

に向けてまっすぐに接近

してくるので，A 船と接

近することになると思い，

自ら手動操舵について，右

転．（約 120～125°とし

た）

14:58

頃

針路 272° (進路 264° )，左

舵一杯．

右転したのちも A 船の

レーダ映像が B 船に向け

てまっすぐに接近してく

るので，汽笛：長音 1回，

微速力前進，右舵一杯，機

関停止．

14:59

頃

減速時の機関音

の変化に気付き

昇橋．

機関長からの電

話連絡を受け，昇

橋．

A 船を左舷至近に視認し

た直後

衝突
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表 4.10: 特定したエラーモード（衝突海難事例 1，A船）

エラーモード エラーモードの内容 選出した行動

A1-A1
順序
<省略> 必要な霧中信号を行わず (13：00より前) 視界制限状態となったが，霧

中信号を行わず，約 10kn の対水速力で周防

灘を西進

A1-A2
タイミング
<遅すぎ> 遅すぎる他船の発見 (13：00) レーダを主に 3NMレンジとして見

張りを行い，(14：52) レーダで距離 2.5NM

付近に B船を探知

A1-A3
方向
<間違った方向> 相手船の動静の思い込みによ

る右転

(14：54) B船と左舷を対して通過する状況で

あると思い込んでいたので，通過距離を広げ

るため，右に変針

A1-A4
方向
<間違った方向> 予防法で禁止されている，視界

制限状態における左転

(14：56) B船のレーダ映像が自船の正船首を

右方に横切ったのを認め，B 船と右舷を対し

て通過する姿勢となったと判断し，通過距離

を広げようと左転

表 4.11: 特定したエラーモード（衝突海難事例 1，B船）

エラーモード エラーモードの内容 選出した行動

A1-B1
方向
<間違った方向> 推薦航路における斜航 (14：25) 周防灘航路の中央線を南側から北側

へ向けて横切る姿勢で斜航，（14：30頃）周防

灘航路の中央線の南側から北側に向けて横切

りながら東進

A1-B2
順序
<省略> 必要な霧中作業を行わず (14：49) 霧中信号を行わず，約 11knの速力

を保持して（減速せず）

A1-B3
タイミング
<遅すぎ> 遅すぎる他船の発見 (14：53頃) 3NMレンジとしたレーダにより，

A船を探知

A1-B4
順序
<省略> 相手船の動静を思い込んだこ

とにより，避航動作が行われ

ず

(14：53ごろ) A船は周防灘航路を北側から南

側に斜航しているものと思い込み，針路速力

を保持
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(4) 原因ー結果リンクの抽出

特定したそれぞれのエラーモードについて，原因-結果リンクを辿った結果（エラーモード分析結

果）を図 4.5から図 4.12に示す．図 4.5から図 4.8は A船のエラーモード分析結果，図 4.9から図

4.12は B船のエラーモード分析結果である．図 4.5から図 4.12において，グレーで塗りつぶされ

た部分は，選出した行動を分類したエラーモード，黒色の枠で囲われた部分は，報告書に明確に記

載のある事項から原因-結果リンクを辿った結果，グレーの枠で囲われた部分は，報告書に明確な記

載はないものの，想定できる原因ー結果リンクを辿った結果を示す．枠で囲われていない文章は，

それぞれの原因や結果の詳細である．A船のエラーモード分析結果をまとめたものを図 4.13，B船

のエラーモード分析結果をまとめたものを図 4.14に示す．

順序＜省略＞

霧中信号を行わず

針路を保持できる
最小限度の速力と
せず

法定灯火を表示せず

人間・一時的性質：：
記憶違い＜忘れ＞ [特定] その他の優先順位

霧中航行での作業を
忘れていたか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞ [特定] 習慣、日課

日頃から霧中航行中に、霧中信号等を
行っていなかったのではないか

他船や航路ブイを探すことに集中
していたか

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定] 習慣、日課

機関室当直者（整備作業中の可能性
大）に連絡が必要であり、
速力の変更をし難かったのではないか

※速力変更のみ

霧中信号等を行わなくても安全
航行できると油断していたか

機関当直者とのコミュニケーションが積極的
には行われていなかったのではないか

図 4.5: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 A，A1-A1）

タイミング＜遅すぎ＞

2.5NMの距離でB船
を探知（発見遅れ）
複数のレーダを起動
していたかどうか？

手順：：手順が不適切

観察：：観察の失敗

長距離レンジの切り替えを行って
いなかったのではないか
複数のレーダを使用していなかっ
たのではないか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

レーダを常時見ていな
かったのではないか

組織：：設計の失敗

視界制限状態における、長距離レ
ンジの切り替え・複数のレーダの
使用の手順・指示はあったか

解釈：：不完全な分析
人間・

永続的性質：：
認知的先入観

[特定] 経験

少し前のレーダ観察では船は探知しなかったの
で、周囲に船はいないと思い込んだか

周防灘航路に沿って航行しているため、
見合い関係が悪くなる船はいないと思ったか

経験上、この航路を横切
る船に遭遇したことがな
かったのではないか

図 4.6: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 A，A1-A2）



4.6 CREAMを用いた衝突海難事例分析 97

方向＜間違った方向＞

約13度の右転 B船は航路に沿って航
行していると思い込み

お互いに左舷を対し
て通過することにな
ると思い

計画：：不適切な計画

右転で通過距離を
広げる

解釈：：誤った予測 人間・永続的性質：：
認知的先入観

インターフェース問題・
一時的：：不完全な情報

レーダ設定が不適切で、
必要な情報を得られな
かったか

手順：：手順が不適切 [特定] 表示雑音

継続的な情報収集を行っていなかったか
情報収集時間が十分取れていなかったか

断片的な情報・雑音の多い情報等
を用いていたのではないか

図 4.7: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 A，A1-A3）

方向＜間違った方向＞

左転 B船は自船船首を横切ったため、
左転しているものと思い込んだか

計画：：不適切な計画

左転により通過距離を
広げる

解釈：：誤った予測 人間・永続的性質：：
認知的先入観

予防法で視界制限状態
での左転が禁止されて
いることを忘れていたか

予防法で禁止されている
左転をなぜ選択したのか

[特定]
前提条件の見落とし

通過距離を広げる行動の選択肢として、
機関操作を考えていなかったか

人間・一時的：：
記憶違い<忘れ>

[特定]学習から
長時間経過
乗船実習・大学
の卒業、もしくは
社内研修から、
長い年月が経っ
ていたか

図 4.8: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 A，A1-A4）

方向＜間違った方向＞ 解釈：：不完全な分析 観察：：識別誤り

推薦航路を斜航 航路を横切っている
認識があったか

自船と航路ブイの位置
関係を認識していたか

右側航行が一般的な航路で
なぜ斜航したのか

計画：：不適切な計画 [特定]目標の誤り

南東流の潮流を考慮して、予定進路より
も北寄りのコースとしていたか

予想よりも潮流が弱く、ほとんど
流されなかったのではないか

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗
間もなく変針点である引き継
ぎがなかったのではないか

[特定] 習慣、日課
人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

[特定]あいまいな信号
レーダ映像だけの情報
（ECDISは搭載されてい
なかった可能性が高い）

[特定] 雑音<他の重要情報>
視界制限の情報が優先されたのでは

いつもポジションについては詳しく引き継ぎ
を行っていなかったのではないか
目視での引き継ぎだけだったのではないか

日常的に航行している場所
であり、いつも通りの見張り
をしていれば安全に航行で
きるという油断があったの
ではないか

図 4.9: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 B，A1-B1）
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順序＜省略＞ 人間・一時的性質：：
記憶違い＜忘れ＞ [特定] その他の優先順位

霧中信号を行わず

針路を保持できる
最小限度の速力と
せず

霧中航行での作業を
忘れていたか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞ [特定] 習慣、日課

法定灯火を表示せず
日頃から霧中航行中に、霧中信号等を
行っていなかったのではないか

他船や航路ブイを探すことに集中
していたか

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定] 習慣、日課

機関長が船橋にいる状況の中、
速力の変更をし難かったのではないか

※速力保持のみ

機関当直者とのコミュニケーションが、
日常的に少なかったのではないか

霧中信号等を行わなくても安全
航行できると油断していたか

図 4.10: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 B，A1-B2）

タイミング＜遅すぎ＞ 手順：：手順が不適切

観察：：観察の失敗

2NMの距離でA船を
探知（発見遅れ）

長距離レンジの切り替えを行って
いなかったのではないか
複数のレーダを使用していなかっ
たのではないか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

複数のレーダを起動
していたかどうか？

レーダを常時見ていな
かったのではないか

組織：：設計の失敗

視界制限状態における、長距離レ
ンジの切り替え・複数のレーダの
使用の手順・指示はあったか

解釈：：不完全な分析
人間・

永続的性質：：
認知的先入観

[特定] 疲労/[特定] 他者への過信
/[特定] 習慣、日課

少し前のレーダ観察では船は探知しなかったので、
周囲に船はいないと思い込んだか

出港して3時間、荷役作業の疲れが残っていたか。
いつもは一人で当直するコースであり、機関長の能力を過信したか
先輩の船乗り（機関長）への遠慮があったのではないか

図 4.11: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 B，A1-B3）

順序＜省略＞ 解釈：：誤った予測

針路速力を保持

人間・永続的性質：：
認知的先入観

避航動作（減速
変針）なし

計画：：不適切な計画

A船の動向に関する予測

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定] 習慣、日課

機関長が船橋にいる状況の中、
速力の変更をし難かったのではないか

針路速力を保持し、
左舷対左舷で航過する

インターフェース問題・
一時的：：不完全な情報

レーダ設定が不適切で
必要な情報を
得られなかったか

手順：：手順が不適切 [特定] 表示雑音

継続的な情報収集を行っていなかったか
情報収集時間が十分取れなかったか

機関当直者とのコミュニケーションが積極的
には行われていなかったのではないか

断片的な情報・雑音の多い情報等
を用いていたのではないか

図 4.12: エラーモード分析結果（衝突海難事例 1，船舶 B，A1-B4）
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順序＜省略＞

霧中信号を行わず
法定灯火を表示せず
針路を保持できる最小限度の速力とせず

タイミング＜遅すぎ＞
B船の発見遅れ

方向＜間違った方向＞
相手船の動静の思い込みによる右転

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意>

コミュニケー
ション：：
コミュニケー
ションの失敗

人間・一時的
性質：：
記憶違い
<忘れ>

手順：：
手順が
不適切

観察：：
観察の
失敗

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意 >

計画：：
不適切な
計画

[特定]
習慣日課

[特定]
その他の
優先順位

人間・永続的性質：：
認知的先入観

解釈：：
誤った
予測

[特定]
経験

組織：：
設計の
失敗

解釈：：
不完全な
分析

※速力
保持のみ

方向＜間違った方向＞
視界制限状態における左転

計画：：
不適切な
計画

[特定]
前提条件の
見落とし

インターフェース問題
一時的：：
不完全な情報

解釈：：
誤った
予測

人間・一時的
性質：：
記憶違い
<忘れ>

[特定]
学習から
長時間経過

手順：：
手順が
不適切

[特定]
表示
雑音

図 4.13: A船のエラーモード分析結果（衝突海難事例 1）

方向＜間違った方向＞
推薦航路を斜航

順序＜省略＞

霧中信号を行わず
法定灯火を表示せず
針路を保持できる最小限度の速力とせず

タイミング＜遅すぎ＞
A船の発見遅れ

順序＜省略＞
避航動作なし

解釈：：
不完全な
分析

コミュニケー
ション：：
コミュニケー
ションの失敗

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意>

計画：：
不適切な
計画

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意>

コミュニケー
ション：：
コミュニケー
ションの失敗

人間・一時的
性質：：
記憶違い
<忘れ>

手順：：
手順が
不適切

観察：：
観察の
失敗

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意>

コミュニケー
ション：：
コミュニケー
ションの失敗

計画：：
不適切な
計画

観察：：
識別誤り

[特定]
あいまい
な信号

[特定]
雑音
<他の重
要情報>

[特定]
習慣日課

[特定]
その他の
優先順位

人間・永続的性質：：
認知的先入観

解釈：：
誤った
予測

[特定]
疲労

[特定]
他者への
過信

[特定]
目標誤り

組織：：
設計の
失敗

解釈：：
不完全な
分析

※速力
保持のみ

インターフェース問題
一時的：：
不完全な情報

手順：：
手順が
不適切

[特定]
表示
雑音

※速力
保持のみ

図 4.14: B船のエラーモード分析結果（衝突海難事例 1）
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(5) CREAM分析結果 (衝突海難事例 1)

CPCの評価，エラーモードの特定，それぞれのエラーモードに関する分析から，本事例の A船に

おける直接要因は，互いに左舷を対して航過するという B船に対する誤った将来予測と，左転によ

る航過距離の確保という行動決定の誤りであることが考えられる．さらに，A船における背後要因

は，認知的先入観（思い込み）や不完全な情報に基づく判断等が考えられる．報告書には，「航海士

Aが B船と著しく接近することになるかどうか又は衝突する恐れがあるかどうかを適正に判断しな

かったため針路を交差させて左舷船首方向から接近する B船の態勢に気付かず，衝突」と記載され

ており，衝突のおそれについて適正な判断をしなかった背後には，レーダで B船を左舷船首方向に

発見した際，B船と左舷を対して降下する状況であると思い込んだことによるものと考えられる．

また，B船における直接要因は，A船の発見遅れや，推薦航路を斜航したという行動決定の誤り

であることが考えられ，背後要因として，日常的に航行している海域であり，油断があったことや，

A船は推薦航路を斜航しているいう思い込みが考えられる．報告書においても，「A船は周防灘航

路の中央線を北側から南側に向けて横切りながら斜航しているものと思い込んだこと」が原因とし

て挙げられている．この様に，衝突海難事例 1における CREAM分析結果は，報告書で指摘され

た事故原因（結論）と，動揺の要因を指摘しており，報告書で指摘されていない，想定できる背後

要因についても複数指摘することができた．

4.6.2 衝突海難事例の分析 2（貨物船 NORD POWERE 貨物船 HAI YING）

(1) 衝突海難事例 2の概要

衝突海難事例 2は，関門航路で発生した貨物船同士の衝突海難である．本分析では，船舶事故報

告書にしたがって，貨物船 NORD POWERを A船，貨物船 HAI YINGを B船と定義し，分析

を実施する．A船は，水先人を 2名乗船させ，入り船右舷着けで着岸している状態から，衝突の約

24分前に離岸し，関門航路へ入る際，関門航路を西から東へ航行中の B船と衝突した．A船には

4隻のエスコートボートがおり，VHFを使わず，エスコートボートを経由した他船へのコンタクト

が行われている事例である．両船の推定航跡と避航動作の概要を図 4.15に示す．図 4.15において，

オレンジ色の線は A船の航跡，青色の線は B船の航跡，航跡上の数字は時刻を示す．また，赤色の

×は衝突位置を示す．
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0742

0740

0735
0718

0740

0735

0730

0726

後進を指示

左舵

30 度

翼角を 16 度から

18 度へ

A船とタグ 4隻

を初めて視認

0730

B 船を視認

B 船

Ａ船

図 4.15: 推定航跡と避航動作（衝突海難事例 2）
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(2) CPC評価

船舶事故調査報告書 (MA2010-5)に記載されている事故の経緯を踏まえ，A船と B船それぞれに

ついて，CPCの評価を行った．CPCの評価結果を，表 4.12及び表 4.13に示す．A船，B船共に

同じ評価結果となり，悪影響のある作業環境として，安全管理体制の妥当性，手順・計画の妥当性

や同時に達成する目標，操船者のリソース，またコミュニケーションと情報の共有の 5つの CPC

が抽出された．

表 4.12: CPC評価結果（衝突海難事例 2，A船）

影響の 影響のない 悪影響のある CPCの評価理由

ある 作業環境 作業環境

作業環境

安全管理体制 非常に 効果的 効果的 非 船橋には必要な人員が配置されていたが，衝突危険が

の妥当性 効果的 でない 効果的 生じた際，船長が操船権を取らなかった．

航海・当直環境 好都合 合っている 合っていない 不適切な照明や雑音の存在は無かったと考えられる．

MMIの 有効 適切 我慢 不適切 B 船への指示は，主にタグボート経由で行い，VHF による

妥当性 できる 意思疎通を行っていなかったが，装置の問題ではない．

手順・計画 適切 受容可能 効果的 非 B 船の行先信号が確認できなかった場合に，意思疎通を

の妥当性 でない 効果的 行わなかった．航路航行中の B 船を横切る計画を立てた．

同時に達成 許容 許容と 許容を越える B 船だけでなく，関門航路を連なって西進する船舶や，

する目標 未満 同じ 関門航路への入航等，タスクが多かった．

時間余裕 十分 一時的に 常時 低速で航行していたため意思疎通の時間があったが，タスク

不十分 不十分 が重複した際，時間余裕が少なくなったことが想定できる．

時間帯 日中 夜間 事故は日中（出港直後）に起こっている．

（適合） （不適合）

操船者の 非常に 良い 良くない 船橋内全体のリソースは十分だが，B 船の意思を確認

リソース 良い していない等，当直者間で補完できていない．

コミュニケーション 非常に 効果的 効果的 非 マーチス・航路西進船とは意思疎通が取られたが，B 船とは

と情報の共有 効果的 でない 効果的 タグボートを介したこともあり，取れない部分があった．
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表 4.13: CPC評価結果（衝突海難事例 2，B船）

影響の 影響のない 悪影響のある CPCの評価理由

ある 作業環境 作業環境

作業環境

安全管理体制 非常に 効果的 効果的 非 操舵手を付けていたが，入港も近く，輻輳海域であるため，

の妥当性 効果的 でない 効果的 もう一人見張り要員を船橋に配置しても良い状況であった．

航海・当直環境 好都合 合っている 合っていない 不適切な照明や雑音の存在は無かったと考えられる．

A 船タグの指示も聞き取っている．

MMIの 有効 適切 我慢 不適切 直接 VHF で A 船の計画について意思疎通を行っていない．

妥当性 できる 航路中央を航行していたが，装置の問題ではない．

手順・計画 適切 受容可能 効果的 非 航路航行船優先と考え，自船より大型の A 船の前を横切る

の妥当性 でない 効果的 計画を立てた．翼角制御後に，実際のどの程度増速したかを

確認していなかった可能性あり．

同時に達成 許容 許容と 許容を越える A 船だけでなく，関門航路を連なって西進する船舶や，関門

する目標 未満 同じ 航路への入航，自船の入港も控え，タスクが多かった．

時間余裕 十分 一時的に 常時 A 船は低速で航行していたため意思疎通の時間があったが，

不十分 不十分 タスクが重複し，時間余裕が少なくなったことが想定できる．

時間帯 日中 夜間 事故は日中（出港直後）に起こっている．

（適合） （不適合）

操船者の 非常に 良い 良くない 操舵手は手動操舵についており，見張り要員は船長 B のみ．

リソース 良い 船橋内のリソースが不足し，A 船の意思を確認していない等

実施されていないタスクがある．

コミュニケーション 非常に 効果的 効果的 非 マーチス・航路西進船とは一切意思疎通をしていない．

と情報の共有 効果的 でない 効果的 B 船はタグボートを介したことで，取れない部分があった．

(3) エラーモードの特定

悪影響のある作業環境として評価された CPC に着目して，エラーモード分析を行った．まず，

衝突海難事例 2における大きな出来事の時間的変化を理解するため，時系列に衝突海難事例 2の関

係者の行動等を整理した（表 4.14）．表 4.14は，衝突海難事例 2にの関係者を列，時刻を行，ある

時刻に関係者が取った行動等を示している．表 4.14 の中から，興味のある行動を選出し，エラー

モードを特定した結果を，表 4.15 と表 4.16 に示す．本事例では，A 船で 4 つ，B 船で 3 つのエ

ラーモードを特定した．
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表 4.14: 各船におけるイベントの時間的変化（衝突海難事例 2）

A船 B船 関門マ

船長 水先人 水先人 タグ タグ タグ タグ 船長 ーチス

A A1 A2 1 2 3 4 B

7/16 B船：中国寧波港を出港し，関門港へ向かう

7/19

22:46

頃

B船：着岸時間調整のため，六連島東方に錨泊

7/22

07:00

頃

B船：抜錨し，国際信号旗を掲げ，関門港若松第 5区堺川公共岸壁に向かった

07:05

頃

乗船

07:12

頃

お互いに情報交換
B船 関門航路に入航

（速力約 5.4knot，Q/Mによる手動操舵）

07:16

頃

マーチスに，VHF にて離岸通報．マー

チスより，航路を西進している PCC(C

船) の存在について報告を受ける．管制

信号が出航信号であることを確認．

水先人 A2

に，航路西進

中の PCC

（C 船）の存

在を伝える

07:18

頃

A船：空倉状態でオーストラリアに向けて出港 (左回頭で離岸)

操舵装置の右

側で操船を指

揮

tiny 右舷

側ウイン

グでタグ

配置指示

水先人 A1の補佐 左 舷 船

首，引く

用意

右舷船首，押す用意 左 舷 船

尾，引く

用意

07:22

頃

B 船：左転，航路の中央より少し右側を南進

07:30

頃

水先人 2 より

B 船の存在に

ついて報告を受

け，B 船を視認．

B 船とは衝突の

おそれはなく，

A 船の前方を通

過するものと思

った．

B 船を視認（左舷船首 30° 1.8NM），

双眼鏡で行先信号を確認しようとしたが，

B 船の国際信号旗は確認できず，停留又

は低速力で航行中であると思った．短音

2 回の汽笛信号（左転信号）．

船首が航路へ向

いたので，機関

を微速力前進

タ グ ラ

イ ン 放

す

堺川水路沖の航路が

異を西進中のえい航

船の警戒へ

関 門 航

路 東 進

船 の 警

戒 の た

め ，第

12 号

灯 浮 標

付近へ

タ グ ラ

イ ン 放

す

07:31

頃

微速力前進のま

ま針路 045°

を指示．タグ 1

タグ 2 に対し，

左舷船尾を伴走

を指示 ．

タグ 3 に対し，B 船の動静を確認する

よう指示．その後，タグ 3 より，B 船が

ほとんど停止しているように見え，行き

先が不明である旨の報告を受ける．

左 舷

船 尾

を 伴

走

左舷船尾を

伴走

指 示 を

受 け ，

水 先 人

A2 に

対 し ，

B 船が

ほ と ん

ど 停 止

し て い

る よ う

に見え，

行 き 先

が 不 明

で あ る

旨 を 報

告
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A船 B船 関門マ

船長 水先人 水先人 タグ タグ タグ タグ 船長 ーチス

A A1 A2 1 2 3 4 B

07:32

頃

マーチスに，VHF にて戸畑航路への入

航通報．マーチスより，第 19 号灯浮標

付近を，C 船を先頭に 4 隻が西進中で

ある旨の報告を受ける．C 船の水先人と

トランシーバーで更新し，A 船を先行さ

せることで両船が合意（C 船は A 船を

先行させるために減速）．

A 船とタグ

ボート 4 隻

を初めて視認

（右舷船首 9

° 3,140m

付近）．

A 船水先人

に 対 し ，第

19 号灯浮標

付近を，C 船

を先頭に 4

隻が西進中で

ある旨，報告

07:32

頃

A 船が関門

航路に向け

て低速力で航

行しているの

で，関門航路

を航行してい

る B 船を避

けてくれるも

のと判断．

水 先 の

交 代 を

許可

水先人 A1から水先人 A2へ水先を交代

船橋前面

右舷側で

補佐

船橋前面中央部で水先

07:33

頃

針路 033°を指示．戸畑航路の潮流で右

へ圧流されることを考慮し，前速力前進

を指示し，航路中央より少し西側を関門

航路へ向けて航行．

07:35

頃

タグ 3 より，B 船が堺川向けで，極低速

力で航行中である旨の報告を受ける．A

船が関門航路を横切った後，B 船が A

船の船尾側を通過するものと思っていた．

（通常，関門航路を東進する小型の船舶

は，第 10 号灯浮標寄りに南進し，大瀬

戸第 1 号導灯を針路目標にして航行する

ため）その後，B 船が航路の中央寄りを

南進しているのを認め，B 船と関門航路

で出会うおそれがあったので，タグ 3 に

対し，B 船に増速して A 船の前方を早

く横切るように要請するよう指示．タグ

3 より，B 船船長は増速を了承したもの

の，速力は変わらない旨の報告を受ける．

B 船が要請に応じ，増速して A 船の前

方を通過するものと思った．(通常，タグ

ボートを介しての大型船からの要請に対

しては，各船が要請に応じてくていてた

ので，今回も同様であると考えた)

水先人 A2 に，B

船が堺川向けで，極

低速力で航行中であ

る旨を報告．水先人

A2 から，B 船に

増速して A 船の前

方を早く横切るよう

に要請するよう指示

を受ける．B船の左

舷後方に接近し，ス

ピーカーで英語によ

り，急いで前速力前

進としてほしい旨の

要請を 3～4 回行っ

た．B船乗組員から

手信号により，要請

を了承した合図を確

認．しかし，B 船の

速力が上がらなかっ

たので，水先人 A2

へ，B 船船長は増速

を了承したものの，

速力は変わらない旨

を報告．

大瀬戸第 1

号導灯の示す

方向線（141

°）に乗せる

ために左転．

その後，針路

約 153°で

関門航路中央

寄りを航行．

接近してきた

タグ 3 から

増速を要請さ

れたので，こ

れを了承．

A 船 が
戸畑航路
から出航
し ，MN

ライン，
六連島東
に向かう
ことを，
周囲の船
舶に周知

07:36

頃

B 船の動静を監視していたところ，B 船

と衝突のおそれがあることに気付き，B

船に対し増速を促すため，汽笛で短音 5

回の警告信号

翼角を 16°

から 20°に

上げた．積荷

が満載だっ

たことから，

翼 角 を 20

° に 上 げ た

場合でも，約

5.2kn（あま

り速度が変わ

らず）

07:36

頃

もう一度，B 船に対し増速を促すため，

汽笛で短音 5 回の警告信号．C 船より

先行することにしていたこともあり，直

ちに大幅な減速を行わなかった．

07:38

頃

タグ 3 に対し，B 船と右舷対右舷で通

過する旨の要請をするよう指示．その後，

左舷対左舷での通過に指示を変更．
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A船 B船 関門マ

船長 水先人 水先人 タグ タグ タグ タグ 船長 ーチス

A A1 A2 1 2 3 4 B

07:39

頃

B 船に対し，左舷

対左舷での通過を

要請．しかし，依然

として B 船の針路

及び速力に変化がな

かったので，水先人

A2 に対し，B 船が

増速してない旨を報

告．

タグ 3 に対し，

B 船が増速しな

いのであれば，

停止又は後進一

杯などを要請す

るよう指示．

微速力前進

07:40

頃

水 先 人

A1に，前

速力後進

の要否を

確認

B 船の動作に変化が見られなかったの

で，衝突の危険を感じ，機関停止右舵一

杯．舵角指示器が右舵 20°を示したと

き，舵中央に続いて左舵一杯．B 船の方

位が徐々に右方に変化していたので，す

ぐには前速力後進としなかった．

07:41

頃

前 速 力

後 進 を

指示

前速力後進を指示 タグ 3 から

前速力前進及

び右舵一杯の

要請を受けた

が，衝突を避

けようと左舵

30 度をとっ

た．

07:41

頃

衝突 (A船の船首と B船の右側面が衝突)
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表 4.15: 特定したエラーモード（衝突海難事例 2，A船）

エラーモード エラーモードの内容 選出した行動

A1-A1
順序
<省略> B船の行先・航海計画を確認せず (07：30) 双眼鏡では B 船の国際信号機は確

認できず，停留又は低速力で航行中であると

思った

A1-A2
順序
<省略> 衝突のおそれがあることに気付

いたのにも関わらず，B 船の動

作を促すだけで，衝突を避けるた

めの動作を行わず

(07：36) B船の動静を監視していたところ，B

船と衝突のおそれがあることに気付き，B 船

に対し増速を促すため，汽笛で短音 5 回の警

告信号．C 船より先行することになっていた

こともあり，直ちに大幅な減速を行わなかっ

た．

A1-A3
タイミング
<遅すぎ> 衝突のおそれがあることに気付

きながら，なお B 船の増速を期

待し，最終的な避航動作の遅れ

(07：39) 衝突の 3分ほど前に，微速力前進（減

速）

A1-A4
タイミング
<遅すぎ> 水先人から操船権を取り戻すタ

イミングの遅れ

(07：41) 衝突直前に「前速力後進」を指示（※

水先人の操船が始まってから衝突の直前まで，

船長 Aに関する記述は特になし）

表 4.16: 特定したエラーモード（衝突海難事例 2，B船）

エラーモード エラーモードの内容 選出した行動

A1-B1
順序
<省略> B船の行先・航海計画を確認せず (07：30) 双眼鏡では B 船の国際信号機は確

認できず，停留又は低速力で航行中であると

思った

A1-B2
方向
<間違った方向> 衝突のおそれがあることに気付

いたのにも関わらず，B 船の動

作を促すだけで，衝突を避けるた

めの動作を行わず

(07：36) B 船の動静を監視していたところ，

B 船と衝突のおそれがあることに気付き，B

船に対し増速を促すため汽笛で短音 5 回の警

告信号 C船より先行することになっていたこ

ともあり，直ちに大幅な減速を行わなかった

A1-B3
力
<弱すぎ> 衝突のおそれがあることに気付

きながら，なお B 船の増速を期

待し最終的な避航動作の遅れ

(07：39) 衝突の 3分ほど前に，微速力前進（減

速）
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(4) 原因ー結果リンクの抽出

特定したそれぞれのエラーモードについて，原因-結果リンクを辿った結果（エラーモード分析結

果）を図 4.16から図 4.22に示す．図 4.16から図 4.19は A船のエラーモード分析結果，図 4.20か

ら図 4.22は B船のエラーモード分析結果である．図 4.16から図 4.22において，グレーで塗りつぶ

された部分は，選出した行動を分類したエラーモード，黒色の枠で囲われた部分は，報告書に明確

に記載のある事項から原因-結果リンクを辿った結果，グレーの枠で囲われた部分は，報告書に明確

な記載はないものの，想定できる原因ー結果リンクを辿った結果を示す．枠で囲われていない文章

は，それぞれの原因や結果の詳細である．A船のエラーモード分析結果をまとめたものを図 4.23，

B船のエラーモード分析結果をまとめたものを図 4.24に示す．

順序＜省略＞

行先を確認せず
航路計画を確認せず

解釈：：不完全な分析 人間・永続的性質：：
認知的先入観

B船は停留又は低速力で航行しているた
め、前を安全に横切れると思い込んだか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞ [特定]習慣、日課

日頃から、出航船やタグの指示に従わ
ない船がいなかったのではないか

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定]習慣、日課

マーチスへの入航通報等もあるため、
他船とのコミュニケーションは、日常的
にVHFではなく、タグを介しての連絡と
なっていたのではないか

いざとなれば、自船の指示に従っ
てくれるという油断があったか

直接B船にVHFで問い合わせるので
はなく、タグ3に行き先の確認を依頼

B船はA船の出航も考慮し、停留又
は低速で航行していると思った

図 4.16: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 A，A2-A1）

順序＜省略＞

避航動作を行わず

解釈：：不完全な分析 人間・永続的性質：：
認知的先入観
自船より小さい船舶は、日頃から自船の
指示に従っていたため、今回も指示通り
の動作をとってくれると思い込んだか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

[特定]習慣、日課 /
[特定]他者への過信
日頃から、最終的にはタグで避航動作を
取れると思っていたか、タグによる操船を
過信していたのではないか

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定]習慣、日課

マーチスへの入航通報等もあるため、
他船とのコミュニケーションは、日常的に
VHFではなく、タグを介しての連絡と
なっていたのではないか

船尾方向にタグを数隻スタンバイ
していたため、いつでも減速・早
めの停止ができると油断したか

直接B船にVHFで増速を急かすのではなく、タグ3を介して指示
（タイムロスの可能性あり、操船意図がはっきり伝わって
いない可能性もある、B船が満載状態で増速に限界がある
ことを知ることができなかった）

A船からの増速の指示に従い、横切れ
る速さまで増速中であると考えたか

図 4.17: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 A，A2-A2）
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タイミング＜遅すぎ＞ 計画：：不適切な計画

遅すぎる減速
（微速力前進）

C船よりも先に航行する計画
だった（C船も合意済み）

B船は、これから大幅に増
速してくれると考えたか

[特定]結果として見落と
し事項の発生

合意済みのC船との前後関係に集中するあまり、
B船との見合い関係の優先順位が下がり、
減速の選択肢が取れなかったのではないか

解釈：：不完全な分析

通常タグからの要請に各船が応じてくれていた
ので、今回も増速してくれると思い込んだか

人間・永続的性質：：
認知的先入観

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗

[特定]習慣、日課
[特定]相手船への配慮

先行する順番について変更の選択肢も
あったが、再度連絡を取らなかった

一度合意した航行内容は、基本的には
変更することはなかったのではないか
すでに減速してくれているC船への配慮
があったのではないか

図 4.18: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 A，A2-A3）

タイミング＜遅すぎ＞

操船権を取り戻す
のが遅すぎる

衝突直前に「前速
力後進」を指示した
のみ

多少は他船と接近したとして
も、水先人の操船は適切だと
考えたか

水先人が2名乗船してい
ることで、心配することは
何もないと油断していたか

解釈：：不完全な分析

日頃から、水先人が操船する場合は100％信頼
して操船を任せていたのでは、操船のベテラン
である水先人への過信があったのではないか

人間・永続的性質：：
認知的先入観

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定]習慣、日課

操船のベテランである水先人がミスをする
ことはない、水先人の指示にB船が従わない
はずはないと思い込んでいたか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

[特定]習慣、日課/
[特定]他者への過信

水先人に対し、操船権を渡す
よう言い出せなかったのでは
ないか

操船のベテラン、自身のOB（上下関
係の存在）に対し、意見をすることが
できなかったのではないか

図 4.19: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 A，A2-A4）

順序＜省略＞

A船の航行計画を確
認せず

解釈：：不完全な分析 人間・永続的性質：：
認知的先入観

A船が低速で航行しているので、航路を航行し
ている自船を避けてくれるものと思い込んだか

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

規則に沿っていて、危ない機会に
遭遇することはなかった、
航路の通り抜けは、以前から何度も
経験している

規則に沿っていれば安全であるとい
う油断があったか、自身の経験から、
周囲の船舶の動きは大体理解して
いるという油断があったか

A船は航路に沿っている自船を
避けてくれるものと判断した

[特定]習慣、日課/
[特定]経験

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定]日課 / [特定]経験

航路の通り抜けは十分経験していたが、出港船（航路横切り）とVHFによる意思疎通をすることはなかった。
通信等による意思疎通が無い場合でも、危ない機会に遭遇することがなかったため、油断したか。

図 4.20: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 B，A2-B1）
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方向＜間違った方向＞ 解釈：：不完全な分析 観察：：識別誤り

航路の中央寄りを
航行

自船は航路の右寄り
を航行していると考え
ていたか

自船と航路ブイの位置
関係を間違って認識し
ていたか

右側航行が一般的な航
路で、なぜ中央寄りを航
行したか

計画：：不適切な計画 [特定]前提条件の見落とし
A船の前を少しでも早く横切るため、
中央寄りを航行することにしたか
自船が関門港へ入港する際に、右転す
ることになるため、その分の余裕をとる
ために敢えて中央寄りとしたか

A船が自船の後ろを航過するかどうか、
そもそも意思を確認していない
初めての入港で慎重し、A船の優先順位
を下げたかになったか

[特定]見込み・癖

人間・永続的性質：：
認知的先入観

別のブイを目的の航路
ブイだと思い込んでい
たか

図 4.21: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 B，A2-B2）

力＜弱すぎ＞ 解釈：：不完全な分析 観察：：識別誤り
この程度の翼角制御
で十分増速できると
考えたか

A船の位置測定誤り

満載状態だった
のに、なぜ大幅
な増速をしな
かったのか

計画：：不適切な計画 [特定]前提条件の見落とし

[特定]曖昧な情報

観察：：観察の失敗

人間・永続的性質：：
認知的先入観

少しの増速で横切れる速度では
ないことに気付かなかった
満載であったことを忘れていた

十分に増速をす
るためには、翼角
の上げ方が弱す
ぎる

入港に向けて最小限の増
速で対応しようとしたか

翼角の指示器見ていなかった、又は
指示器を読み違えたのではないか

A船タグからの情報と目視の
みによる位置の判断

少しの翼角制御で、十分に
増速できると思い込んだか

[特定] 視差

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞ [特定]習慣、日課

日常的に翼角制御後に速度まで細かく確認をしていなかった

視差によって、実際よりも増速し
ているように見えた

図 4.22: エラーモード分析結果（衝突海難事例 2，船舶 B，A2-B3）

順序＜省略＞

行先を確認せず
航路計画を確認せず

順序＜省略＞
避航動作を行わず

タイミング＜遅すぎ＞
遅すぎる減速（微速力前進）

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗

計画：：
不適切な
計画

[特定]
習慣日課

人間・永続的性質：：
認知的先入観

タイミング＜遅すぎ＞

操船権を取り戻すのが遅すぎる
衝突直前に「前速力後進」を指示したのみ

[特定]
結果として
見落とし

[特定]
他者への
過信

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意>

解釈：：
不完全な分析

[特定]
相手船への配慮

人間・一時的
性質：：
油断

<不注意>

図 4.23: A船のエラーモード分析結果（衝突海難事例 2）
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順序＜省略＞
A船の航行計画を確認せず

方向＜間違った方向＞
航路の中央寄りを航行

力＜弱すぎ＞

十分に増速をするためには、
翼角の上げ方が弱すぎる

計画：：
不適切な計画

[特定]
習慣日課

人間・永続的性質：：
認知的先入観

[特定]
視差

解釈：：
不完全な
分析

人間・一時的性質：：
油断

<不注意>

解釈：：
不完全な分析

観察：：
識別誤り

[特定]
見込み、癖

[特定]
曖昧な情報

観察：：
観察の失敗

[特定]
前提条件の
見落とし

コミュニケーション：：
コミュニケーションの

失敗

[特定]
経験

図 4.24: B船のエラーモード分析結果（衝突海難事例 2）

(5) CREAM分析結果 (衝突海難事例 1)

CPCの評価，エラーモードの特定，それぞれのエラーモードに関する分析から，本事例の A船

における直接要因は，船長が沿う先見を取り戻し，操船を行わなかったことと，避航動作が遅かっ

たことであると考えられる．また，A船における背後要因は，自船の増速要請に従ってくれるだろ

うという B船に対する動静の思い込み，大型船の指示で小型の船舶が避航してくれるだろうという

思い込みや，日常的なタグを介した意思疎通，船長と水先人のコミュニケーションの失敗，さらに，

航路への進入に対し，協力動作をとってくれいている第 3船への配慮があったものと考えられる．

報告書では，「水先人 A2が，B船に増速要請を行うことで，B船増速して A船の前方を通過する

ものと思い込んでいたこと，及び船長 Aが適切な操船指導を行わなかったことによるものと考えら

れる．」と記載されており，やはり思い込みが原因として指摘されている．

一方，本事例の B 船における直接要因は，A 船との意思疎通なしで，自船を避けてくれると判

断をしたことや，航路中央よりを航行し，かつ，十分な増速を行わなかったことである．B船にお

ける背後要因は，まず A 船が自船を避けてくれると思い込んだことであると考えられる．その他

にも，航路航行船優先というルールに従っていれば安全であると考えていた可能性や，タグを介し

た意思疎通の失敗，初めての港への入港作業に意識が集中していたこと，満載による増速の限界が

あったことが考えられる．報告書では，「B船が，A船のみでは衝突を避けることができない状況と

なったことに気付かなかった」という原因が記載されており，その背後には B船が航路を航行して

いるため，A船が避けてくれると判断したと考えられる．

衝突海難事例 1と同様に，衝突海難事例 2における CREAM分析結果は，報告書で指摘された
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事故原因（結論）と，同様の要因を指摘しており，報告書で指摘されていない，想定できる背後要

因についても複数指摘することができた．

4.6.3 衝突海難事例の分析 3（自動車専用船 CYGNUS ACE 多目的船 ORCHID PIA）

(1) 衝突海難事例 3の概要

衝突海難事例 3は，夜間，伊豆大島東方沖で発生した貨物船同士の衝突海難である．本分析では，

船舶事故報告書にしたがって，貨物船 CYGNUS ACEを A船，貨物船 ORCHID PIAを B船と

定義し，分析を実施する．A船の目的地は京浜港横浜区であり，大島北方沖に到着後，時間調整の

ため大島東方沖を航行していた際，野島崎沖から竜王埼沖へ航行中の B 船と衝突した．B 船は衝

突後に沈没し，乗組員全員（16名）が行方不明となった．VDRの回収や乗組員への聴取ができな

かったことから，報告書では，沈没した B船に関する記述が少なく，そのため本事例では，A船の

みに絞って分析を行う．両船の推定航跡と避航動作の概要を図 4.25に示す．図 4.25において，オ

レンジ色の線は A船の航跡，青色の線は B船の航跡，航跡上の数字は時刻を示す．また，赤色の ×

は衝突位置を示す．

0201

0205

0210

0210

0205

0201

B 船からの呼びかけに

応答なし

徐々に左転

（自動操舵）

右転開始

0526 & 0537

Ｂ船が A船を VHF で呼び出し

（両船距離は約 3NM）

急速に左転

左舵一杯

（手動操舵）

B 船

Ａ船

図 4.25: 推定航跡と避航動作（衝突海難事例 3）

(2) CPC評価

船舶事故調査報告書 (MA2011-11)に記載されている事故の経緯を踏まえ，A船の CPC の評価

を行った．CPCの評価結果を，表 4.17に示す．A船における悪影響のある作業環境として，安全
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管理体制の妥当性，手順・計画の妥当性や同時に達成する目標，時間帯操船者のリソース，またコ

ミュニケーションと情報の共有の 6つの CPCが抽出された．

表 4.17: CPC評価結果（衝突海難事例 3，A船）

影響の 影響のない 悪影響のある CPCの評価理由

ある 作業環境 作業環境

作業環境

安全管理体制 非常に 効果的 効果的 非 会社の方針で甲板員はリー側ウィングで見張りをしていたため

の妥当性 効果的 でない 効果的 当直航海士との情報共有等が難しい状況であった．

航海士 A は ARPA・AIS を使いこなせていなかった．

航海・当直環境 好都合 合っている 合っていない 不適切な照明や雑音の存在は無かったと考えられる．

MMIの 有効 適切 我慢 不適切 VHF やレーダ等は，標準的な位置に 2 台確保され，レーダ

妥当性 できる も S バンド x バンドを切り替えができるものであった．

手順・計画 適切 受容可能 効果的 非 警報が鳴っても B 船と意思疎通を行わなかった．かなり

の妥当性 でない 効果的 接近するまで，航法通り針路速力を保持する計画だった．

同時に達成 許容 許容と 許容を越える B 船の前には C 船の横切り，また近距離の同航船（D 船）

する目標 未満 同じ の存在もあったが，輻輳海域や航路ではなかった．

途中で航海日誌へ記入する作業を同時に行っていた．

時間余裕 十分 一時的に 常時 B 船を認知したのが衝突の 13 分ほど前，距離は 4-5NM

不十分 不十分 であり，避航時間に余裕があったと予想できるが，

衝突直前は甲板員をウィング配置にしていたため，操舵も

見張りも自分で行う必要があった．

時間帯 日中 夜間 事故は深夜の時間帯に起こっている．

（適合） （不適合）

操船者の 非常に 良い 良くない 2 名当直であったが甲板員がウィングに居たこと＋コミュニ

リソース 良い ケーション不足により，船橋内全体のリソースが不足していた

可能性が高い．船長も通常よりは頻度は高いものの，頻繁に

昇橋しているわけではなかった．

コミュニケーションと 非常に 効果的 効果的 非 ウィングの甲板員（内部），また B 船（外部）とのコミュニ

情報の共有 効果的 でない 効果的 コミュニケーションが，どちらも上手く行われていなかった．

(3) エラーモードの特定

悪影響のある作業環境として評価された CPCに着目して，エラーモード分析を行った．まず，衝

突海難事例 3における大きな出来事の時間的変化を理解するため，時系列に衝突海難事例 2の関係

者の行動等を整理した（表 4.18）．表 4.18は，衝突海難事例 2にの関係者を列，時刻を行，ある時

刻に関係者が取った行動等を示している．表 4.18の中から，興味のある行動を選出し，エラーモー

ドを特定した結果を表 4.19に示す．本事例では，A船において 5つのエラーモードを特定した．
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表 4.18: 各船におけるイベントの時間的変化（衝突海難事例 3）

A船 B船

船長 A 航海士 A Q/M 航海士 B

3/9

15:18頃 三河港を出港，京浜港横浜区に向かう

15:25頃 鹿島港を出港

し，麗水港（韓

国）へ向かう

3/10

10:00頃 3/Oから当直を引き継ぎ，針路 041°速力 16knot

で大島北方沖に向けて北東進

3/11

01:00頃 昇橋，時間調整の

ため，大島東方

沖に向けて針路

147°に変更

大島北方沖に到着，船長を船内電話にて呼ぶ

01:45頃 降橋 VHF16ch 聴守，Q/M を右ウィングに配置（リー

サイド，双眼鏡なし），右ウィングとの出入り口扉

を閉める．No1 レーダ（ARPA 付）を S バンド・

6NM レンジ・3NM 後方へオフセンター，ARPA

接近リミット及び CPAリミットを約 2-3NMに設

定，自動操舵．

右 ウ ィ

ン グ に

て 見 張

り（双眼

鏡なし）

02:00頃 レーダ ARPA で左舷船首約 4-5NM に 2 隻の横

切り船を認め，各船の針路速力を調べる．C 船の

CPAが約７分後に 0.85NM，B船の CPAが約 10

分後に 0.6NM になり，C 船に引き続き B 船が自

船（A船）の船首方を通過する状況であることを確

認．レーダでは B と C 船の映像の大きさがほぼ同

じで，双眼鏡を使用して両船のマスト灯及び右舷灯

を確認．

02:05頃 海図台に向かって船位を確認，航海日誌に船位を記

入

A 船に対し

VHFの呼出

02:08頃 ARPA の接近警報が鳴る．レーダで B 船の動静を

見て，2 時 14 分ごろに自船前方を問題なく通過す

ると思った．

A 船に対し

VHF の呼出

（2回）

02:10頃 右舷側 4-5Mに大型の同航船が航行してたため，右

に変針することができず，自動操舵としたまま左に

変針する針路変更ボタンを連続的に押して，徐々に

左転を始めた．しかし，B船がさらに接近して，衝

突の危険が生じた．

02:13頃 手動操舵に切り替え，左舷一杯

衝突（左に回頭中，A船の船首部と B船の左舷中央部とが衝突） 右に回頭中，

衝突
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表 4.19: 特定したエラーモード（衝突海難事例 3，A船）

エラーモード エラーモードの内容 選出した行動

A3-A1
度合い
<大きすぎ> 出入り口の扉を完全に閉める (01:45頃) 航海士 Aは，甲板手 Aを風下舷で

あった右舷側のウィングに配置して見張りに

当たらせ，出入り口の扉を閉めた．

A3-A2
順序
<省略> 右ウィングにて見張りをして

いる甲板員 A が，双眼鏡を使

用していない

(01:45頃) 双眼鏡は手元に置いていなかった．

A3-A3
順序
<割り込み> 他船が連続して横切るタイミ

ングにも関わらず，海図台に

向かって船位確認と航海日誌

の作業を行った

(02：05 頃) 航海士 A は，海図台に向かって

船位を確認し，航海日誌に船位を記入した．

A3-A4
順序
<省略> レーダ情報のみで相手船（B

船）の動静を予測

(02：08頃) 航海士 Aは，ARPAの接近警報

が鳴ったとき，レーダで B 船の動静を見て，

02時 14分ごろに A船の前方を問題なく通過

すると思った．

A3-A5
順序
<省略> VHFによる意思疎通を行って

いない，汽笛等の警告信号も

行っていない

航海士 B は 2 度にわたり VHF で A 船への

呼び出しを行ったが，A船から B船へ応答す

る音声等は記録されておらず，また，A 船か

ら B船を呼び出す音声も記録されていなかっ

た．汽笛の吹鳴音は記録されていなかった．

(4) 原因ー結果リンクの抽出

特定したそれぞれのエラーモードについて，原因-結果リンクを辿った結果（エラーモード分析結

果）を図 4.26から図 4.30に示す．図 4.26から図 4.30において，グレーで塗りつぶされた部分は，

選出した行動を分類したエラーモード，黒色の枠で囲われた部分は，報告書に明確に記載のある事

項から原因-結果リンクを辿った結果，グレーの枠で囲われた部分は，報告書に明確な記載はないも

のの，想定できる原因ー結果リンクを辿った結果を示す．枠で囲われていない文章は，それぞれの

原因や結果の詳細である．A船のエラーモード分析結果をまとめたものを図 4.31に示す．
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度合い<大きすぎ>

ウィング出入り口の
扉を完全に閉める

普段から甲板手と頻繁
に意思疎通が無く、それで
も安全に航行できていた

手続き：：手順が不適切 組織：：不完全な品質管理
1名ウィング見張り体制は、一度に得られ
る情報量は増える可能性があるが、意思
疎通の程度により、マイナスの面も持つこ
とを会社が考慮していない

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定] 習慣、日課

日頃から、必要以上のコミュニ
ケーションは取らず、雑談も
ほとんどしていなかった

情報量は増えるが、意思疎通の程度
によりマイナスの面も持つ、1名
ウィング見張り体制（手続き）を推奨

ジェスチャーにより、なんとか意思疎通
ができる程度で、お互いに雑談をでき
るほどのコミュニケーション能力がなく、
無言が続くことが多かった

甲板手Aから頻繁に報告
を受ける状況ではないと
油断していた

観察：：観察の失敗 人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞ [特定] 習慣、日課

オープンシーであるた
め、避けるスペースは
いくらでもある

図 4.26: エラーモード分析結果（衝突海難事例 3，船舶 A，A3-A1）

順序<省略>

右ウィングにて
見張りをしている
甲板員Aが、双眼鏡
を使用していない 航海士Aは、甲板員が双眼鏡で見張りをしなく

ても、自分の情報で十分であると思っていた

手続き：：手順が不適切 組織：：不完全な品質管理
双眼鏡が汚れることが理由なら、荒天時は
2名船橋内当直とすべきだったのでは

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定]習慣、日課

荒天時ウィングでの見張りでは双
眼鏡は持たないことになっていたか

言語の問題から、航海士Aが双眼鏡を持てという指示を出せな
かった、甲板員Aが双眼鏡が必要という意見を言えなかった、
又は、何かの理由でお互いそれらを伝えることができなかった

何も確認せず、航海士Aは甲板員A
が双眼鏡を持っていると考えた

解釈：：不完全な分析

[特定]習慣、日課

航海士Aは甲板員Aがいつも通り双眼
鏡を持っていると思い込んでいた

日頃から、必要以上のコミュニケー
ションは取らず、気軽に意見を言え
る雰囲気ではなかった

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

人間・永続的性質：：
認知的先入観

日常的に、甲板員Aからの情報を、
それほど重視していなかった

図 4.27: エラーモード分析結果（衝突海難事例 3，船舶 A，A3-A2）

順序<割り込み>

見張り以外の作業
を行った

自船は保持船のため、B船が避航してくれるだろうと油断していた、
公海で、VHFの呼び出しがあるとは思っていなかった

B船は問題なく自船の前を横切るため、衝突の危険はないと分析

解釈：：不完全な分析
衝突の危険は
ないと思い込み

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

人間・永続的性質：：
認知的先入観

自船が保持船の場合、
日常的に避航すること
はなく、避航船を信じ
きっていた

[特定]習慣、日課/
[特定]他者への過信

計画：：不適切な計画

調整時間を正確に算出する
ため、できるだけ正時に近い
ポジションを入れようとした

[特定]訓練が不適切/
[特定]前提条件の見落とし

作業環境：：過度な要求

時間調整が上手くなかった、時間調整よりも周
囲の見張りが大切なことを一瞬忘れていた

[特定]並列タスク
入港時間が、かなりシビアに
設定されていた

見張りと時間調整の
ダブルタスク

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗

[特定]習慣、日課甲板員Aがウィングに居たため、
作業分担を頼めなかった

日頃から作業分担を
頼む習慣がなかった

図 4.28: エラーモード分析結果（衝突海難事例 3，船舶 A，A3-A3）
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順序 <省略>

一部の情報だけ
で相手船の動静
を予測

航海士Aは、双眼鏡や目視の情報が無くて
も、レーダ情報で十分であると思っていた、
何かあればウィングの甲板員Aから
報告があると思い、油断していた

手続き：：手順が不適切 組織：：不完全な品質管理

全ての情報を総合的に利用し、衝突の危
険を判断するべき指示や教育が不十分
であった

継続的にコンパス方位を測る、双眼鏡
で灯火の位置関係を確認する等を行っ
ていなかった

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

日常的に、夜間はレーダに頼ること
が多かった
ウィングの甲板員Aの報告を過信

[特定]習慣、日課/
[特定]他者への過信

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗 [特定]習慣、日課

甲板員Aからの報告が無かった、甲板員Aに対し、状況を聞くこともなかった

日頃から、報告指示や報告等、
コミュニケーション全般が少なかった

図 4.29: エラーモード分析結果（衝突海難事例 3，船舶 A，A3-A4）

順序<省略>

VHFによる意思疎通
を行っていない

一時的なインターフェース
問題：：アクセス制限

船位を航海日誌に記入するため、
一時的にチャートルームへ入った

[特定]一時的な無能力化

一時的にVHFの音声が
聞こえない距離に居た[特定]距離

チャートルームからは聞こえない
ボリュームであった
自分が呼び出されていることに
気付かなかった

B自船は保持船のため、船が避航してくれるだろう
と油断していた
公海でVHFの呼び出しがあるとは思っていなかった

人間・一時的性質：：
油断＜不注意＞

オープンシーで自船が保持船の場合、日常
的に避航することはなく、避航船を信じきっ
ていた
VHFの呼び出しがくることも通常は無かった

[特定]習慣、日課/
[特定]他者への過信

図 4.30: エラーモード分析結果（衝突海難事例 3，船舶 A，A3-A5）
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順序＜省略＞

ウィングで見張りをしている甲板員が
双眼鏡を使用していない

度合い＜大きすぎ＞
ウィング扉を完全に閉める

コミュニケーション：：
コミュニケーションの失敗

計画：：
不適切な計画

[特定]
習慣日課

人間・永続的性質：：
認知的先入観

[特定]
前提条件の
見落とし

[特定]
他者への過信

人間・一時的性質：：
油断<不注意>

解釈：：
不完全な分析

一時的な
インターフェース問
題：：アクセス制限

順序＜割り込み＞
海図台での作業

順序＜省略＞ 順序＜省略＞
レーダのみで相手船の動向を予測 VHFによる意思疎通行わす

観察：：
観察の
失敗

手続き：：
手順が不適切

組織：：
不完全な品質管理

作業環境：：
過度な要求

[特定]
並列タスク

[特定]
訓練が
不適切

[特定]
距離

[特定]
一時的な
無能力化

図 4.31: A船のエラーモード分析結果（衝突海難事例 3）

(5) 分析結果

CPCの評価，エラーモードの特定，それぞれのエラーモードに関する分析から，本事例の A船

における直接要因は，船内外で適切な意思疎通がとられていなかったことと，情報収集をレーダに

頼る等，適切な見張りや情報収集が行われていなかったことである．また，A船における背後要因

は，B船は問題なく自船の前を横切るだろうという，もしくは B船は保持船である自船を避けてく

れるという思い込みや，航海士と甲板員とのコミュニケーション不足，自船の動きを制限する第 3

船の存在等が考えられる．報告書では，「左側から接近する B船との衝突を避けようとして，自動

操舵により左方へ小幅な変針の変更を行いながら航行」したことが原因として指摘されている．さ

らに自動操舵装置で左方へ小幅な変針を行った背後要因として，ARPAの取扱に熟知していなかっ

たことや，B船が自船の船首方を通過するものと思い込んだこと，B船に対し適切な見張りを行っ

ていなかったことが指摘されている．B船の動静に対する思い込みや，適切な見張りを行っていな

かったという事項は，CREAM分析でも明らかになった事項であり，衝突海難事例 1と衝突海難事

例 2と同様に，衝突海難事例 3における CREAM分析結果，報告書で指摘された事故原因（結論）

と，同様の要因を指摘しており，報告書で指摘されていない，想定できる背後要因についても複数

指摘することができた．
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4.6.4 CREAMを用いた衝突海難事例分析の結果

海難審判裁決録及び運輸安全委員会の船舶事故調査報告書における衝突海難に関する情報を用いて，

CREAM の手順に沿って 3 つの海難事例分析を行った結果，報告書に示された海難要因と，CREAM

分析で導き出した要因は，ほぼ一致した．したがって，修正を行った CPCや原因ー結果リンクは妥当

であり，これらを用いた CREAMによる海難分析が可能であると言える．また，CREAMを用いた衝

突海難分析では，報告書で指摘されていない複数の背後要因を指摘することが可能である．一方，本研

究の様に，船舶事故報告書等，すでに事故調査が終了している事例を分析する際には，報告書に該当す

る項目が明確に記載されていない場合，一部の CPCや原因ー結果リンクが評価できないという問題が

発生する可能性があるため，注意が必要である．また，CREAMによる分析では，想定できる複数の背

後要因を把握することができるが，手順に忠実に乗っ取った分析では，多くの分析時間がかかるという

問題点があり，CREAMを用いて定量的な評価を行う場合は，CPCや原因ー結果リンクの評価の際の

閾値を明確に示す必要がある．

4.7 結論

本章では，人間信頼性解析手法の一つである CREAMを海難分析に適用し，操船者エラーの背後要

因を把握することを目的として，CPC及び原因ー結果リンクの修正と整理を行った．さらに，修正した

CPC及び原因ー結果リンクを用いて衝突海難の事例分析を行った．その結果，以下の結論を得た．

(1) CPCを海難に特化してものに修正することで，因子型の操船者エラーの背後要因について整理する

ことができた．また，それらの CPC間の依存関係についてアンケート調査を行った結果，船舶の

運航特有の依存関係が明らかとなった．

(2) 原因ー結果リンクを海難に特化したものに修正することで，エラーモードとその背後要因の関係を

海難特有の先行条件の追加も含め整理することができた．

(3) 修正を行った CPCや原因ー結果リンクを用いて，海難事例分析を行った結果，CPCや原因ー結果

リンクをまとめた分類表に基づき分析を行うことで，CREAMを海難分析に適用することが可能で

あることを示した．ただし，船舶事故報告書等，すでに事故調査が終了している事例を分析する際

には，報告書に該当する項目が明確に記載されていない場合，一部の CPCや原因ー結果リンクが

評価できないという問題が発生する可能性がある．したがって，事故調査の段階で本章で整理した

エラーモードや背後要因の発生の有無等を調査する必要がある．
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第 5章

操船者の状況認識に着目した衝突海難対

策の検討手法 5,6)

5.1 緒論

第 3章では，操船シミュレータ実験における操船実務経験者の行動分析と，SAGATを用いた状況認

識の計測から，操船者の見張り特性について把握した．また，操船者の見張り作業におけるエラーの詳

細を，操船者の状況認識モデルを用いて分析し，可能性のある背後要因の検討を行った．第 4章では，

操船者のエラーの背後にある一般的な要因をリストアップし，CREAM手法に基づく衝突海難分析を通

し，それらの背後要因を整理した．シミュレータ実験における操船者の行動分析や CREAMを用いた

事故事例分析から，操船者エラーの抽出やその背後要因をリストアップすることは可能である．一方，

複数の操船者エラーが発生した場合や，操船者エラーの背後に複数の背後要因が存在する海難を防止す

るために，それら全てに対策を取ることは不可能である．第 3章で行った操船者の状況認識モデルを用

いた分析だけでは，効率的な衝突海難対策，つまり，まず最初に取り組むべき対策を提案することが難

しい．そこで本章では，操船者の意思決定過程（状況認識，意思決定，行動）をイベントツリーで表現

し，重要度評価手法を用いた衝突海難対策の検討手法について提案する．

5.2 操船者の意思決定過程のイベントツリー表現による衝突海難対策

の検討手法

海難審判所裁決録（以降，裁決録）は実際の海難事例の記録であり，海難の詳しい状況を知るために

は有効な資料である．しかし，裁決録の調査から得られるのは，あくまで事故を回避できなかった場合，

言わば操船者の失敗の行動である．一方 裁決録を参考にした実験シナリオによるシミュレータ実験で

は，衝突を回避するまで繰り返し実験を行うことにより，衝突を回避できた場合の行動を得ることが可
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能である．この様にして得られる回避行動と，回避できなかった場合の行動（裁決録に記載の内容を含

む），またそれぞれの行動に至る操船者の意思決定過程を比較することで，操船者エラーを含む衝突海難

の原因を抽出し，対策を検討することは可能と考えられる．

まず，衝突海難事例を実験シナリオとしたシミュレータ実験から，衝突を回避できた場合の行動と，

それに至る操船者の意思決定過程を把握するための手順について，図 5.1に示す．実験シナリオは，分

析の対象とする衝突海難を裁決録等を用いた調査に基づき作成し，その再現性を検証する必要がある．

またシミュレータ実験は，衝突を回避できた場合の操船者の行動が観測できるまで繰り返し行う．した

がって，1回目の実験で衝突を回避した場合は，1回の実験で終了し，衝突を回避できなかった場合は複

数回の実験を行う．実験後には，操船の意図や状況認識の詳細についてヒアリングを行う．

次に，裁決録の調査やシミュレータ実験から得られた操船者の行動を基に，衝突海難の対策を検討す

る手順を，図 5.2 に示す．赤外線カメラやマイクで記録した，シミュレータ実験中の操船者の行動は，

ビデオ解析を行うことで，時系列に並べることができる．時系列に並べた行動は，操船上の意味付けに

よるグループ化，つまり基本的なタスクとして分類し，それらタスクを並べて簡易タスクモデルを作成

する．簡易タスクモデルとは，操船者の意思決定過程をシンプルにモデル化したものである．簡易タス

クモデルをヘッダーとして，イベントツリー表示することで，衝突を回避できた場合と回避できなかっ

た場合の操船者の意思決定過程を比較することが可能である．さらに重要度評価手法を適用し，衝突を

回避するために重要となるタスク，つまり最も対策を取るべきタスクを指摘することができる．

衝突海難の調査

衝突海難再現シナリオの作成

衝突海難再現シナリオを用いた
シミュレータ実験

再現性の確認

衝突を回避

実験中の判断や行動に関する
ヒアリング調査

Yes

No

No

Yes

図 5.1: 操船者のエラーを含む海難原因の抽出と対策の検討手順
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実験中の被験者の動作を
時系列で並べる

操船中の意味付けによる
動作のグループ化

（基本的なタスクの作成）

簡易タスクモデルの作成

簡易タスクモデルに基づき
操船者の意思決定過程を
イベントツリー表示

重要度評価から
最も対策を行うべき
タスクを抽出

図 5.2: 行動分析による操船者エラーの抽出手順

行動を時系列に並べ，簡易タスクモデルを作成するまでの概念図を図 5.3に示す．図 5.3では，4つ

のタスクが作成され，これら 4つのタスクで簡易タスクモデルを構成している．

レーダ

ARPA捕捉

目視

コンパス

双眼鏡

目視

コンパス

コンパス

レーダ

目視

目視

コンパス

減速

・・・

タスク1

タスク2

タスク3

タスク4

Time

簡易タスクモデル

図 5.3: 操船中の意味付けによる行動のグループ化と簡易タスクモデルの作成
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簡易タスクモデルのイベントツリー表示から重要度評価までの概念図を図 5.4 に示す．図 5.4 では，

図 5.3で作成した簡易タスクモデルをヘッダーとして，各タスクの成功と失敗で枝分かれをしたイベン

トツリーが表現されている．衝突を回避できた場合と，衝突を回避できなかった場合を比較し，衝突を

回避するためには，タスク 2が必ず成功する必要があることが分かる．つまり，タスク 2が必ず成功す

る対策を取ることで，衝突海難の防止が可能である．この様に，図 5.1及び図 5.2に示した手順を踏む

ことで，衝突海難の効率的な検討が可能である．

Failure Failure Failure

Success Failure

Success

Success Failure Failure

Success

Success

Success

×

×

×

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

衝突を回避
できなかった

衝突を
回避できた

タスク４タスク１ タスク 2 タスク 3

図 5.4: 簡易タスクモデルに基づく操船者の意思決定過程のイベントツリー表示と重要度評価

5.3 衝突海難対策の検討手法の有効性の検証

第 5.2章に示した検討手法の有効性を示す目的で，実際の衝突海難事例に基づき，操船者の意思決定

過程において対策を取るべきタスクの抽出を行った．

5.3.1 シミュレータ実験

(1) 実験シナリオ

分析の対象としたのは，航路入口付近で発生した 3隻の衝突海難である．衝突発生時刻は昼間で，

3 隻はほぼ同時刻に航路に進入し，衝突した事例である．操船者の意思決定過程を把握するため，

裁決録の本文と参考図を基に，3隻の航行状況を再現する実験シナリオを作成した．図 5.5に，実

験シナリオに再現した 3隻及び航路の位置関係を示す．本シミュレータ実験は，衝突海難を回避で

きた場合の操船者の行動を得ることを目的としている．そのため実験シナリオには，衝突海難に関
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係する 3隻のみ存在し，自船から航路入口までの距離は約 2NMであり，航路中央に入るためには，

5度右へ変針する必要がある．作成した実験シナリオは，海上技術安全研究所の海難事故解析セン

ターの関係者により，その妥当性が確認されている．

航路入口

航路入口
中央ブイ 他船Ａ

(Target)

他船B

自船

図 5.5: 操船者行動のグループ化と簡易タスクモデルの作成方法

(2) 実験方法

実験は，操船実務経験のある 10名の被験者を対象に行った．10名の被験者の乗船経験や通常航

行している海域，乗船している船種等について表 5.1に示す．これらの被験者は，第 3章で行動分

析を行った 16名の被験者の中の 10名であるが，第 3章とは目的の異なる実験であるため，本章で

新たに被験者番号を付け直している．実験前，全ての被験者に対し，国立研究開発法人海上技術安

全研究所，人間を対象とする実験に関する倫理及び安全管理規定，並びに，人間工学実験取扱細則

に則って，実験の内容や被験者の権利について説明を行い，インフォームドコンセントを得た上で，

実験を実施した．

実験中，船橋内には被験者とは別に操舵手 1名を配置した．自船は 3,000トンの操縦性能の良い

タンカーとし，被験者は一般的な航海計器として双眼鏡，レーダ，コンパス，海図，ECDIS，汽笛

を使用し，見張り作業を行った．また，被験者は衝突の危険があり，避航が必要と判断した場合，

操舵手への操舵号令及び自身のエンジンテレグラフの操作により，針路変更及び速力変更による避

航動作をとることができた．シナリオとして再現した衝突海難では，VHF等による通信を行ってい

ないため，本実験においても通信機器は使用しない．裁決録の情報に基づき，視程，初期速度，初

期針路は，衝突海難事例と同様の状態からスタートした．

衝突を回避できなかった場合の行動は，裁決録により得ることが可能であるため，本実験の目的
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は事故が回避できた場合の行動を得ることである．従って，1回目の実験で衝突を回避できた場合

は，そこで実験を終了とし，回避できなかった場合は，衝突を回避できるまで繰り返し行った．な

お，同一被験者が繰り返し実験を行う場合は，1回目と同様の実験シナリオという教示は行わなかっ

た．実験中の被験者の行動は，船橋内の赤外線カメラにより観察し，実験中の船橋内映像と音声，

レーダ画像について，ビデオカメラ及び HDD/DVDレコーダによる記録を行った．

表 5.1: 衝突海難事例のシミュレータ実験における被験者の情報

Subject 海技免状 航行している 乗船している船種 役職

No. 海域・航路

1 二級 PG*1 VLCC*2, LPG*3 -

2 一級 全海域 VLCC, LPG, Bulker, Conatiner 1/O

3 二級 PG VLCC 2/O

4 一級 PG VLCC, LPG 1/O

5 一級 全海域 VLCC, LPG, Bulker, PCC Capt.

6 二級 PG VLCC, AFLA Max*4 1/O

7 一級 PG, 豪州 VLCC, LPG 1/O

8 二級 PG, 豪州 VLCC, Bulker 1/O

9 一級 PG, 豪州 VLCC, LPG, Bulker 1/O

10 二級 PG, 豪州 VLCC, LPG, Bulker 1/O

5.3.2 実験結果

本実験では被験者 10名中，1回目の実験で衝突を回避したのは 2名であり，残りの 8名については 2

回目の実験で衝突を回避した．1回目で衝突を回避した被験者と，2回目で回避した被験者の情報収集の

方法やタイミング，避航行動とそのタイミングには，大きな差は認められなかった．実験中の被験者の

行動の集計には，「挙動映像観察解析支援プログラム」84) を使用した．このプログラムは実験中の映像

や音声を観察しながら，被験者の行動やそのタイミングについて簡単に集計することが可能であり，エ

クセルファイルとして出力することが可能である．実験シナリオのスタート時を基準とした行動のタイ

ミング，目視や双眼鏡，レーダ等機器の操作状況や注目船舶等の見張りの状況，操船の状況，その他，実

*1 Persian Gulf

*2 Very Large Crude Carrier

*3 Lique�ed Petroleum Gas carrier

*4 Average Freight Tate Assessment Max tanker
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験中の被験者の発話について集計を行った結果を表 5.2に示す．表 5.2は実験中の各被験者の行動を 5

秒間隔で示しており，実験の結果，衝突を回避できた場合を成功，回避できなかった場合を失敗と定義

し，整理を行った．成功の場合を表の左側，失敗の場合を表の右側，本実験シナリオの参考とした裁決

録の内容を右端列に示す．ピンク色のセルは，他船 A（Target）の情報を意識的に収集しはじめたタイ

ミング，オレンジ色のセルは，他船 Aとの衝突を回避するための最初の避航行動をとったタイミング，

緑色のセルは，他船 Aとの衝突を回避するための 2回目以降の避航行動をとったタイミングを示す．ま

た，青色のセルは，避航行動の後に，元の航行進路速力に戻すための行動が取られた時間帯を示し，赤

色のセルは，衝突が発生してからの時間帯を示す．1回目の実験で衝突を回避したのは，被験者 2及び

被験者 8であり，彼らの避航行動のタイミングや方法は，2回目で衝突を回避した被験者と大きな差は

ない．

成功の場合と失敗の場合の初認にかかる時間について t検定を行ったところ，統計的な有意差は認め

られなかった．従って，事故の回避の成否と初認にかかる時間との相関はなく，判断に使用できる時間

は成功と失敗の場合の，いずれにおいても等しく確保できている．

表 5.2: 操船者の行動集計結果

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 3 4 5 6 7 9 10
0 ARPA捕捉 ARPA捕捉 ARPA捕捉 目視
5 ARPA捕捉 ARPA捕捉 目視 ARPA表示 ARPA捕捉 目視
10 ベアリング ARPA捕捉 ベアリング ARPA捕捉 ARPA捕捉 ARPA捕捉 ARPA捕捉 目視 目視
15 目視
20 ベアリング 目視 ベアリング 目視 ARPA捕捉 目視
25 目視 ARPA捕捉 ARPA捕捉
30 目視 減速（CPP） 目視 ARPA捕捉
35 目視 ベアリング 目視 ベアリング ベアリング
40 ベアリング 右転 目視 目視
45 ベアリング 目視 ベアリング ベアリング ベアリング ARPA捕捉
50 目視 減速（小） 目視 目視 目視
55 ベアリング 減速（小） 右転（S10） 目視 ベアリング
60 目視 目視 目視 目視 目視 減速（小）
65 目視 ベアリング 目視 目視 目視
70 ベアリング 目視 目視
75 ベアリング 目視 目視 目視
80 目視 減速（小） 目視 目視 目視 減速（小） 目視 目視 目視
85 右転（S10）目視 左転 ベアリング
90 ベアリング ベアリング 目視 目視 目視 目視
95 目視 目視 ベアリング 目視 目視
100 ベアリング 目視 目視 目視 目視
105 目視 目視 目視 目視 目視 目視
110 右転（HS） 減速（小） 目視 ARPA表示 減速（CPP)
115 目視 目視 目視 目視 目視 目視 目視
120 目視 目視 ARPA表示 目視 目視
125 右転（S10）当舵 目視 目視 目視 ベアリング 目視 減速（CPP)
130 目視 減速（小） ARPA表示 右転 目視
135 目視 目視 ARPA表示 目視 目視 目視
140 ベアリング 目視 左転 ARPA表示 目視 目視
145 目視 目視 右転（HS） 目視 目視 目視 ARPA表示
150 減速（小） ベアリング 目視 目視
155 目視 目視 目視 目視 増速 目視 目視 目視
160 目視 目視 目視 目視 目視 ベアリング 目視
165 当舵 目視 減速（小） 目視 目視 目視 増速
170 目視 Co.戻す 目視 目視 ARPA捕捉 目視 左転（P10)
175 目視 ベアリング 目視 目視 目視 目視
180 目視 ベアリング ARPA表示 目視 目視 目視 初認
185 目視 目視 減速（小） ベアリング ベアリング 目視 目視 目視 目視
190 目視 目視 目視 目視 目視
195 目視 目視 目視 目視 目視 目視 目視 目視
200 Co.戻す Co.戻す 目視 目視 目視
205 目視 減速（小） 目視 目視 目視 MidShip
210 減速（Stop）目視 目視 目視 左転（P5） 左転(15deg) 目視 左転（P5）
215 Co.戻す 目視 目視 目視 目視 右転（S20) 目視 目視 左転（P5) 目視
220 ベアリング 目視 目視 疑問信号 目視 目視 目視 目視
225 目視 減速（小） 減速（小） 目視 目視 目視
230 HardStrd 目視 目視 目視 目視
235 目視 目視 衝突 目視 MidShip 目視 目視 右転（S20)
240 減速（小） 衝突 目視,MidShip目視 左転（HP）
245 目視 目視 目視 目視
250 目視 目視 衝突
255 目視 目視
260 増速 衝突 衝突 衝突 右転（S10)
265 増速 増速 目視
270 増速 衝突 右転（HS）
275 衝突 StopEng.
280 衝突

衝突を回避した場合（成功） 衝突した場合（失敗）

※t=415に
増速

裁決録

Time

Subjects
No.
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5.3.3 操船者の意思決定過程のイベントツリー表示による分析

表 5.2に示した被験者の行動について，操船上の意味付けによるグループ化を行った．表 5.2で示す

ように，被験者は実験中，レーダや ECDISによる情報確認，目視，双眼鏡，コンパスによる対象船舶

の位置や動きの確認等，繰り返しの行動をとっている．そこで，図 5.6は，この様な被験者の行動をグ

ループ化した結果及び作成した簡易タスクモデルである．表の上段は衝突を回避できた場合，中段は衝

突をした場合，下段は参考とした裁決録の内容について示す．

Subjects
No

発見 動作 a 確認＋判断 動作 b 確認＋判断 動作 c 確認＋判断 動作① 確認＋判断 動作② 確認＋判断 動作③ 確認＋判断 動作④

1 ○ ○ ○ ○ 右転（Strd10） ○ 当舵 ○ Co.戻す
2 ○ ○ ○ 減速（小）Half ○ ○ 増速
3 ○ ○ ○ 減速（小）Half ○ 右転（Strd10） ○ Co.戻す
4 ○ ○ ○ 右転（Strd10) ○ 当舵 ○ Co.戻す
5 ○ 右転 ○ ○ ○ 減速（小） ○ 減速（StopEng.) ○ 増速
6 ○ 右転 ○ ○ 減速（小） ○ 減速（小） ○ 減速（小） ○ 増速
7 ○ ○ 右転 ○ 右転（HardStrd） ○ 回頭速度を落とした後、再度HardStrd ○ Co.戻す
8 ○ 減速（小） ○ ○ 減速（大） 減速（StopEng,) ○ 増速
9 ○ ○ 減速（小） ○ 減速（小） ○ 増速
10 ○ 減速（小）CPP ○ 減速（小）SlowAhead ○ 減速（小）DeadSlow○ 増速

衝突した場合（失敗）
Subjects
No

発見 動作 a 確認＋判断 動作 b 確認＋判断 動作 c 確認＋判断 動作① 確認＋判断 動作② 確認＋判断 動作③ 確認＋判断 動作④ 確認

2 ○ ○ ○ 減速（小） ○ 減速（小） ○
3 ○ ○ ○
4 ○ ○ 右転 ○ 右転（Strd20) ○ 右転（HardStrd）
5 ○ ○ ○
6 ○ 左転（Port5) ○ MidShip
7 ○ ○ ○ 左転（15deg) ○
9 ○ ○ ○ ○ 左転（Port5) ○ MidShip ○ 右転（S10) ○
10 ○ ○ 減速（CPP) ○ 減速（CPP) ○ 増速＋左転（P10) ○ MidShip ○ 右転（S20) ○

裁決録 右転 ○ 左転（Port5) 左転（HardPort) StopEng

衝突を回避した場合（成功）

発見 避航行動 1判断 注視
簡易タスクモデル

○

避航行動 2 避航行動 3 避航行動 4

図 5.6: 被験者の行動をグループ化した結果及び作成した簡易タスクモデル

実験では，実験開始時に 2隻の他船を目視でき，かつレーダ画面で AISシンボルを確認できる状況で

あった．つまり，他船の「発見」は実験開始時に必ず行われている．グループ化では，まず実験開始時

から対象船舶を発見するまでの行動を「発見 (Detection)」，発見してから継続した見張りの必要性を判

断するまでの行動を「判断 (Judgment）」，この判断に基づき，成功の場合の被験者による最初の避航行

動のタイミングまでに取った行動を「注視 (Attention)」というグループに分ける．さらに，成功の場合

の避航行動に着目し，最初の避航行動と，それを修正するために取った 2回目の避航行動までのタイミ

ングで取られた行動を「避航行動 1 (Operation1)」とする．失敗の場合，「避航行動 1」のタイミングで

避航行動が取られていないため，「避航行動 1」は行われていないものとする．2回目以降の避航行動に

ついても，成功の場合の避航行動のタイミングを基準とし，順番に「避航行動 2 (Operation2)」「避航

行動 3 (Operation3)」「避航行動 4 (Operation4)」というグループに分ける．これら一つ一つをタスク

として整理することにより簡易タスクモデルを作成した．



5.3 衝突海難対策の検討手法の有効性の検証 129

×
×
×
× 1
× Accident
× 2
×
×
×
×
×
×
×
× 1
×
× 2
× 2
×

×

○ 1
○
○
○
○ 7
○
○ 2
○

発見 判断 注視 避航行動1 避航行動2 避航行動3 避航行動4

Failure Failure Failure

Success

Failure

Success

Failure

Success

Success Failure Failure

Success

Success Failure

Success

Success Failure

Success Failure

Success Failure Failure

Success

Success Failure

Success

発見 判断

簡易タスクモデル

注視 避航
行動 1

避航
行動 2

避航
行動 3

避航
行動 4

図 5.7: 操船者の簡易タスクモデルと意思決定過程のイベントツリー表現

図 5.7の上部に，簡易タスクモデルを示す．簡易タスクモデルを，事故を回避できた場合と回避がで

きなかった場合の行動を比較するためにイベントツリー表示した結果は，図 5.7の下部に示す．図 5.7

において，各タスクが失敗した場合は右へ，成功した場合は下のシーケンスに進むものである．

図 5.7の中に，実験シナリオの参考とした裁決録の内容を，Accidentとして示す．また，最終的に衝

突を回避できた，もしくは実験結果から回避できると推定できたシーケンスを⃝，実験で回避できな

かった，もしくは実験結果や，それぞれのタスクの成功失敗によるその後予想される影響を考慮し，分

析者が回避できないと推定したシーケンスを × で示している．例えば一番上のシーケンスに示すよう

に，対象船舶を発見できなかった場合，その後の「判断」や「注視」，「避航行動」を行うことは不可能で

あり，すべて失敗のシーケンスに入ることが推定できる．二番目のシーケンスでは，対象船舶を「発見」

したものの，継続した見張りの必要性がないと「判断」した場合（「判断」を失敗した場合），その後の

「注視」や「避航行動」は行われないことが推定できる．⃝×横の数字は，シミュレータ実験の結果とし

て，対象のシーケンスに至った実験結果の数である．この結果から，被験者が衝突を回避できなかった

場合，実際の海難と類似した行動をとったことが分かる．

図 5.7の結果から，衝突を回避できるシーケンスと回避できないシーケンスをイベントツリー表示す
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ることが可能となった．そこで，衝突を回避するために重要となるタスクを明確にするため，PSA（確

率論的安全評価手法）で用いられている重要度評価手法 85) を適用する．この手法は特定のタスクで失

敗することで，衝突回避に至るシーケンスへの影響が大きい，つまり，回避に至るシーケンスが減るタ

スクを抽出するものである．図 5.8に，重要度評価結果を示す．図 5.8より，「判断」というタスクが今

回の衝突海難の発生に大きく影響を与えることが明らかとなった (図 5.8の破線)．つまり，他船 Aを発

見した後，継続した注視が必要であるという正しい「判断」をすることが，衝突回避には必要であると

言え，衝突を回避できなかったケースでは，操船者の判断エラーが発生したと言える．したがって，こ

の「判断」というタスクに対策をとることが，衝突を抑制する効率的な対策である．一連の衝突海難事

例分析を行った結果，第 5.2章で提案した手法を用いることで，衝突までの時間が短く，操船者が判断

や注視等のタスクを繰り返さない状況において，最も対策を取るべきタスクを指摘することができた．

したがって，この手法は衝突海難の効率的な対策の検討に有効な手法の一つである．ただし，長時間の

見張り作業においてイベントツリーのヘッダーとなるタスクは増え，シーケンスも複雑になることが予

想される．例えば，1度目の判断で失敗したとしても，情報収集を継続したことで，2度目の判断で成功

し，衝突を回避できる可能性もある．よって，操船者の状況認識におけるタスクが繰り返される状況に

おいて本手法を用いる際には，対策を取るべきタスクが複数選定される場合や，衝突を回避できるシー

ケンスが増える可能性もあることに留意すべきと考える．
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図 5.8: 重要度評価の結果（衝突回避に最も大きく影響を与えるタスク）
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5.3.4 操船者の判断エラーの背後要因の検討

操船者の判断エラーの背後要因について，被験者の実験中の発話等について調査を行った．実験の比

較的早い段階で，被験者からは，「嫌な角度．」「ベアリングが変わっているので自船の前を行くにちがい

ない．」等の発話が記録されていた．また，シナリオ終了後には他船 Aに対し，「航路に入ると思った」

という複数の被験者による意見が記録されていた．これら実験中の被験者の発話から，航路の入口付近

という航行条件であり，かつ，右舷からの横切り船が同航船に見える角度で接近してきたことで，実際

には危険な横切りの関係であるにも関わらず，実験の比較的早い段階で，他船 Aが自船との位置関係を

考慮した上で航路へ平行に入るという「憶断」や「思い込み」が発生したと考えられる．これは他船 A

に対し「航路へ沿うように右転することを待ちつつも」という裁決録の内容とも一致する．

5.4 結論

本章では，効率的な衝突海難対策を検討する手法を提案し，海難事例に基づき，手法の有効性の評価

を行った．その結果について，下記にまとめる．

(1) 海難事例を再現したシナリオを用いたシミュレータ実験を行い，行動分析から操船者の意思決定過

程をイベントツリー表示し，重要度評価を行うことで，衝突海難の効率的な対策の検討が可能であ

る．ただし，効率的な対策を一つに絞ることができるのは，衝突までの時間が短く，操船者が判断

や注視等のタスクを繰り返さない状況における衝突海難を対象とした場合である．

(2) 提案した手法を用いて，航路入口で発生した衝突海難事例を分析した結果，操船者エラーとして衝

突の危険があるかどうかの判断エラーを抽出することができ，衝突の回避には，この「判断」とい

うタスクに対策をとる必要があることを示した．

(3) 海難事例分析で抽出した判断エラーの背後には，操船者の思い込みという背後要因が存在する可能

性が高いことが明らかとなった．

次章では，第 3章で示した複数の操船者に共通する標準的な見張り作業と，第 4章でリストアップし

た操船者エラーの背後要因を基に，本章で提案した事故対策の検討方法と背後要因検討の結果を用いて，

具体的な衝突海難の対策の提案を行う．
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第 6章

見張り不十分が原因とされる衝突海難の

対策 7,8)

6.1 緒論

第 3章では，見張り不十分として指摘される「見落とし」や「気付き遅れ」は，衝突海難を引き起こ

していない場合でも，複数発生していることを示し，その背後要因として，見張りの優先順位が適切で

なかったことを指摘した．さらに，複数の操船者に共通する標準的な見張り作業として，継続的に見張

りが必要な船舶の条件を示した．第 4 章では，CREAM を衝突海難分析に用いることができるよう、

Common Performance Condition（CPC）と原因ー結果リンク（背後要因の分類）を修正・整理し、発

生する可能性のある操船者エラーの背後要因を示した．さらに第 5章では，衝突海難事例を用いて，対

策の検討手法を提案した．本章では，第 3章で示した操船者の見張りの優先順位と，継続的に見張りが

必要な船舶の条件に着目し，第 4章で示した操船者エラーの背後要因を踏まえ，第 5章で提案した衝突

海難対策の検討手法を応用し，見張り不十分が原因として指摘される衝突海難対策を提案する．

6.2 操船者の判断エラー発生過程の検討

第 5章では，シミュレータ実験における操船者の行動分析結果から操船者の意思決定過程をイベント

ツリー表示し，重要度評価を行うことで，航路入口で発生した 3隻の衝突海難では，他船 Aが航路に自

船と平行に入るという操船者の判断エラーが大きなボトルネックとなっており，対策を取る必要がある

ことを示した．また，他船 Aが航路に自船と平行に入るという操船者の判断エラーの背後要因として，

航路の入り口という場所，他船 Aの航路への進入角，また他船 A以外の見張りの必要な船舶の存在を

指摘した．一方，具体的な対策を検討するためには，他船 Aが自船との位置関係を考慮した上で，自船

と平行に航路へ入ると判断（思い込み）した理由を理解する必要がある．

航路の入り口という場所，他船 Aの航路への進入角，また他船 A以外の見張りの必要な船舶の存在
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という 3つが，他船 Aが自船と平行に航路へ入るという操船者の判断エラーの発生条件と考えた場合，

航路に入る際の自船の操船パターンは大きく 2つが想定できる（図 6.1，図 6.2）．図 6.1は，他船 Aが

変針し，自船は変針することなく航路へ入ることができるパターンであり，図 6.2は，他船 Aが変針せ

ず，自船が変針する必要があるパターンである．この航路に入る際の操船パターンに結びつく操船者の

避航するかどうかの判断にも，いくつかのパターンがあると考えられる．つまり，衝突を抑制するため

には，他船 Aが自船と平行に航路へ入るという避航判断パターンを抑制する必要がある．

他船B

他船A
（Target）

航路入口
中央ブイ

自船

図 6.1: 自船の操船パターン 1

他船B

他船A
（Target）

航路入口
中央ブイ

自船

図 6.2: 自船の操船パターン 2

6.3 操船者の判断エラー（思い込み）を抑制するための対策の検討と

評価

6.3.1 操船者の判断エラー（思い込み）を抑制するための対策の検討

事故対策の検討では，その導入コストや海域特有の制約等を考慮する必要がある．本章では，第 5章

で明らかとなった他船 Aが自船と平行に航路へ入るという操船者の判断エラー（思い込み）の抑制を目

的とし，導入コストに重点を置いた検討を行った．

まず，航路の入り口という場所に対策を取ることはできない．また，複数の船舶を同時に見張る必要

がある状況も避けることができない．一方，他船 Aの航路への進入角に着目すると，航路標識の設置に

よる交通流の整流等，判断エラーの発生条件として指摘した他船 Aの航路への進入角を変更する対策が

考えられる．しかし，対策を行う海域ごとに，海域特徴を考慮し，航路標識を新たに設置及び維持して

いく必要があり，航路ブイによる航法に強制力を持たせるには，関連法規の改正が必要となる．例えば，

明石海峡航路出入口付近における航法として強制力を持たせるためには，明石海峡航路東方灯浮標と同

様に，海上交通安全法の改正が必要となる．そこで，どの海域においても実施可能で，現実的にすぐに

導入でき，導入コストが低い対策として，ポスターによる航路情報の事前提供を，一つの対策として採
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用し，その効果を検証することとした．

ポスターを用いて航路情報を事前に与えることで，右からの横切りぎみの同航船は，自船と一緒に航

路に入るという思い込みを抑制する必要がある．そこで，航路の情報を提供する資料として，航路の入

り口付近にて横切りの交通流の存在があることを示すと共に，衝突海難事例を紹介する A4サイズのポ

スターを作成した．

次に，第 5章で実施したシミュレータ実験の被験者とは，別の被験者によるシミュレータ実験及び実

験直後のヒアリング調査を行い，ポスターを実験前に参照した被験者と，参照しなかった被験者の判断

や行動を整理し，比較評価を行った．被験者の判断や行動を整理する際，第 5章で提案した簡易タスク

モデルを拡張し，操船者の航路入り口における避航判断パターンをモデル化した．

6.3.2 シミュレータ実験

(1) 実験シナリオ

本章で分析対象とした衝突海難は，第 5章で分析を行った，同時刻に航路に進入することで発生

した 3隻の衝突海難である．本実験は，事故に関係する他船 Aへの見張り状況や判断，最終的な操

船を把握し，事前情報の有無による違いを比較評価することを目的としている．そこで，見張り作

業に集中させるため，実験シナリオには事故に関係する 3隻のみ存在させる他，航路への変針作業

等，見張り以外の作業が極力発生しない実験シナリオとした．第 5章で用いた実験シナリオと，本

章で作成した実験シナリオの違いを図 6.3に示す．実験シナリオには，他船 Aが航路に入るという

思い込みの発生原因として検討した，航路入り口という場所，他船 A以外に見張りが必要な船舶の

存在，大正船の航路への進入角という三条件を含む．

航路入口

航路入口
中央ブイ 他船Ａ

(Target)

他船B

自船

(a) 第 5章の実験シナリオ

航路入口

航路入口
中央ブイ 他船Ａ

(Target)

他船B
自船

(b) 本章の実験シナリオ

図 6.3: 第 5章と本章における実験シナリオの違い

第 5章では，事例において操船者が他船 Aを初認した時間を参考に，実験シナリオ時間を 5分に
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設定し分析を行った．さらに衝突回避に成否と初認（発見）にかかる時間について t検定を行った

結果，相関がないことを確認し，これにより 5分のシナリオであっても，衝突した場合と衝突を回

避した場合の判断に使用する時間に差はないことを示した．本章では，避航動作に至る前の，操船

の必要が生じていない時点において，他船が航路に対しどのように航行すると予測したのか，また

自船が航路に対しどの様に航行するつもりであったのかという意図を把握することを目的としてい

るため，シナリオ時間を 10分に延ばすこととした．

(2) 実験方法

実験は，第 5章で実施したシミュレータ実験の被験者とは異なる操船実務経験者 16名を対象に

行った．16名の被験者の乗船経験や通常航行している海域，乗船している船種等について表 6.1に

示す．実験前，全ての被験者に対し，国立研究開発法人海上技術安全研究所，人間を対象とする実

験に関する倫理及び安全管理規定，並びに，人間工学実験取扱細則に則って，実験の内容や被験者

の権利について説明を行い，インフォームドコンセントを得た上で，実験を実施した．

表 6.1: 情報の事前提供による思い込み抑制効果の評価実験における被験者の情報

Subject 海技免状 航行している 乗船している船種 役職

No. 海域・航路

1 二級 遠洋，沿海 Bulker，Cargo 3/O

2 三級 国内全域 - -

3 三級 沿海 RORO C/O

4 二級 豪州，北米，南米 Bulker 2/O

5 一級 PG，豪州，北米，南米 VLCC，LPG，Bulker，PCC C/O

6 一級 PG，沿海 VLCC，AFLA Max Capt.

7 一級 PG，沿海 VLCC，AFLA Max Capt.

8 一級 沿海 油タンカー Capt.

9 二級 近海，沿海 油タンカー Capt.

10 二級 遠洋，沿海 Bulker，Cargo 2/O

11 四級 国内全域 - -

12 四級 瀬戸内海 - -

13 一級 北米，豪州 Bulker，Container Capt.

14 二級 遠洋 Bulker 2/O

15 二級 遠洋 Bulker，VLCC 2/O

16 二級 PG VLCC 2/O

実験では，被験者 16名の内，8名（Subject No.1～8）については，実験直前にポスターによる航路情

報の提供を行い，残りの 8名（Subject No.9～16）については，特段の情報提供を行わなかった．実験
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中，船橋内には操舵手 2名を配置し，被験者は一般的な航海計器（双眼鏡，レーダ，コンパス，ECDIS，

汽笛，海図）を使用し，見張り作業を行った．被験者は，避航が必要と判断した際，操舵手への指示に

よる針路変更や自身でエンジンテレグラフを操作することによる減速を行った．また，分析対象とした

衝突海難事例では，VHF等の通信を行っていないため，本実験においても第 5章と同様に通信機器は

しないこととし，視程や初期船速等は，事故事例と同様の状況から実験をスタートした．

実験中の被験者の行動は，船橋内の赤外線カメラにより観察し，実験中の船橋内映像と音声，レーダ

画像について，ビデオカメラ及び HDD/DVDレコーダによる記録を行った．またシミュレータ実験直

後，見張り状況や他船に対する予測，操船判断の状況等についてインタビュー調査を行った．

6.3.3 実験結果

(1) 行動分析の結果

他船の大きさや船種，航行海域や見合い関係等，様々な状況から決定される，最接近距離の許容

値を定義することは難しい．本章のシミュレータ実験は，航路入り口における避航判断パターンの

モデル化により衝突に至る避航判断パターンを指摘すると共に，情報の事前提供による効果を評価

することであるため，衝突の有無という最終的な操船結果に着目した．実験では，被験者 16名中 4

名（25%）が衝突に至り，残りの 12名 (75%)が衝突を回避した．実験の直前に，ポスターにより事

前に航路情報を参照した被験者 8名に着目すると，衝突に至ったのは 1名のみであり，残りの 7名

は衝突を回避した．一方，ポスターにより事前に航路情報を参照しなかった被験者 8名中，3名は

衝突に至る結果となった．事前の情報提供の有無や，操船結果等の実験結果について表 6.2に示す．

表 6.2の左から 1列目は，事前情報の提供の有無を示し，2列目は被験者の番号を示す．行動分

析の結果として，表 6.2の 3列目には操船結果（衝突の有無），4列目には避航方法，5列目には避

航が開始されるまでの時間（秒）を示す．

(2) インタビュー調査結果

他船 Aが航路に入るという思い込みの発生の有無を含む他船 Aの動向予測及び自船の行動判断

について，航路の中が仮想的に右レーン，中央レーン，左レーンの 3レーンに分かれていると仮定

し，実験直後にインタビュー調査を行った．

仮想的に定義した 3レーンについて，図 6.4に示す．表 6.2の左から 6列目以降にインタビュー

調査結果を示す．6列目は，他船 Aが航路に入るという思い込みの発生の有無，7列目は操船中に

減速（エンジン操作）をすることに対する抵抗感を示す．また，8列目は他船 Aが航路に入ると考

えた場合，仮想的に定義した航行レーンのどこを走ると考えたかを示し，9列目及び 10列目は，こ

れから航行しようとしていた自船の航行レーンと他船との前後位置関係を示す．
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表 6.2: 情報の事前提供による思い込み抑制効果の評価実験における被験者の情報

行動分析結果 インタビュー調査結果

情報の 被験 操船 避航 避航 思い 減速に 予測及び判断

事前 者 結果 行動 までの 込み 対する 他船 A 自船

提供 番号 時間 の有無 抵抗感 航行レーン 航行レーン 航行位置

1 衝突回避 減速 456 あり あり 中央 中央 他船 A の後方

2 衝突回避 減速 97 あり なし 中央 右 他船 A の後方

3 衝突回避 減速 471 あり なし 中央 中央 他船 A の後方

あり 4 衝突 避航行動なし あり あり 右 中央 他船 A の後方又は平行

5 衝突回避 減速 433 あり あり 中央 中央 他船 A の後方

6 衝突回避 減速 166 あり なし 中央 中央 他船 A の後方

7 衝突回避 右転減速 216 あり なし 中央 右 他船 A の後方

8 衝突回避 減速 155 あり なし 中央 中央 他船 A の後方

9 衝突 左転 578 あり あり 右 中央 他船 A の後方又は平行

10 衝突回避 減速 410 なし なし - 中央　 他船 A の後方

11 衝突 左転 458 あり あり 右 中央 他船 A の後方又は平行

なし 12 衝突回避 減速 305 あり あり 中央又は右 中央 他船 A の後方

13 衝突回避 減速 415 あり あり 中央 右 他船 A の後方

14 衝突回避 減速 249 なし なし - 中央 他船 A の後方

15 衝突 減速 503 あり あり 右 中央 他船 A の後方又は平行

16 衝突回避 減速 351 あり なし 中央 右 他船 A の後方

他船A
（Target）

他船B
自船

航路入口
中央ブイ

右
レ
ー
ン

左
レ
ー
ン

中
央
レ
ー
ン

図 6.4: 仮想的に定義した航路内の 3レーン

表 6.2 より，事故原因として検討した他船 A が航路に入るという思い込みは，16 名中 14 名

（88%）で発生した．しかし，操船結果と合わせて思い込みの発生の有無に着目すると，思い込みが

発生した場合でも，多くの被験者が衝突を回避していることが明らかとなった．つまり，衝突の原
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因は，他船が航路に入るという思い込みの発生に加え，別の要因が考えられる．

6.3.4 避航判断パターンのモデル化による背後要因の検討

衝突の原因は，他船 Aが航路に入るという思い込みの発生に加え，別の要因が考えられるため，他船

Aの行動予測や自船の行動判断について，詳細に分析を行うこととした．そこで，仮想的に定義した 3

つの航行レーンを基にしたインタビュー結果を用いて，第 5章で提案した簡易タスクモデルを拡張する

ことで，操船者の避航行動パターンのモデル化を行った．避航判断パターンのモデルは，Endsleyの動

的意思決定における状況認識モデル 76) （以下，Endsleyモデルと呼ぶ．）を基本として作成した．第 2

章で述べたとおり，Endsleyモデルの状況認識は 3つのレベルで構成されており，Level1では現在の周

囲の状況から認識すべき対象を認知することであり，本分析では，他船 Aの発見と同等である．実験で

は，他船 Aとの距離が近く，視界も良好であったことから，目視及びレーダによる他船 Aの発見は，全

ての被験者において実験開始直後に済んでいると考えることができる．また Endsley モデルの Level2

は，現在の周囲の状況を理解であり，Level3は理解した情報に基づく将来予測である．被験者は見張り

作業において，他船 Aを発見した後，収集した情報に基づき，他船 Aが航路のどの位置に入り，航行す

るかという予測が行われていると考えられる．さらに，自船行動の決定は Endsleyモデルの�Decision�

に，自船の避航行動は�Performance of action�に相当する．この様に Endsleyモデルを基本として，表

6.2に示した行動分析とインタビュー調査結果を用いて作成した操船者の避航判断パターンのモデルを

図 6.5に示す．

他船Aの
動向予測
及び判断

自船行動の
判断

発見（認知）

入る
入る or横切る

他船Aが
航路に

中央レーン
に入る

中央・右いずれかの
レーンに入る

右レーン
に入る

衝突回避 衝突

避航動作なし・避航動作遅れ自船行動 減速

自船は中央レーンで
他船Aの後ろを航行

右転＋減速

自船は右レーンで
他船Aの後ろを航行

自船は中央レーンで
他船Aと平行に航行

図 6.5: 操船者の避航判断パターンモデル
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このモデルでは，他船 Aの発見後，他船 Aの動向予測及びそれに基づく自船行動の判断，さらに選

択した自船の避航行動と操船結果を表している．図 6.5の破線は，衝突に至った場合の避航判断パター

ンを示す．衝突に至るまでのシーケンスに着目すると，他船 Aが航路に入るという思い込みの発生に加

え，他船 Aは航路の右レーンを航行すると予測及び判断がされている．実験では，他船 Aが右レーン

に入ると予測及び判断した 4名全ての被験者が衝突に至っている．従って，衝突の原因は，他船 Aが航

路に入るという思い込み（判断エラー）に加え，他船 Aが右のレーンを航行するという予測及び判断エ

ラーの発生である．

6.3.5 情報の事前提供による衝突海難抑制効果の検証

航路情報の事前提供による衝突海難の抑制効果を検証するため，事前情報があった被験者（8名）と

事前情報がなかった被験者（8名）の操船結果を比較した．その結果，事前情報がない場合は 8名中 3

名（37.5%）が，事前情報があった場合でも 8名中 1名（12.5%）が衝突に至った．つまり，情報の事前

提供の有無により，衝突海難を完全に防ぐことはできないものの，衝突の発生確率に差があることが明

らかとなった．従って，航路情報の事前提供は，他船の動向に関する思い込みを抑制し．衝突海難の抑

制に有効な方法の一つである．
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6.4 レーダを用いた情報の事前提供

6.3章では，情報の事前提供が衝突海難の抑制に有効な方法の一つであることを示したが，分析を行っ

たポスターを利用した方法は，どの海域においても実施可能で，現実的にすぐに導入ができ，導入コス

トも低いというメリットがあるが，効果を発揮するためには，ポスター（情報）を操船者に確実に参照

してもらう必要がある．事前に衝突を抑制するために有効な情報を確実に参照をしてもらうためには，

やはり自動的に提供する仕組みが必要がある．ただし，機器の導入コスト，船橋内にすでに設置されて

いる航海計器や操船者が主に情報収集のために操作している航海計器の数を考慮すると，新しく情報提

供するための機器を導入するよりも，すでに多くの船舶に搭載され，使用頻度の高い航海機器に情報の

事前提供機能を追加することが，現実的でかつ有効である．そこで，多くの船舶に搭載され，操船者の

使用頻度も高い，レーダによる情報の事前提供方法を検討した．

6.4.1 レーダを用いた情報の事前提供方法

多くのレーダには ARPA(自動衝突予防援助装置：Automatic Radar Plotting Aids)機能が付けられ

ている．ARPA機能は，連続してレーダアンテナから得られる他船からの反射電波情報を用いて，反射

物標の動きを計算することができるもので，船舶の速度や進路，最接近距離，最接近時間，船首過航距

離等を数値情報や他船のベクトルとして知ることができる．また，許容できる最接近距離をあらかじめ

設定しておくことで，許容できる最接近距離の中に他船が入った場合，アラームを出すことができる．

ARPA 機能を用いることで，第 2 章でも着目した他船の相対進路や距離等，操船者が継続した見張り

を行う際に重要となる情報も，直感的に把握することができる．そこで，操船者の ARPA機能による

捕捉・追尾や情報の参照の有無に関わらず，ARPA情報を事前に自動的に操船者へ提供する方法を検討

した．

現在の ARPA機能では，自動捕捉機能が備わっている．操船者は ARPAによる情報が欲しいと考え

る範囲をあらかじめ設定しておくことで，その範囲に他船が入った際，自動で捕捉し，動静情報の計算

をはじめる．しかし，この自動捕捉機能は，航行する海域によって捕捉したい範囲を操船者自身が設定

する手間がある他，自船から距離が近い船舶から捕捉される傾向がある．操船者は，他船の距離だけで，

見張りの必要性を判断しているわけではないため，捕捉結果と操船者の感覚に差が生じている．さらに

現在の ARPAの衝突の危険性を知らせるアラームでは，輻輳海域を航行する際，アラームが常に鳴って

いる状況となり，やはり実用的ではない．また，ARPAで捕捉してから，捕捉した物標の動静について

計算結果が出るまでには，約 1分前後の時間がかかる．つまり，操船者が情報を参照したいと考えたタ

イミングで捕捉をしていると，すぐに情報が参照できないという問題点がある．そこで本章では，操船

者が見張りを必要と考える物標を事前に自動捕捉し，ARPA 情報を遅延なく参照できる仕組みを考え
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た．操船者にとって見張りが必要と考えるのは，主に船舶や航路ブイ等である．したがって，まずはそ

れらの物標を自動で選定し捕捉する仕組みが重要である．

6.4.2 見張りが必要な物標の選定方法

レーダの雑音除去等を目的としたレーダ信号処理手法は，すでに多数提案されている 86�88) が，ま

だ最適な手法は提案がされていない，また，操船者はレーダのアンテナ信号を見ているわけではなく，

レーダ表示機に示される PPI(Plan Position Indicator)表示*1された画面を見て，見張り作業を行って

おり，見張りを行うべき物標か，見張りの必要がない物標かどうかを判断している．そこで，本論文で

はレーダ信号処理ではなく，レーダ画面を 1枚のラスター画像として捉え，画像処理と，画像特徴をパ

ラメータとしたクラスタ分析から見張りが必要な物標の選定を行う．レーダ画像の中で見張りが必要な

物標とは，具体的には船舶画像，見張りの必要がない物標とは，海面反射や偽像のような雑音画像と定

義する．レーダのラスター画像から，船舶画像であるか雑音画像であるかを分類するためには，下記に

示す 4つのステップが必要である．

(1) 画像処理によるレーダエコー画像の抽出

レーダのラスター画像には，自船の進路や速度の情報，レンジリングや，ARPAの数値情報及び

シンボル，AIS の数値情報及びシンボル等，レーダエコーの画像以外の情報が多数含まれている．

そこでまず，レーダのエコー画像（以後，ベース画像と呼ぶ）だけを抽出する必要がある．ベース

画像だけを抽出するために，マスク処理によりレーダエコー画像が含まれるレンジ内の画像を抽出

し，色相に着目したフィルタリング処理を行う．しかし，色相によるフィルタ処理では，レンジリ

ングや捕捉のシンボルとの重なりによる画像の欠損が起こると同時に，多くの雑音画像が残るため，

膨張縮小による雑音処理を加える．

(2) 画像処理による画像特徴点の抽出

（1）で抽出したレーダエコー画像は，あくまでピクセルの集合に過ぎない．繋がりのあるピクセ

ルを判定し，同等の物標であるという認識をさせる必要があるため，ラベリング処理を行う．一般

的なラベリング処理では，通常繋がりのあるピクセル全てに同じラベルを付ける．しかし本論文で

は，画像の特徴点の一つでもある輪郭情報に着目し，抽出した輪郭に同一ラベルを付けることとし

た．これにより，ラベリング処理時間の短縮と，輪郭情報及び輪郭情報から算出できる画像の重心

情報という画像特徴点を，同時に算出することが可能となる．

レーダにおける陸上の画像は面積が大きいという特徴を持ち，海面反射の画像や偽像は反射強度

が弱い場合が多く，連続して同じ位置に現れることが少ないという特徴がある．一方，船舶や浮標

*1 レーダの反射の有無を距離方位の座標で示す表示
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の画像は，比較的円形に知覚，ある一定の面積を有し，比較的近い位置に連続して現れる特徴があ

る．そこで，ラベリング処理された個々の画像について，面積，輪郭長さ，自船から重心までの距

離，円形度，円相当径，凹凸度，包形幅・高さ，凸包数，そして重ね合わせ明度という 9つの画像

特徴点を抽出した．ラスター画像からは，物標からの正確な反射強度を得ることが難しい．しかし

反射強度と同等の情報として，重心明度を用いることとした．また，画像の連続性を考慮するため，

重心座標の算出後，ベース画像の前後の画像を参照し，連続した 3枚の画像について，重心座標上

の明度を積み上げた重ねあわせ明度も特徴点の一つとして扱う．重ね合わせ明度の概念を図 6.6に

示す．

t = 0

t = 3

before 3 sec.

Target ATarget BBase Image

after 3 sec.

t = -3

Gravity position of Target A
(GX,GY)

図 6.6: 重ねあわせ明度の概念

例えば，図 6.6において，TargetAの重ね合わせ明度（SCV (TargetA)）は式 6.1で算出される．

GX 及び GY はベース画像における TargetAの重心座標，CV（GX,GY, t）は時刻 t における座

標（GX,GY）の明度を示す．レーダアンテナは通常 2.5秒に 1回転するため，保険旧では 3秒に 1

枚のレーダラスター画像を扱う．つまり連続した 3枚のラスター画像を扱うためには，ベース画像

の 3秒前の画像と，3秒後の画像を参照する必要がある．

SCV (TargetA) = CV (GX,GY, t− 3) + CV (GX,GY, t) + CV (GX,GY, t+ 3) (6.1)

(3) 画像特徴点を用いたクラスタ分析による画像の分類

クラスタ分析を行う前に，画像の面積（大きさ）に着目し，極端に面積の大きい画像は，陸地の画

像である可能性が高い．さらに，レーダは電波の反射時間から物標の距離を算出しているため，高

い山がある場合等，陸地と判定された画像の背後にある画像は，信頼性が低い．そこで，陸地と判

定された画像と，その背後にある画像は，今後のクラスタ分析の対象からは外すこととした．
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クラスタ分析は、類似した性質を持つグループにデータを分類する手法で画像の検索技術にも用

いられる手法である．抽出した 9 つの特徴点を特徴パラメータとし、クラスタ分析を行うことで，

類似した特徴を持つ画像群を求め，船舶等の事前情報提供が必要となる画像群と海面反射等が多く

含まれる画像群の 2つのグループに分類を行った．

クラスタ分析には、階層的と非階層的の 2つの方法が存在するが，本論文では分類するクラスタ

数を最初から指定することが難しく、クラスタを形成する基準、例えばある範囲の面積を持つ画像

は雑音画像であるという様な，具体的な基準ををクラスタ分析の初期段から決めることが難しかっ

たため、階層的クラスタリング手法を選択し、クラスタ数を探索的に決定することとした。また，

階層的クラスタリング手法にも、様々な方法が存在するが、クラスタ形成の過程で外れ値に強く、

実用的に使用されることが多いウェード法を選択すると共に、クラスタ間距離には、最小二乗距離

を採用した。本論文では，クラスタ数を段階的に増加させ，船舶等の事前情報提供が必要となる画

像が網羅されるクラスタ，又は，海面反射等の雑音が多く含まれる画像群によるクラスタの探索を

行い，最終的に船舶等の事前情報提供が必要となる画像群と海面反射等が多く含まれる画像群の 2

つのグループに分類した．

(4) 画像の分類結果の評価

事前に手動にて船舶の可能性が高い画像群と，雑音の可能性が高い画像群を用意し，それららと

クラスタ分析で分類された画像群の結果の比較により，見張りが必要な物標の選定結果の評価と改

善点の洗い出しを行った．

6.4.3 レーダ画像から見張りが必要な物標の選定結果

(1) 使用したレーダのラスター画像及び画像処理ライブラリ

レーダのラスター画像は，大島商船高等専門学校の練習船「大島丸」（全長：41m，総トン数：228

トン）に搭載されている船舶用レーダ（Xバンド 9GHz帯）を用いて，瀬戸内海航行中に収集した．

レーダアンテナの 1回転には，3秒程度の時間を有するため，全ての画像範囲が更新される 3秒に 1

枚のラスター画像を記録した．画像処理及びクラスタ分析による見張りが必要な物標の選定は，連

続した 30枚（90秒）分のラスター画像を対象に行った．また，本論文ではフィルタ処理やエッジ

処理等の画像処理や，特徴点抽出等の画像の構造解析の機能を備え，かつ汎用性が高く，オープン

ソースライブラリである OpenCV（Open Source Computer Vision Library 2.4）を利用すること

とした．

(2) レーダのラスター画処理結果

船舶用レーダから収集したレーダのラスター画像を図 6.7に，マスク処理画像を図 6.8に示す．



6.4 レーダを用いた情報の事前提供 145

図 6.7: 船舶用レーダから収集したレーダのラスター画像

図 6.8: マスク処理によるレーダエコーが存在する領域の抽出結果
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さらに，色相によるフィルタ処理を行った画像を図 6.9に，膨張縮小による雑音処理を行った画

像（ベース画像）を図 6.10に示す．

図 6.9: 色相フィルタによるレーダエコーの抽出結果

図 6.10: 画像特徴点の抽出に用いるベース画像
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ここまでの画像処理で，収集したラスター画像と比較し，レーダレンジや捕捉のシンボルに完全

に重なる場合を除き，抽出すべき画像がのベース画像に残っていることを確認した．しかし，図

6.10には，陸上の可能性がある大きな画像や，陸上の背後にある，何らかの画像等，雑音と考えら

れる画像が多数含まれていることが分かる．よって，クラスタ分析を行う前に，分析の対象となる

画像を絞り込む必要がある．

ベース画像をラベリング処理した結果を図 6.11に示す．本論文では同じ輪郭に同じラベルと付け

るという処理を行った．図 6.11の色の違いはラベルの違いを示す．さらに輪郭の情報から，個々の

画像の面積を算出し，極端に面積のものを陸上と判定した．陸上を判定した結果を図 6.12に示す．

図 6.12 において，水色は陸上と判定した画像の輪郭，陸上の影となった画像については，輪郭で

はなく重心位置だけを灰色のクロスのシンボルで示す．また，青色はクラスタ分析の対象とした画

像の輪郭を示す．クラスタ分析の対象とした 30枚のレーダラスター画像に一連の画像処理を行い，

分析対象の絞込みを行うと共に，図 6.12に示した様なクラスタ分析の対象とした各画像について，

面積，輪郭長さ，自船から重心までの距離，円形度，円相当径，凹凸度，包形幅・高さ，凸包数，そ

して重ね合わせ明度という 9つの画像特徴点を抽出した．

図 6.11: ラベリング処理の結果
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図 6.12: クラスタ分析の対象となる画像

(3) 見張りが必要な物標の選定結果と評価

抽出した 9つの特徴点を特徴パラメータとし，クラスタ分析を行なった．クラスタ数は，最小の

2つから分析を始めたが，分類するクラスタ数が少ない場合，例外的な特徴を強く反映したクラス

タが生成され，クラスタ分析結果に大きな偏りが生じた．そこで，各クラスタに分類された画像群

の特徴について分析を行いながら，クラス多数を段階的に増加させた結果，クラス多数を 6つとし

た場合，雑音画像を多く含む特徴的な一つのクラスタが明らかとなった．図 6.13に 6つのクラスタ

に含まれる画像の自船からの距離，図 6.14に面積の平均値と標準偏差を示す．また，図 6.15に重

ね合わせ距離の平均値と標準偏差を示す．図 6.13より，クラスタ 6は自船から比較的近距離の画像

であり，図 6.14より，クラスタ 6は面積が 50ピクセル以下と小さいことが分かる．また，図 6.15

よりクラスタ 6は重ね合わせ明度が他のクラスタに比べ極端に小さいことが分かる．つまり，連続

して同じ位置に現れることが少ない画像であると言える．これらの特徴は，自船の周囲に現れる海

面反射による雑音画像の特徴と一致する．つまり，クラスタ分析でクラスタ 6に分類された画像の

大半が，海面反射による雑音画像である．
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図 6.13: クラスタ別，自船からの距離の特徴
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図 6.14: クラスタ別，面積の特徴
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図 6.15: クラスタ別，重ね合わせ明度の特徴

そこで，クラスタ 6に含まれる画像を雑音画像，クラスタ 6以外の 5つのクラスタに含まれる画

像は，船舶等の情報提供が必要である物標の画像であるという判定を行った．図 6.16にクラスタ分

析の結果を示す．図 6.16には，船舶等の情報提供が必要である物標だけを黒色で示しており，レー

ダエコーが含まれる範囲を円で囲んでいる．図 6.10を図 6.16と比較すると，陸上や陸上の背後に

ある画像及び自船（画像の中心）に近い，海面反射等の雑音画像を中心に除去されていることが分

かる．
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図 6.16: クラスタ分析から船舶等の情報提供が必要な物標を選定した結果

クラスタ分析の結果を評価するため，画像処理を行う前に，レーダのラスター画像の時間的変化

を観察し，船舶等の情報提供が必要な画像と雑音画像の分類を手動で作成し，正しい画像の分類結

果を用意した．クラスタ分析の結果と，手動で作成した分類結果を用いてクロス表を作成し，適合

率，再現率，F値，そして最も厳密は評価尺度である正当率の算出を行った．表 6.3にクロス表を

示す．表における Targetとは，船舶等の情報の提供が必要な画像，Noiseとは雑音画像を示す．

表 6.3: クラスタ分析結果と手動で作成した分類結果を比較するためのクロス表

Target(手動) Noise(手動) 計

Target(クラスタ分析) 2001(69.3%) 479(16.6%) 2480

Noise(クラスタ分析) 3(0.1%) 405(14.0%) 4.8

計 2004 884 2888

表 6.3より，クラスタ分析において船舶等の情報提供が必要な画像と判定されかつ、答えの分類

でも、同様に判定されたものは 2001個である。一方，どちらも雑音画像として判定されたものは

405個存在する。また，クラスタ分析で間違った判定がされてものは、合計で 482個の画像である．

評価の結果，適合率は約 99%，再現率は約 80%，F値は 0.89，正当率は 83%となった．本論文で

構築した画像処理及びクラスタ分析による画像の分類方法では，雑音画像を，船舶等の情報収集が
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必要な画像として判定したケースは多数含まれているが，船舶等の情報収集が必要となる画像は落

とさずに判定することができた．

6.4.4 現実的なレーダによる情報の事前提供方法の提案

2.4.3章では，レーダのラスター画像を用いた画像処理及びクラスタ分析から，見張りが必要な船舶等

の画像を絞り込むことが可能であることを示した．そこで，本論文では，現実的なレーダによる情報の

事前提供方法として，第 3章で示した継続的な見張りが必要な船舶に該当する画像を ARPA機能によ

り自動捕捉・追尾することで，操船者の要求がない場合でも，連続してそれらの船舶の情報を表示させ

る方法を提案する．

連続して継続的な見張りが必要な船舶を表示させる機能をレーダに組み込むに際には，本章で処理し

たレーダ画像処理アルゴリズム及びクラスタ分析結果において，誤判定した画像についてその傾向を分

析し，船舶画像の抽出精度を高める工夫が必要である，また，現在の輻輳海域における ARPAのアラー

ム機能のように，操船者が機能の使用をためらう要素を，あらかじめ防ぐための工夫が必要である．こ

れら今後改良すべき点はある一方，本論文で提案するレーダによる情報の事前提供を実現するための，

レーダの自動捕捉・追尾機能の導入は十分可能であると考えられる．

6.5 結論

本章では，見張り不十分が原因として指摘される衝突海難対策を検討・提案し，その効果を検証した．

また，レーダの機能に着目した衝突海難対策を提案した．その結果について，下記に示す．

(1) 衝突海難対策を導入コストや導入の現実性を考慮して検討した結果，「情報の事前提供」が見張り不

十分が原因として指摘される衝突海難の抑制に有効な対策の一つである．

(2)「情報の事前提供」は，他船にまったく気付いてないという見張り不十分を抑制するために有効な対

策の一つであるだけではなく，適切なタイミングで定期的に実施することで動静監視不十分を抑制

するためにも有効な対策の一つとなると考えられる．

(3) シミュレータ実験によりポスターによる情報の事前提供の有効性を検証した．事前に事故事例や海

域に特徴的な交通流の情報をポスターにより参照した場合，衝突又は衝突に近い状況を避けること

ができる割合が高いことが明らかとなった．つまり，「情報の事前提供」は衝突海難の抑制に有効な

対策の一つである．

(4) レーダを用いた「情報の事前提供」の具体的な方法として，操船者の要求の有無に関わらず，第 3

章で示した継続的に見張りの必要がある船舶を自動捕捉・追尾し，連続してそれらの船舶の ARPA

情報等を提供する方法を提案した．
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(5) レーダのラスター画像による画像処理とクラスタ分析から，今後，レーダにおける船舶画像の捕捉・

追尾精度の向上により，(3)で提案した情報の事前提供を実現するためのレーダの自動捕捉・追尾機

能の導入は十分可能であると考えられる．
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第 7章

結論

本論文では，衝突海難の原因として指摘される「見張り不十分」とは操船者の状況認識におけるエラー

と考えることができ，操船者エラーには様々な背後要因があるという視点から，操船シミュレータ実験

による操船者の行動分析と，SAGATを用いた状況認識の計測を実施し，船舶運航における操船者の状

況認識の特徴を示した．それらの結果を用いて，見張り不十分が原因とされる衝突海難の対策の検討方

法を提案し，かつ，情報の事前提供による効果とレーダ画像処理による実用化に向けた対策を提案した．

本論文の第 2章では，衝突海難事例の分析と，船舶運航における人間の関わり方や自動化の程度につ

いて調査した．その結果，以下の大きく 3つが明らかとなった．

1. 船舶は他の交通分野と比較し，操船者の予測や判断，操作がより多く必要とされる分野であり，衝

突海難の原因の 9割は操船者の見張りに関連するものであることから，衝突海難の対策を検討する

にあたり，操船者の見張り作業に着目する必要がある．

2. 見張り不十分が原因とされる衝突海難の対策を検討するためには，操船者の状況認識を明らかにす

る必要がある．

そこで第 3章では，操船シミュレータ実験による操船者の行動分析と SAGATを用いた状況認識の計

測を行い，下記に示す操船者の状況認識の特徴を示した．

1. 衝突海難を引き起こしていない場合でも，見張りを行うべき船舶をまったく監視していない「見落

とし」や見張りを行うべき船舶に気付くのが遅れる「気付き遅れ」という操船者エラーは発生して

いる．

2. 操船者は自船の周囲に複数の船舶が存在する場合，それらの船舶に対し見張りの優先順位を付けて

おり，見張りの優先順位が適切ではなかったことが，「見落とし」や「気付き遅れ」という操船者エ

ラーの最も大きい発生要因である，

3. 操船者の見張りの優先順位が適切ではなくなる背後要因について操船者の状況認識モデルに基づき
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検討した結果，情報収集が不十分であった可能性や他船の今後の動静に対し予測を誤った可能性，

継続監視の必要性の判断誤った可能性等，複数の背後要因があることが明らかとなった．

4. 自船の周囲に複数の船舶が存在する場合の操船者の一般的な見張り作業として，下記に示す船舶は，

継続的な見張りが必要な船舶，つまり見張りの優先順位が高い船舶である．((c)～(f)において，ω̇

は方位変化率（deg./min.），Rは相対距離（m）を示す．)

（a）反航船の場合

　航過距離 1.0NMで，距離 1.5NM以下，又は航過距離 0.2NMで，距離 5.0NM以下

（b）同航船の場合

　航過距離 0.5NMで，距離 1.0NM以下，又は航過距離 0.2NMで，距離 2.3NM以下

（c）右舷からの船首横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.8× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 4.5NM（8, 334m）)

（d）右舷からの船尾横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.2× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 5.0NM（9, 260m）)

（e）左舷からの船首横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.8× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 2.0NM（3, 704m）)

（f）左舷からの船尾横切り船（横切り前）の場合

　 α ·Rβ < ω̇ ≤ γ ·Rδ(α = γ = 5.2× 105, β = −1.7, δ = −1.36, R < 2.5NM（4, 630m）)

（g）右舷左舷に関わらず，船首横切り後の場合

　自船からの距離が 1.0NM以下　

（h）右舷左舷に関わらず，船尾横切り後の場合

　継続的な見張りは必要なし

第 3章で示した様な，見張りの優先順位が高く，継続的な見張りが必要な船舶を検出し，操船者へ適

切な見張りの優先順位を維持できるような見張り支援をすることで，「見落とし」や「気付き遅れ」とい

う操船者エラーを抑制することができると考えられる．一方，操船者エラーの背後要因は複数発生して

おり，衝突海難対策を検討する前に，操船者の見張りの優先順位に影響がある背後要因を把握しておく

必要がある．そこで第 4章では，CREAMにおける CPC及び原因‐結果リンク（背後要因の分類）を

衝突海難に特化した形で修正・整理することで，操船者の見張りの優先順位に影響がある背後要因を把

握した．その結果，操船者の見張りの優先順位に影響がある船舶の運航特有の CPC間の依存関係や衝

突海難特有のエラーモードと背後要因の関係が明らかとなった．

第 4章では操船者の見張りの優先順位に影響がある背後要因を整理したが，一方，それらの背後要因

全てに対策とることは難しい．そこで，第 5章では操船者の状況認識を含む意思決定過程をイベントツ
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リー表示し重要度評価手法を適用する，衝突海難対策の検討手法について提案し，衝突海難事例の分析

から，衝突までの時間が短く，操船者が判断や注視等のタスクを繰り返さない状況において，提案した

手法の有効性を示した．また，航路入口における衝突海難事例分析から，衝突の背後要因として他船が

自船と一緒に航路に入るだろうという操船者の「思い込み」がある可能性を示した．

第 6章では，第 3章で示した操船者の見張りの優先順位と継続的に見張りが必要な船舶の条件，また

第 4章で示した操船者エラーの背後要因を念頭に，第 5章で提案した衝突海難対策の検討手法を応用し，

見張り不十分が原因とされる衝突海難対策を検討した．その結果を下記に示す．

1. 導入コストやその船橋内で導入の可能性を考慮すると，「情報の事前提供」が見張り不十分が原因と

される衝突海難の抑制に現実的な対策の一つである．

2.「情報の事前提供」は，他船にまったく気付いてないという見張り不十分を抑制するために有効な対

策の一つであるだけではなく，適切なタイミングで定期的に実施することで動静監視不十分を抑制

するためにも有効な対策の一つとなると考えられる．

3. シミュレータ実験においてポスターによる情報の事前提供による衝突海難抑制効果を検証した結果，

ポスターにより事前に情報を参照した場合，衝突又は衝突に近い状況を避ける割合が高くなること

を証明した．したがって，「情報の事前提供」が見張り不十分が原因とされる衝突海難の抑制に有効

な対策の一つである．

4. 本論文では，レーダを用いた「情報の事前提供」方法として，操船者の要求の有無に関わらず，見

張りの必要がある船舶をレーダで自動捕捉・追尾し，継続的にそれらの船舶の ARPA情報等を提供

する方法を提案する．

以上，本論文では，操船者の状況認識の特徴と，操船者が共通して見張りを行っている，継続した見

張りが必要な船舶の条件を明らかにした．さらに，操船者エラーの背後要因について整理するととも

に，レーダを用いた衝突海難対策の検討手法及び具体的な対策を提案した．レーダにより継続的に見張

りが必要な船舶の自動捕捉・追尾を行い，操船者の意思に関わらず，それらの船舶の情報を連続して事

前提供する仕組みが，見張り不十分が原因とされる衝突海難の抑制するために有効の対策の一つである．

レーダによる継続的に見張りが必要な船舶の自動捕捉・追尾による情報の事前提供は，レーダにおける

船舶画像の捕捉・追尾精度の向上や，AISをはじめとする他の航海機器とからの情報統合技術の進歩に

より，十分に実現可能な対策であると考えられる．
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